
総務省が実施した政策評価についての審査結果 

 

１ 審査の対象 

「政策評価に関する基本方針」（平成 13 年 12 月 28 日閣議決定。以下「基本方針」

という。）では、政策評価の円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施

した政策評価について、その実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客

観性・厳格性の達成水準等に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととさ

れている。 

今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 

 

総務省「平成 15 年度実績評価書」における計 79 件の政策評価 

  なお、このうち、ナ－１（「ユニバーサルサービスの提供」）、ナ－２（「健全な事業

財政の確保」）及びナ－３(「利用者利便の向上」)の３政策については、日本郵政公社

の設立に伴い、これまでの郵政企画管理局の政策としての役割を終えている。 

 

   

２ 審査の考え方と点検の項目 

ア 評価の枠組みについて 

（目標の設定状況） 

実績評価方式は、あらかじめ達成すべき目標を設定し、これに対する実績を測定

して目標の達成度合いについて評価していく方式であるので、当該目標に関して達

成すべき水準を明確にするとともに、その水準をいつまでに達成しようとするのか

をあらかじめ定めておく必要がある。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である(注)。 

① 目標に関し達成すべき水準が数値化されているなど具体的に特定されている

かどうか。 

② 目標の達成度合いを検証する際の基準とする時期（基準年次）及び目標を達成

しようとする時期（達成年次）が設定されているかどうか。 
 

（注）目標に関し達成すべき水準が数値化されていないものの中には、目標値の設定が容易ではな
いものもあり得るが、その点について精査を行ったものではない。 

 

（目標の達成度合いの判定方法） 

実績評価方式は、目標の達成度合いについて評価することが基本である。目標の

達成度合いについての判定の結果については、国民への説明責任の観点から、明確

な判定基準に基づき整理されることが望ましい。目標に対する実績が数値により測

定可能なものとなっていれば、目標の達成度合いは明らかであることから、その水

準をどのように評価するかについての判定基準が明示されていれば、達成度合いを

客観的に評価することが可能となる。 



しかしながら、目標の達成度合いを数値で表せず、達成度合いの判定基準を明確

に示すことが困難である場合においては、目標の達成度合いをどのように判定して

いるかについて説明することが求められる。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

① 目標の達成度合いについての判定基準を定量的に示すなど具体的で明確となっ

ているかどうか。 

② 目標の達成度合いが数値で表されていないものについて、達成度合いについて

の判定の結果を「目標が達成できた」、「目標達成にもう一歩であった」などパタ

ーン化した表現等により分かりやすく整理しているかどうか。 

 

イ 実績評価の対象とされた政策を構成する個々の事務事業等についての評価・検証

が行われている場合について 

実績評価は、目標の達成度合いについて評価することが基本であり、目標を達成

するために実施する具体的な事務事業等が当然に評価・検証の対象とされるわけで

はないが、実績評価において、それらについての評価・検証が行われている場合に

は、その評価・検証がどのような質の情報を提供するものであるのかが重要となる。 

この審査においては、次のような場合にそれぞれ点検を行っている。 

① 個々の事務事業等の有効性、効率性等について評価・検証が行われている場合

に、それがどのような質の評価情報であり、どのような評価結果に結び付いてい

るのか。 

② 個々の事務事業等に係る予算要求や機構定員要求への具体的な反映方針が示

されている場合には、評価結果としてどのような情報が提供されており、それが

どのような質の評価情報であるのか。 

 



基準
年次

達成
年次

ア－１ 　国の行政組織等の減量・効率化 ○ ○ ○ － ◇

ア－２ 　行政改革大綱等に基づく行政改革の推進 － － － － ◇

ア－３ 　適切な設立許可・指導監督等による公益法人行政の推進 ○ ○ ○ － ◇

イ－１ 　政策評価制度の推進 － － － － ◇

イ－２ 　評価専担組織として行う政策評価の実施 － － － － ◇

イ－３ 　行政評価・監視の実施 － － － － ◇

イ－４ 　行政相談の実施 － － － － ◇

ウ－１ 　公務における多様な人材の確保と活用 ○ － ○ － ◇

ウ－２ 　国家公務員の高齢対策と再就職の適正化 － － － － ◇

ウ－３ 　国家公務員給与の適正な改定 － － － － ◇

エ－１ 　地方分権の推進 ○ － － － ◇

オ－１ 　分権時代にふさわしい地方公務員制度の確立 － － － － ◇

オ－２ 　地方公共団体における定員管理及び地方公務員給与の適正化の推進 － － － － ◇

オ－３ 　地方行政を担う人材の育成・確保 － － － － ◇

カ－１ 　地方財源の確保等 － － － － ◇

キ－１ 　地方分権に資する地方税制の構築 － － － － ◇

ク－１ 　市町村合併の推進 － － － － ◇

ク－２ 　地方行革の推進 ○ － － － ◇

ク－３ 　地方公共団体の行政運営における公正の確保と透明性の向上 ○ － － － ◇

ケ－１ 　地方公共団体の地域づくりの支援 － － － － ◇

ケ－２ 　過疎地域の自立促進 － － － － ◇

ケ－３ 　地方公共団体の国際化施策の推進 ○ － ○ － ◇

ケ－４ 　地方自治分野における国際交流・国際協力 － － － － ◇

ケ－５ 　地方公共団体におけるＰＦＩ事業の推進 － － － － ◇

コ－１ 　地方公共団体の公債費負担の適正化 － － － － ◇

コ－２ 　辺地に係る財政上の特別措置の実施 ○ － ○ － ◇

コ－３ 　土地開発公社の健全化の推進 ○ ○ ○ － ◇

　　　審査結果のうち、目標の設定状況及び目標の達成度合いの判定方法につい

　　ては、以下のとおりである。

　ア　評価の枠組みについて

３　審査の結果

目標期間の設定
の有無目標値等

の設定の
有    無

目標の設定状況

政策
番号 政　　　　　　　策

　　79政策に関する実績評価についての審査の結果は、以下のとおりである(詳

　細は、別添１－①政策評価審査表（実績評価関係)参照）。

目標の達成度合い
の判定方法(判定
基準の定量化等)

【審査結果整理表】



基準
年次

達成
年次

目標期間の設定
の有無目標値等

の設定の
有    無

目標の設定状況

政策
番号 政　　　　　　　策

目標の達成度合い
の判定方法(判定
基準の定量化等)

コ－４ 　地方公営企業の経営改善 － － － － ◇

コ－５ 　地方公共団体が行う第三セクターの経営改善 － － － － ◇

サ－１ 　高速・超高速ネットワークインフラ整備 － － － － ◇

サ－２ 　ＩＰｖ６の普及促進 － － － － ◇

サ－３ 　地域における情報化の推進 ○ － ○ － ◇

サ－４ 　情報通信による沖縄振興を通じた沖縄経済の自立化 － － － － ◇

サ－５ 　新たな電波利用システムの導入 － － － － ◇

サ－６ 　地上放送のデジタル化の推進 ○ － ○ － ◇

サ－７ 　衛星デジタル放送の普及 － － － － ◇

サ－８ 　国際放送の推進 － － － － ◇

サ－９ 　ケーブルテレビの普及・高度化 ○ － ○ － ◇

シ－１ 　各府省における行政情報化の推進 ○ ○ ○ － ◇

シ－２ 　総務省所管行政の情報化の推進 ○ ○ ○ － ◇

シ－３ 　地方公共団体の情報化の推進 ○ － ○ － ◇

ス－１ 　ブロードバンド・コンテンツの制作・流通の促進 ○ － ○ － ◇

セ－１ 　情報通信利用の適正化、情報セキュリティ対策及び電気通信機器の安全・信
頼性の向上 － － － － ◇

セ－２ 　電波を有効に、また、安心・安全に利用するための環境整備（電波の有効利
用の推進及び電波利用環境の整備） ○ ○ ○ － ◇

セ－３ 　電子商取引の普及発展 － － － － ◇

ソ－１ 　情報通信分野の人材育成 － － － － ◇

ソ－２ 　情報通信利用による人材の活性化 － － － － ◇

ソ－３ 　情報通信利用の裾野の拡大 － － － － ◇

タ－１ 　電気通信事業における公正競争の促進及び利用者利益の増進 ー － － － ◇

タ－２ 　電気通信利用に関する施策の推進 － － － － ◇

タ－３ 　迅速な周波数の再配分の実現等による電波の有効利用の推進（電波の有効利
用の推進） － － － － ◇

タ－４ 　情報通信ニュービジネスの振興 － － － － ◇

チ－１ 　アプリケーション及びコンテンツの高度化のための研究開発の推進 － － － － ◇

チ－２ 　ネットワークインフラの高度化のための研究開発の推進 － － － － ◇

チ－３ 　新技術のシーズを創出する基礎的・先端的研究開発の推進 － － － － ◇

チ－４ 　（戦略的研究開発を推進させるための）研究人材育成や研究環境の整備 － － － － ◇

チ－５ 　情報通信に関する標準化の推進 － － － － ◇

ツ－１ 　民放テレビ・ラジオ放送の難視聴等の解消 － － － － ◇

ツ－２ 　電波利用環境の整備（移動鉄塔） ○ － ○ － ◇

ツ－３ 　地域における公共サービスの情報化の推進 － － － － ◇

ツ－４ 　情報バリアフリー環境の整備 ○ － ○ － ◇

テ－１ 　二国間･他国間等の枠組みによる国際的な課題を解決するための協調及び貢
献 － － － － ◇

ト－１ 　選挙制度の適切な運用 － － － － ◇

ナ－１ 　ユニバーサルサービスの提供 ○ － － － ◇

ナ－２ 　健全な事業財政の確保 ○ － － － ◇



基準
年次

達成
年次

目標期間の設定
の有無目標値等

の設定の
有    無

目標の設定状況

政策
番号 政　　　　　　　策

目標の達成度合い
の判定方法(判定
基準の定量化等)

ナ－３ 　利用者利便の向上 － － － － ◇

ニ－１ 　消防の対応力（防災力）の強化 ○ － ○ － ◇

ニ－２ 　火災予防対策の推進 － － － － ◇

ニ－３ 　災害による強いまちづくりの推進 ○ ○ ○ － ◇

ニ－４ 　救急業務の充実・高度化 ○ － ○ － ◇

ヌ－１ 　社会・経済の実態を的確に把握した統計調査の実施 － － － － ◇

ヌ－２ 　国・地方が共同で行う統計調査の円滑かつ効率的な実施 － － － － ◇

ヌ－３ 　官庁統計に対する国民の協力の確保 － － － － ◇

ヌ－４ 　統計に関する国際協力の推進 － － － － ◇

ヌ－５ 　国勢の基本に関する統計の作成・提供 － － － － ◇

ネ－１ 　恩給年額の適正な改定 － － － － ◇

ネ－２ 　受給者等に対するサービスの向上 － － － － ◇

ノ－１ 　旧日本赤十字社救護看護婦等処遇等に関する事業の推進 － － － － ◇

ハ－１ 　日本学術会議活動計画に示された課題の円滑かつ重点的な推進 － － － － ◇

　　　合　　　計（79政策） ○24 ○７ ○19

○22 ○７ ○19

総
括
記
述

ナ－１からナ－３を除いた合計（76政策）

○＝0、◇＝79

○＝0、◇＝76

（注）１　「目標値等の設定の有無」欄には、目標に関し達成すべき水準が数値化されている場合及び定性的で
        あっても目標が達成される水準が具体的に特定されている場合には「○」を記入し、いずれにも該当し
        ない場合には「－」を記入している。
　　　２　「目標期間の設定の有無」欄には、目標の達成度合いを検証する際の基準とする時期が設定されてい
        る場合には「基準年次」欄に「○」を、目標を達成しようとする時期が設定されている場合には「達成
        年次」欄に「○」を記入し、それらが設定されていない場合には当該欄に「－」を記入している。
　　　３　「目標の達成度合いの判定方法(判定基準の定量化等)」欄には、目標の達成度合いについての判定基
        準が定量化されているか、又は、具体的で明確なものとして示されている場合には「○」を記入し、示
        されていない場合には「－」を記入している。
          また、「－」を記入したもののうち、目標の達成度合いについての判定の結果をパターン化した表現
　　　　 等により分かりやすく整理している場合には、右横に「◇」を記入している。

　目標の達成度合いの把握についての具体の状況についてみると、76政策のうち、22政策（前年度
に比べて15政策増）について、客観的に測定可能な指標が設定され達成しようとする水準が数値化
等されており(別添２の表４参照)、このうち、19政策（前年度に比べて13政策増）について目標期
間(達成年次)が定められている（別添２の表６参照）。これら22政策については、数値化等された
目標に対する実績の推移をみることにより目標の達成度合いが分かるようになっている。
  一方、達成しようとする水準が数値化等されていない54政策については、経年的な指標の推移を
把握したり、関連する状況を定性的に把握したりすることにより、目標の達成状況を評価している
(別添２の表５参照)。
  評価の結果については、当該政策の問題点を明らかにし、今後政策に適切に反映できるよう、ま
た、国民に分かりやすいものとするようパターン化された文言を用いて整理する工夫がされている。
 76政策については、すべてが目標達成に向けて成果が上がっているとされており、そのうち、27
政策については、「政策の必要性、施策の有効性・効率性等が認められ、これまでの取組を継続す
べき」と整理されている（別添２の表７参照）ものの、目標の達成度合いについての判定基準が明
確に示されているわけではない。
　実績評価においては、目標に対する達成度合いを測るための達成しようとする水準を数値で設定
すること及び目標期間を設定することが基本である。達成しようとする水準が数値化されていない
政策についても、政策の特性も勘案しつつ、どのようなものが設定可能か、引き続き検討を進めて
いく必要がある。



イ 実績評価の対象とされた政策を構成する個々の事務事業等についての評価・検証

について 

今年度の総務省の実績評価においては、評価結果を今後の政策に適切に反映する

観点から、目標を達成するために実施する政策手段である個々の事務事業等に係る

制度の改正や事務執行の改善が必要なものについての対応方針のほか、評価書を取

りまとめた７月上旬の時点において、継続方針を含む予算要求への反映方針や機構

定員要求への反映方針について、評価書に具体的に記載する取組が行われている。 

日本郵政公社の設立に伴い役割を終えている３政策を除く計 76 政策のうち、予

算要求への反映方針が示されているものは、計 55 政策に係る個々の政策手段であ

る。その内訳は、｢拡大｣（20 政策 43 政策手段）、「廃止」（５政策７政策手段）のほ

か、「継続」（43 政策 121 政策手段）となっている。また、機構定員については、個々

の事務事業等との関係というよりは、政策全体についての業務量や実施体制という

要素を踏まえながら、29 政策について要求を検討するとの反映方針が示されている。 

このような取組は、目標の達成度合いについて評価することが基本である実績評

価方式の下で、できる限り個々の事務事業等に関する評価情報を提供する工夫を行

ったものであるが、個々の事務事業等についての予算要求等への反映方針を評価書

に記載するに当たっては、評価･検証の過程で用いられたその根拠となる事実、デ

ータ、情報等を的確に提示していくことにより、国民に対する説明責任がより適切

に果たされることになるものと考えられる。 

このような観点からみると、例えば、現行の予算措置を継続するのでは足りず拡

大方針を示しているものにおけるそうした方針と評価・検証結果との関連性に関し

て、得ようとする効果について所期の政策目的を達成するための効果発現の水準が

明確にされていないものも少なくない（別添１－②政策手段についての審査結果整

理表等参照）が、このことに関し、総務省では、概算要求の取りまとめの過程を通

じより深く検証することとしている。 

今後、政策手段に係る予算要求等への反映方針を示す場合には、評価･検証の過

程で用いられたその根拠となる事実、データ、情報等をより一層十分かつ的確に示

していくことが望まれる。 

 

 

（全体注） 各府省の評価の実施状況を踏まえた横断的又は共通的な課題等の整理・分析については、
今年度末を目途に別途取りまとめる予定である。 



  

【別添１－①】 

政策評価審査表（実績評価関係）                                             

（説 明） 

本表は、公表された総務省の「平成 15 年度実績評価書」を基に当省（行政評価局）の責任において整理したものである。 

各欄の記載事項については以下のとおりである。 

 

欄   名 記          載          事          項 

「政策番号」欄 総務省の「平成 15 年度実績評価書」において、評価の対象とされた政策ごとに付されている番号を記入した。 

「政策名」欄 評価の対象とされた政策の名称を記入した。 

「達成すべき目標」欄 あらかじめ政策効果に着目して設定された達成すべき目標を記入した。 

「目標分類」欄 「アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方（総務省行政評価局）」を踏まえ、「Ｃ」、「Ｐ」の別を記入した。 

なお、「Ｃ」（＝outCome ）はアウトカム、「Ｐ」（＝outPut）はアウトプットをそれぞれ示す。 

 

「測定指標」欄 

 

 

「達成すべき目標」に対する実績を定期的・継続的に測定するため使用する指標を記入した。 

総務省の評価書で使用している「指標」（アウトカムを把握する指標）及び「参考指標」（それ以外のアウトプット的な指標）を記入したが、

両指標の区分はされていない。また、「参考となる指標」（目標の達成状況を的確に測定できる測定指標がない政策について、当該政策に係る

現状や課題等を明らかにするために設定しているもの）を記入した。 

「指標分類」欄 

 

別添の「アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方（総務省行政評価局）」を踏まえ、「Ｐ」、「ＣＭ」、「ＣＩ」のいずれか該当するも

のを記載している。ただし、当省（行政評価局）において示した分類と総務省の分類に違いがある場合には、その両方を記載し、当省(行政評価

局)の分類結果を（ ）内に示している。 

なお、「ＣＭ」（＝outCome Measurable）はアウトカムで定量的な指標、「ＣＩ」（＝outCome Immeasurable）はアウトカムで定性的な指標、「Ｐ」

（＝outPut）はアウトプット指標をそれぞれ示す。 

 

「目標値」欄 「達成すべき目標」についての目標とする値、水準等を記入した。 

 



  

欄   名 記          載          事          項 

「目標期間」欄 

 

「達成年次」欄には、政策を実施することにより達成すべき目標を達成しようとする年次を、また、「基準年次」欄には、目標の達成度合い

を把握するための基準となる年次を記入した。 

 総務省では、達成目標（アウトカム）の達成年次（達成時期）とは別に、「政策の実績を総括すべき時期」を 79 政策すべてについて設定して

いる。 

「測定結果等」欄 

 

 

測定結果等を記入した。 

「評価の結果」欄 本欄上段には、総務省の評価書の記載項目４「政策評価の結果等」欄に記載してある端的な結論とその端的な結論で指摘している課題、対策

等を記入した。下段の「予算要求等への反映」欄には、同評価書の記載項目５「今後の課題及びその対応策と評価結果の政策への反映方針」欄

において、平成 16 年度予算要求等への反映方針が記載されている場合について、当該反映方針の内容を記入した。 

なお、「予算要求等への反映」欄の記入区分は、予算関連では≪拡大≫、≪縮小≫、≪廃止≫及び≪継続≫の４分類で、≪拡大≫は、予算の

新規要求又は拡大措置を検討している旨の記述が、≪縮小≫は、予算の縮小措置を検討している旨の記述が、≪廃止≫は、予算の廃止措置を検

討している旨の記述が、≪継続≫は、予算の継続要求を検討している旨の記述が同評価書にあったものをそれぞれ分類した。また、機構定員要

求について検討している政策については、≪機構定員≫と分類している。 

「政策手段」欄 達成すべき目標を実現するために具体的に講じる手段が記載されている場合、その内容を記入した。 

なお、目標を達成するための政策の実施に要した費用等に関する情報についての記載がある場合は、その費用等の額を記入した。 

 



  

アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方(総務省行政評価局) 
 
 各府省の実績評価方式を用いた評価で用いられている測定指標について、アウトカム指標とアウトプット指標との区分を分類整理するに当たっては、下記の考え方に沿って指標 
を分類した案を各府省に提示した。各府省がこの分類案と異なる分類の考え方を採っている場合には、当該府省の考え方を以下に別記として整理している。 
 

記 
 

 行政機関が行う政策の評価に関する法律(平成13年法律第86号)第３条第１項において、政策効果は「政策に基づき実施し、又は実施しようとしている行政上の一連の行為が国民 
生活及び社会経済に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響」と定義されている。この「国民生活又は社会経済に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響」がアウトカムに当たる。 
 

○アウトカム指標 

行政の活動の結果として、国民生活や社会経済に及
ぼされる何らかの変化や影響 
 

(例)   〇行政サービスに対する満足度、 〇講習会の受講による知識の向上、技能の向上 
〇搬送された患者の救命率、 〇開発途上国における教育水準(識字率、就学率) 
 〇農産物の生産量、 〇大気、水質、地質の汚染度 
 〇ごみ減量処理率、リサイクル率、廃棄物の再生利用量、不法投棄件数 
〇株式売買高の推移、 〇育児休業取得率  
〇就職件数、就職率 

○アウトプット指標 

アウトカム指標以外のもの 

① 行政の活動そのもの (例)    〇事業の実施件数、 〇会議の開催数 
〇偽造防止技術の研究件数、 〇環境基準の設定 
〇検査件数、 〇行政処分の実施件数 

② 行政活動により提供されたモノやサービスの量 (例)    〇講習会、展示会等の開催回数、 〇標準事務処理期間の遵守状況 
〇電算機の稼働率、 〇助成金の支給件数・支給金額 
〇パンフレットの配布数 

③ 行政活動により提供されたモノやサービスの利用
の結果 

(例)    〇講習会、展示会等の参加者数、 〇ホームページ等へのアクセス件数 
〇論文の被引用数、 〇共同利用施設の利用者数 
〇放送大学の学生数、高等教育機関における社会人の数、 〇技術士、環境カウンセラー等の登録者数 
〇相談件数、 〇インターンシップ参加者数 

④ 行政機関同士や行政内部の相互作用の結果であり
直接国民生活や社会経済に及ぼす影響でないもの 

(例)    〇機構・定員等の審査結果、〇一般会計予算の主要経費構成比 
    〇法令等審査件数、〇恩給請求書を3か月以内に総務省に進達した割合  

⑤ 行政活動の結果に起因して生じている現象や事態
を表す指標であるが、それ自体は直接国民生活や社
会経済に及ぼす影響を表すものではないもの 

(例)    〇各種研究開発の特許取得件数、〇マネーロンダリングに関する金融機関からの届出件数 
〇新規化学物質の製造、輸入に関する届出件数 

 
 
 
 

 



  

(別記) 総務省におけるアウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方 

 

総務省は、調整官庁や制度官庁という側面を有することもあり、直接的に国民生活や社会に及ぼされる影響を把握する指標の設定が困難な面があることから、「アウトカム指標と 

アウトプット指標の分類の考え方」(総務省行政評価局)(以下「評価局の分類」という。)においてアウトプット指標として分類されているものの一部について、以下の考え方によ 

りアウトカム指標に分類している。 

 

○ アウトプット指標分類④(行政内部の相互作用の結果等)に該当する指標のうち、府省

及び地方公共団体との連絡調整等の行政活動の結果として、府省及び地方公共団体に変

化や影響を及ぼすことにより、国民生活や社会経済に変化や影響を及ぼすと判断できる

もの(参考となる指標についても同じ) 

(例) 

・行政手続条例の制定団体数 

・地方団体の条例・要綱等により、情報公開が規定されている法人の割合 

・勧告等に基づく関係府省の具体的な見直し・改善状況、改善事項数の割合 

・都道府県税及び市町村税の税収の構成比(参考となる指標の例) 

○ アウトプット指標分類③(行政活動により提供されたサービス等の利用の結果)に該当

する指標のうち、行政の活動の結果により提供されたサービスを利用することが、すなわ

ち国民や企業に便益をもたらすもの 

(例) 

・(法令改正等により実施された)郵便局における各種新規サービスの取扱数 

・ＩＴ生きがい・ふれあい支援センターの利用者数 

 



 

 達成すべき目標の実績を測定する指標の設定状況＜総括表＞ 
 
達成すべき目標についてその実績を測定するため、事前に指標を設定しておく必要がある。また、指標は、できる限りアウトカムに着目した定量的なものである
ことが望ましい。 
総務省が設定した指標の特徴をみると、数値化等された指標が設定されているものの、その割合は低調となっている。 

 
【表 総務省における指標の設定状況とその性質及び前年度比較】 

  
   

年 度 指標名 指標数 

 

アウトカム アウトプット 

 

アウトカム定量 アウトカム定性 アウトプット 

 

指標及び参考指標 

参考となる指標 
 

 

 ３３０ 

  ６５ 

 

 ４０ 

  １ 

 

  １６ 

   ０ 

 

 ２４ 

  １ 

 

２９０ 

 ６４ 

 

７１ 

３２ 

 

９ 

０ 

 

２１０ 

 ３２ 

平成 15 

合計 

（構成比） 
  

３９５ 

（100%） 

 

 ４１ 

 （10.4%） 

  １６ 

   （4.1%） 

 ２５ 

  （6.3%） 

３５４ 

（89.6%） 

１０３ 

（26.1%） 

９ 

 （2.3%） 

２４２ 

（61.3%） 

 

指標及び参考指標 

参考となる指標 
 

 

 ２１８ 

  ４４ 

 

 １０ 

  ０ 

 

  ５ 

  ０ 

 

 ５ 

 ０ 

 

２０８ 

 ４４ 

 

５５ 

２３ 

 

１０ 

０ 

 

１４３ 

 ２１ 

 

 

14 

 

 
合計 

（構成比） 
 

 ２６２ 

（100%） 

 １０ 

 （3.8%） 

  ５ 

    （1.9%） 

 ５ 

   （1.9%） 

２５２ 

（96.2%） 

７８ 

（29.8%） 

１０ 

（3.8%） 

１６４ 

（62.6%） 

 
（注）１ 「目標に関し達成しようとする水準が数値化等されている指標数」欄は、目標に関し達成すべき水準が数値化されている場合及び定性的であっても目標が達成される水準が具体的に特定さ 
    れているものを計上した。 
２ アウトカム指標とアウトプット指標の区分については、①当省（行政評価局）において一定の考え方で分類整理したものを総務省に示し、②それに対し、総務省において分類整理について 
別の考え方がある場合にはその考え方の提示を受けるとともに、総務省による分類整理の結果を計上した。 

     詳細は、「アウトカム指標とアウトプット指標の分類の考え方」参照。 
 

 

目標に関し達成しようとする水準が数値
化等されている指標数 

目標に関し達成しようとする水準が数値化等されていない指標数 



基準年次 達成年次

　15年度機構・定
員等の審査結果

10％の計
画的削減

ア－２ 　行政改革大
綱等に基づく
行政改革の推
進

　社会経済情勢の
変化に対応した適
正かつ合理的な行
政の実現

　行政改革大綱の
フォロ－アップの
実施とその結果

Ｐ － － － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

国 地方 国 地方

10 570 ９ 529

41 71 37 67

97.5％ 80.1％ 98.1％ 83.3％

・平成13年12月に閣議決定された「特殊法人等整理合理化計画」の具体化を進
め、特殊法人等改革の具体化に向けた取組が着実に進展（第154回国会での石油
公団、簡易保険福祉事業団の廃止法案の成立等）
・平成14年３月に閣議決定された「公益法人に対する行政の関与の在り方の改革
実施計画」による措置のうち、「検査・検定等」などについて登録機関による実
施へ移行すること等を内容とする関係法律改正10法案を第156回国会へ提出
・地方分権改革推進会議において、平成14年10月30日に「事務・事業の在り方に
関する意見」を取りまとめ、内閣総理大臣に提出
　また、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2002」（平成14年６月25日
閣議決定）などを踏まえ、国と地方の税財源配分の在り方について、国庫補助負
担金、地方交付税交付金、税源移譲を含む税源配分の在り方を三位一体で検討す
るとともに、あわせて、地方行財政改革の推進等行政体制の整備についての検討
へと移行することとなった。
・総合規制改革会議において、昨年12月に「規制改革の推進に関する第２次答
申」を取りまとめ、それを基に規制改革３か年計画の再改定を行うなど、経済社
会の構造改革を進める上で必要な規制の改革が着実に進展
・行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律が本年２月に施行さ
れ、法令に基づく行政手続について、原則としてすべてオンラインによることが
可能となった。
・昨年９月に設置された「各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議」におい
て、「電子政府構築計画（仮称）」策定に向けた検討が行われている。
・平成14年12月22日に行政改革大綱の実施状況のフォローアップの一環として、
15年度予算編成過程において具体化を図った減量・効率化に関する取組を、「国
の行政組織等の減量・効率化について」として取りまとめ

　行政改革大綱の平成15年
３月31日時点での実施状況
につきフォローアップを実
施

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

平成15年度における
・機構の新設・改廃
・定員の設置・増減・廃止
・独立行政法人及び特殊法
人の新設、目的の変更その
他法律の定める制度の改正
及び廃止
を審査

（「減量・効率化
計画」記載事項の
措置状況、定員削
減計画の実施状
況）

25％の純
減を目指
して最大
限努力
（定員）

・平成15年度までの定員純減数の累計：34,268人

・「特殊法人等整理合理化計画」等に基づき､43法人について設立等の審査を行
い､第154回国会から第156回国会にかけて、それぞれ関連法案が提出・成立

Ｐ 平成12年
度（定
員）

平成22年
度（定
員）

・平成15年度機構審査においては、公安調査事務所の整理、法務局及び地方法務
局の支局・出張所の整理統合等、「減量・効率化計画」の着実な進展が図られ
た。

－

　検査委託基準の適合状
況（国所管のみ）

平成18年
度

　所管官庁出身理事数が
理事総数の３分の１を超
えている法人数

区　　　分

　営利企業の過半数株式
を保有する法人数

　情報公開率

所管官庁
出身理事
数が理事
総数の３
分の１を
超えてい
る法人
数：０
営利企業
の過半数
株式を保
有する法
人数：０
情報公開
率：100％
検査委託
基準の適
合状況
（国所管
のみ）：
100％

政策
番号

目標
分類

ア－１ 　国の行政組
織等の減量・
効率化

　社会経済情勢の
変化に対応した、
簡素にして効率的
な行政体制の実現
（機構・定員につ
いて、メリハリの
あるスリムな機構
や定員を実現）

Ｃ

達成すべき目標
（「達成目標」）

Ｃ

政策評価審査表（総務省）

測定指標 目標値
目標期間指標

分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

・指導監督基準、各種申合
せ等の遵守状況のフォロー
アップ
・公益法人データベースの
運用（平成14年度予算額：
3,186千円）
・各種研修会の実施
・公益法人会計基準の見直
し

平成12年度 (平成14年度予算額)
  55,133千円

13年度

96.0％ 92.0％

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の取
組手法等に課題があり、取組の改
善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・公益法人データベースの検索方法
が一定の方法に限られている。
・バリアフリー化がなされていな
い。

（予算要求等への反映）
《継続》
　公益法人データベースについて、
国民が使いやすいデータベースにす
るための改良(バリアフリー化等)を
行うため、所要の予算措置を検討中

ア－３ 　適切な設立
許可・指導監
督等による公
益法人行政の
推進

　所管官庁が行う
公益法人の設立許
可及び指導監督の
統一性、整合性の
確保

　指導監督基準等
の遵守状況

ＰＣ



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

　公益法人会計基
準の見直し

Ｐ － － －

イ－１ 　政策評価制
度の推進

　評価法及び基本
方針を踏まえた基
本計画、実施計画
の策定、公表等の
実施状況

Ｐ － － －

　政策評価に関す
る統一研修受講者
の研修の効果

ＣＭ － － －

　政策評価制度の
円滑かつ効果的・
効率的な実施を図
るとともに政策評
価の取組を促進
し、政策評価の質
の向上を図ること

　政策評価に関する基本計画は平成14年５月10日までに、事後評価に関する実施
計画は同年６月10日までに17府省すべてにおいて策定され、これらに基づき政策
評価を実施。評価時点において、評価法に基づく政策評価として約１万1,000件
が実施され､その評価結果については、政策への反映に努めるとともに、各府省
ホームページの活用等により逐次広く国民に公表されているところ

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
　政策評価の結果の予算等政策への
適切な反映といった課題等への対応
について検討する必要がある。

　政策評価各府省
連絡会議・担当官
会議の開催実績、
各府省の取組等に
関する情報の提供
状況

Ｐ －

14年度職員派遣
人数（開催数）

約12万件

申合せ後区　分

区　分

（7,135法人のうち、
　3,465法人）

　平成14年３月、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会の下に有
識者で構成する「公益法人会計基準検討会」を設置し、平成15年３月、広く一般
的に用いられている企業会計の手法を可能な限り導入し、公益法人のディスク
ロージャーを充実させるとともに、事業の効率性も分かりやすく表示すること、
寄付者等資金提供者に対する法人の受託責任を明らかにすること、公益法人の自
律的な運営の尊重の観点から外部報告目的の財務諸表を簡素化すること等を主な
内容とする「公益法人会計基準検討会報告書」を取りまとめ、上記幹事会に報告
した。

－

　公益法人地方講習会 約1,800人（９か所）

13年度職員派遣
人数（開催数）

８人（７か所）

約2,000人（８か所）

約150人（1回）

約180人（1回）

　都道府県公益法人事務
担当者ブロック会議 10人（７か所）

約150人（1回）

約180人（1回）　都道府県公益法人行政
主管課長会議

区　  分

　公益法人行政担当者研
修会

－

アクセス数

14年度

43.7％

48.6％

（7,619法人のうち、
3,332法人について実施）

平成13年
度

－ － 　平成14年度は、政策評価各府省担当官会議を４回開催し、情報提供又は意見交
換等を実施

平成15年
度

　国所管法人のホーム
ページ開設率

申合せ前

　国所管法人の立入検査
の実施状況

《機構定員》
　長引く景気低迷等の影響により、
極めて厳しい財務運営を迫られてい
る公益法人の財務運営に関する諸問
題について適切に対処していくた
め、機構定員要求を検討中

Ｐ －

39.9％

（7,641法人のうち、
　3,046法人）

14年度参加人数
（開催数）

－

約8.5万件

平成13年度参加人数
（開催数）

国所管法
人の立入
検査の実
施状況
100％

　各種申合せの実
施状況

Ｐ

Ｃ

（予算要求等への反映）
《拡大》
　政策評価制度を推進していく上
で、統一研修の高度化のための新た
な研修体系・研修カリキュラムの構
築、事前評価に関する評価手法等の

－ － 区　分 平成13年度

　公益法人行政に
従事する職員を対
象とした研修等の
開催状況

　公益法人デ－タ
ベ－スの利用状況

Ｐ －

（平成14年度予算額）
　68百万円
・評価法の円滑な施行の確
保、各府省の実施状況等の
的確な把握
・政府全体の政策評価の高
度化の推進
・政策評価に関する統一研
修の実施、研修内容の充実
等
・政策評価制度に関する共
通的、基礎的な情報の収
集、提供等
・国民に対する政策評価に
関する情報の所在情報の適
切な提供等
・国民に対する政策評価制

　受講者に対するアンケート調査の結果､研修全体の参考度については、受講者
の約９割が「とても参考になった」又は「参考になった」と回答。また、講義全
体の理解度については、受講者の約８割が「よく理解できた」又は「理解でき
た」と回答



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

　各府省（受講
者）のニーズを踏
まえた研修内容の
改善状況

Ｐ － － － 度に関する周知・広報活動
等の実施

　各方面のニーズ
を踏まえた情報収
集、提供等の実施
状況

Ｐ － － －

　クリアリング・
ハウス機能の整
備、運用状況

Ｐ － － －

　クリアリング・
ハウス機能の周知
を含めた広報活動
等の実績

Ｐ － － －

　政策評価の総合
窓口の利用実績

Ｐ － － －

イ－２ 　評価専担組
織として行う
政策評価の実
施

　前年度に受け
取った、勧告等に
対する関係府省の
その後の見直し・
改善措置状況

ＣＩ
(Ｐ)

－ － －

区分 概要 要旨 評価書等 計

合　　　計 1,722 2,107 2,096 5,925

（平均） （861） （702） （699） （1,975）

（平成14年度予算額）
　155百万円
・平成14年度行政評価等プ
ログラムの策定
・政策評価の実施・評価結
果に基づく意見通知等の実
施
・意見通知等に対する措置
状況の把握等
・平成15年度行政評価等プ
ログラムの策定に向けた検
討
・客観性担保評価活動の実
施

　政策評価の評価
書等に対するアク
セス件数

Ｐ － － － 公表後およそ１か月間のアクセス件数

（予算要求等への反映）
《継続》
　引き続き､評価専担組織として行う
政策評価の実施に必要な予算を確保
すべく要求を行う予定
《機構定員》
　適切な時期に評価書等の取りまと
め・公表を行うことと政策評価の質
を向上させるための取組が必要。そ
のためには、調査分析・取りまとめ
作業の効率化を図るとともに、必要
な体制の整備を含め所要の措置を講
ずることが必要なことから、機構定
員要求を検討中

・各府省の政策に
ついて、評価法に
基づき必要な政策
評価を実施し、各
府省の政策の見直
し・改善の推進を
図ること
・行政の透明性を
高め、政策に対す
る国民の理解を深
めること

Ｃ 　平成14年度に取りまとめ・公表を行った評価結果等は、いずれも通知からの期
間が短く、関係府省において具体的な見直し・改善措置を採るには十分な時間的
余裕がないため、現時点で見直し・改善状況を把握しようとしても、有用な情報
を得ることは困難
　この点については、閣議や国会の場において、関係大臣より、本評価結果の関
係政策への反映について、積極的に取り組んでいく旨の発言もあったこと等を踏
まえると、今後、当省による評価結果等を踏まえ、関係府省において政策の見直
し・改善が期待できる。

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・各府省における政策の見直し・改
善措置状況の把握
・着手した政策評価テーマ等につい
ての精力的な取組及び適期のアウト
プット
・政策評価の質の向上

　総務省ホームページの「政策評価の総合窓口」（平成14年４月１日から15年４
月６日までの実績）のアクセス件数：53,038件

調査研究の推進、政策評価に関する
周知・広報の推進のための所要の予
算措置を検討中
《継続》
　引き続き、政策評価制度の着実な
推進を図っていくための必要な予算
を確保するための要求を行う予定
《機構定員》
・各府省における政策評価の適切な
実施と当該政策評価の結果の予算等
政策への反映の推進を図るため、必
要な体制の整備を含め、所要の措置
を講ずる必要があることから、機構
定員要求を検討中
・各府省における政策評価の質の向
上を図るため、必要な体制の整備を
含め、所要の措置を講ずる必要があ
ることから、機構定員要求を検討中　政策評価情報を入手しようとする国民の利便を図るため、平成14年８月に本省

行政評価局等に開設した「政策評価情報の所在案内窓口」などについて広報誌を
活用したＰＲを実施。また、政策評価に関する説明責任の徹底等を図るため、政
策評価制度と国民との関係を分かりやすく説明した広報用パンフレットを作成し
配布したほか、地方公共団体、有識者等との懇談会等の場を活用した広報を実施

　平成13年度の統一研修のアンケート調査結果を踏まえ、14年度の統一研修で
は、政策評価に関する最新情報等参考となる事例紹介を講義に取り入れるなど研
修内容を改善

　平成14年度は、主に事前評価手法の一環として、米国、英国、欧州連合（Ｅ
Ｕ）等における経済分析手法（費用・便益分析等）及びその関連事項について情
報を収集し、各府省、有識者等に提供

　政策評価に関する最新の情報を国民に提供するため、政策評価に関するクリア
リング・ハウス機能の整備を進めるとともに、総務省ホームページの「政策評価
の総合窓口」（平成14年２月開設）から各府省のホームページに掲載された最新
政策評価情報にアクセスできるよう随時ホームページのメンテナンスを実施



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

（予算要求等への反映）
《継続》
　引き続き､行政評価・監視の実施に
必要な予算を確保すべく要求を行う
予定

改善検討中
事項数

改善困難
事項数 改善事項数

回　　答 268
（10.7％） ０ 2,247

（89.3％）

そ の 後 185
（10.5％）

１
（0.1％）

1,571
（89.4％）

Ｃ

区　　分 苦情要望事案 照会事案 地方公共団体
の事務

民事事案 合計(A)

処理件数(B) 14,558 42,507 48,187 81,924 187,176

割合(B/A) 7.8％ 22.7％ 25.7％ 43.8％ 100％

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　苦情要望事案約１万5,000件について、関係行政機関等にあっせんなどをした
結果、必要な解決が図られるとともに、行政運営の改善が図られている。

1,757
（100％）

　苦情あっせん等
による解決状況

ＣＩ
(Ｐ)

－ － － 　平成14年度相談処理件数　　　　　　            　　　　　　（単位：件）

－

区　　分 指摘事項数

2,515
（100％）

　改善事項数の割
合

ＣＭ
(Ｐ)

－ －

○規制行政に関する調査－資格制度等
－（平成12年９月25日勧告）

○受験資格としての学歴要件の緩和
（平成14年４月、税理士法改正）

○電波行政評価・監視（平成12年７月
28日勧告）

○無線従事者国家試験の認定学校制度
に関し、免除の対象とならない試験科
目に該当する授業科目の履修を不要化

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

（平成14年度予算額）
　179百万円
・行政評価等プログラムの
策定
・行政評価等プログラムに
基づき、重点的かつ計画的
に10件の行政評価・監視調
査に着手
・既に着手していた行政評
価・監視の結果に基づき、
12件の勧告等を実施
・既に実施した勧告等の
「回答」14件、「その後の
改善措置状況」17件を受領

○郵政事業に関する行政評価・監視
－郵政事業の効率化・合理化、郵政三
事業の事業別計理等－（平成14年１月
11日勧告）

○多額の赤字を計上している新超特急
郵便及び新特急郵便の廃止
（平成15年４月）

○高齢者雇用対策に関する行政評価・
監視（平成14年３月８日勧告）

○継続雇用制度奨励金についての支給
単価切り下げ（平成14年４月）

○船員行政評価・監視
（平成12年４月27日勧告）

○船員職業安定所の廃止（平成14年７
月）、船員職業安定所の専任者の削減
（平成13年度末87人→14年７月44人）

○自動車の検査・登録及び整備に関す
る行政評価・監視（平成13年８月10日
勧告）

○独立行政法人化に伴う業務及び要員
の独立行政法人への移行を踏まえた陸
運支局の業務体制の減量、効率化（陸
運支局次長の廃止（12人）、専任自動
車検査官の廃止（29人））（平成14年
７月）
○検査・登録担当職員の配置の適正化
（平成14年度）

－ － 行政評価・監視名 改善実績イ－３ 　行政評価・
監視の実施

　各行政機関の業
務の実施状況につ
いて、必要な行政
評価・監視（政策
評価を除く。）を
行うことにより、
行政運営の改善を
図ること

Ｃ 　勧告等に基づく
関係府省の具体的
な見直し・改善状
況

ＣＩ
(Ｐ)

－

（予算要求等への反映）
《継続》
　引き続き､行政相談委員に対する支

(平成14年度予算額）
  571百万円
・定例相談所、巡回相談所
及び行政相談懇談会の開催
・総合行政相談所の常設
・一日合同行政相談所の開
催
・「お手紙でどうぞ　行政
困りごと相談」の実施

イ－４ 　行政相談の
実施

　国の行政に関す
る苦情を広く受け
付け、必要なあっ
せんを行い、その
適切な解決の促進
を図るとともに、
これを行政の制度
及び運営の改善に
反映させること



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

　行政相談委員意
見が反映された行
政運営の改善状況

ＣＩ
(Ｐ)

－ － － 援を充実させ活動基盤の強化を図るな
ど､行施相談の実施に必要な予算を確
保すべく要求を行う予定

平成12年度 13年度 14年度

89％ 90％ 90％

区分 平成８年度 ９年度
～12年度 13年度 14年度

事　業　数 ８ 各９ 10 10

事 業 回 数 14 各15 17 17

事業参加者数
（人） 約1,400 各約1,500 約1,600 約1,600

　各種人事交流状
況

Ｐ － － －

　人材情報データ
ベースの整備・運
用状況

Ｐ － － －

　各府省における
人材情報データ
ベースの検索件数

Ｐ － － －

ウ－２ 　国家公務員
の高齢対策と
再就職の適正
化

Ｃ 　国家公務員高齢
者雇用推進に関す
る方針の推進状況

Ｐ － － －

（予算要求等への反映）
《継続》
・引き続き､人材バンクの本格導入に

・高齢者雇用の推進
・退職後の生活設計等に対
する支援の充実
・人材バンクの本格導入に
向けた検討（平成14年度予
算額：13百万円）
・再就職状況の公表等

　各府省の担当者
等に対する講習会
の開催状況

Ｐ － － － 　退職準備プログラムや生涯生活設計プログラムの円滑な実施を推進するため、
各府省の担当者に対して講習会を４回開催するとともに、高齢期にある職員に対
してセミナーを開催

・高齢者雇用の推
進
・退職後の生活設
計等に対する支援
の充実
・再就職の公正
性・透明性の確保

　「国家公務員高齢者雇用推進に関する方針」に沿って、国家公務員高齢者雇用
推進専門部会を開催することなどにより、必要な情報交換等を実施
　各府省においては、これらを踏まえて、職員等への再任用制度の周知、業務運
営等の見直し等を実施

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　事業実施直後に
おけるアンケート
結果

ＣＭ 満足度
100％

－

－ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・公務員制度改革の動向を踏まえ､民
間企業の従業員としての地位を有し
たまま公務員への採用を可能とする
官民人事交流法の改正
・官民人事交流に関する基本方針、
府省間交流基準の見直し等の検討

・啓発に係る機会の提供
（平成14年度予算額：41.8
百万円）
・人事交流（官民間、府省
間、国・地方間）の推進
（人材情報データベースの
運用（平成14年度予算額：
17百万円））

平成18年
度

　平成14年度官民幹部合同セミナー受講者によるアンケート調査結果：
満足　約90％

（予算要求等への反映）
《継続》
・啓発事業については、引き続き､こ
れを実施するとともに、参加者の
ニーズ等を踏まえ､必要な内容の見直
しを行うための所要の予算要求を行
う予定
・人材情報データベースについて
は、的確に整備・運用していくため
の所要の予算要求を行う予定
《機構定員》
　啓発事業のより一層の改善が必要
なことから、機構定員要求を検討中

　平成14年８月15日現在における各種人事交流状況
・民間から国への職員の受入数　：502人
・国から地方公共団体への出向者：1,612人
・地方公共団体から国への出向者：1,642人
・各府省間（他府省へ）の出向者：2,175人

　人材情報データベースについては、平成14年度において、各府省から提出され
た資料を基に、約1,300人分について、人事異動及び退職等によるデータの追
加、更新及び削除を随時実施し、データの整備を図った。

　各府省における検索件数は、平成14年度の四半期平均で302件

　事業参加者数等
の経年推移

Ｐ － －ウ－１ 　公務におけ
る多様な人材
の確保と活用

・職員の能力開
発・啓発
・人事交流による
幅広い人材の確保
の推進

Ｃ

　平成14年度に提出された委員意見は267件
平成14年度において、委員意見が反映され必要な行政運営の改善が図られた主な
事例は、「航空運賃における身体障害者割引の適用範囲の拡大」、「社会保険事
務所におけるコンピューター稼働時間の延長」、「政府広報誌における問い合わ
せ先の記載」、「簡易郵便局における電信為替の取扱いの実施」

　処理に要した期
間が１か月以内で
あった苦情等の割
合

Ｐ － － －

区　　分

　処理に要した期間が１
か月以内であった苦情等
の割合



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

　各府省における
退職準備プログラ
ム等の導入状況

Ｐ － － －

　人材バンクの円
滑な導入に向けて
の必要な見直しの
状況

Ｐ － － －

　再就職状況の公
表状況等

Ｐ － － －

ウ－３ 　国家公務員
給与の適正な
改定

　人事院勧告制度
尊重の基本方針の
下での給与の適正
な改定

　人事院勧告の取
扱方針の決定

Ｐ － － －

(参考となる指標)
　権限委譲等に関
する検討状況

Ｐ － － －

(参考となる指標)
　合併後の市町村
数

Ｐ － － －

（予算要求等への反映）
《継続》
　市町村合併推進体制整備費補助金
の所要の予算額確保

・地方分権の推進について
の動き
・市町村合併の推進
（平成14年度予算：49.95
億円）
・地方行革の推進
・今後の地方自治制度の在
り方の検討

・地方税財源の充実確保

　3,218（平成14年４月１日現在）

(参考となる指標)
　今後の地方自治
制度のあり方の検
討について

Ｐ － － － ＜第27次地方制度調査会審議事項
（第３回総会（平成14年７月１日）において決定）＞
第１　基礎的自治体のあり方について
　　　基礎的自治体一般論について等
第２　大都市のあり方について
　　　大都市と都道府県の関係について等
第３　都道府県のあり方について
　　　再編のあり方について等
第４　地方税財政のあり方について
　　　地方分権時代にふさわしい税財政基盤の確立について等
第５　その他の課題について
　　　住民との協働その他

　地方分権の
推進

・国・地方の対等
協力関係の確立
・「地方にできる
ことは地方に委ね
る」こと。

Ｃ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題もあ
り、取組の改善・新たな対策の検討
が必要
（課題等）
・新しい地方自治制度のあり方や地
方税財源の充実
・地方財政運営の自立性を高める方
向での国の地方税制の見直し

Ｐ 　平成14年度においては、８月８日に人事院から勧告を受け、給与関係閣僚会議
で慎重に検討した結果、勧告どおり給与改定を行うこととし、９月27日の閣議に
おいて同旨の給与改定の取扱方針を決定

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

・給与関係閣僚会議の開
催、人事院勧告の取扱方針
の決定
・給与法改正法案の作成及
び国会提出　給与法改正法の

成立
Ｐ － － － 　給与改定の取扱方針決定後は、平成14年10月18日に給与法改正法案を閣議決定

し、第155回国会に提出
　同法案は、11月15日に原案どおり成立し、同月22日に公布、12月１日から施行

・平成14年12月、各府省の課長・企画官相当職以上の退職者の再就職状況を公表
（第３回）
・平成15年３月、独立行政法人等の役員に就いている退職公務員等の状況を公表
（第１回）

向けて、試行人材バンクの着実な運
用を通じた機能等の必要な見直し・
拡充を図る必要があることから、所
要の予算要求を行う予定
・国家公務員の高齢対策と再就職の
適正化の円滑な推進に向けた所要の
調査・研究を実施する必要があるこ
とから、所要の予算要求を行う予定

・退職準備プログラムについては、すべての府省が実施
・生涯生活設計プログラムについては、12府省が実施

　人材バンクの本格導入に向けて、試行人材バンクの運用を通じた人材情報等に
関する検討を行い、利用企業等の求人登録事務に係る負担軽減措置等の必要な見
直しを実施

エ－１ ・地方分権の推進についての動き(平成14年度)
・６月17日 地方分権改革推進会議中間報告
～12月24日「国と地方に係る経済財政運営と構造改革に関する基本方針」を閣議
口頭報告



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

区　分 都道府県 政令指定
都　市 市区町村

策定済み 47団体
（100％）

12団体
（100％）

3,227団体
（99.8％）

(参考となる指標)
　合併協議会等の
設置数

Ｐ － － －

(参考となる指標)
　人口規模別市町
村数

Ｐ － － －

Ｐ － － －

区分 見直し
公表済み 未公表 14年度中

予　定 その他

都道府県 47団体
（100％） － － －

政令指定都
市

12団体
（100％） － － －

市区町村 2,119団体
（65.5％）

154団体
（4.8％）

272団体
（8.4％）

689団体
（21.3％）

Ｐ － － －

区分 定員管理 組織機構 補助金等

都道府県 47団体
（100％）

13団体
（27.7％）

９団体
（19.1％）

政令指定都
市

12団体
（100％）

5団体
（41.7％）

２団体
（16.7％）

市区町村 1,694団体
（52.4％）

451団体
（13.9％）

432団体
（13.4％）

平成14年３月現在

(参考となる指標)
　行政改革大綱中
に掲げられた主な
数値目標の設定状
況

平成14年３月現在

－ 平成14年３月現在

※未制定団体は７市町村

　平成14年４月１日現在での、人口規模別の市町村数について、１千人未満から
100万人以上までの13段階に区分し、各段階ごとの団体数等について、表化して
いる。

(参考となる指標)
　行政改革大綱の
策定状況

Ｐ 各地方公
共団体に
おいて行
政改革大
綱を策定

－

(参考となる指標)
　地方行革指針通
知後の行革大綱の
見直し及び住民へ
の公表状況

　65（構成市町村数249）（平成14年４月１日現在）



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

－ － －
区分 条例制定 実施団体数

都道府県 47 47

政令指定都市 12 12

市町村 1,336 853

(平成14年12月1日現在)

－ － －

 平成13年12月
 １日現在

15年１月
１日現在

13年12月
１日現在

15年１月
１日現在

都道府県 15 31 ５ 15

市町村 ３ ４ ２ ２

(平成12年７月１日施行)

－ － －
区分 条例制定 実施団体数

都道府県 25 ０

政令指定都市 １ ０

市町村 18 １

(平成15年１月１日現在)

区分

条例制定

・一般任期付採用
法の円滑な施行の
推進

(参考となる指標)
　一般任期付職員
法に係る条例制定
団体数

ＣＭ
(Ｐ)

－ － ・地方公務員制度の改革
・公務員共済年金の財政単
位の一元化
・地方公務員災害補償基金
の組織形態の見直し
・地方公共団体への助言等

・公益法人等派遣
法の円滑な施行の
推進

(参考となる指標)
　公益法人等派遣
法に係る条例制定
団体数

ＣＭ
(Ｐ)

（予算要求等への反映）
《機構定員》
・国家公務員制度改革の検討状況を
的確に把握するとともに、すべての
地方公共団体において円滑に制度を
移行させるためには、現状の体制で
は困難であることから、機構定員要
求を検討中
・公的年金制度の一元化の推進につ
いて、地共済法の抜本的な改正が必
要となること、さらに平成16年には
年金制度全体の抜本的改正が行われ
ることなどから、現状の体制では、
以上の抜本改正に対応することは困
難であることから、機構定員要求を
検討中

・任期付研究員制
度の活用の推進

(参考となる指標)
　任期付研究員法
に係る条例制定団
体数

ＣＭ
(Ｐ)

地方債計画の規模 16兆5,239億円 18兆4,845億円

オ－１ 　分権時代に
ふさわしい地
方公務員制度
の確立

・地方分権の進展
に伴う地方公共団
体の効率的かつ適
切な行政運営に資
するため、公務員
制度改革大綱（平
成13年12月25日閣
議決定）に基づ
き、地方公務員制
度を改革

Ｃ (参考となる指標)
　地方公務員法改
正案の提出

Ｐ －

(参考となる指標)
　地方財政計画の
規模及び地方債計
画の規模

－

区  分 平成14年度 15年度

地方財政計画の規模 87兆5,666億円 86兆2,107億円

－Ｐ －

　第156通常国会への提出に向け、検討中 ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・地方公務員法改正
・地方公務員等共済組合法改正

実施団体数



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

－ － －

都道府県

政令指定都市

市町村

(平成13年４月１日施行)

・地方公務員共済
年金制度と国家公
務員共済組合年金
制度の財政単位の
一元化

(参考となる指標)
　地共済と国共済
との財政調整方
式、保険料率の一
本化方式の検討状
況

Ｐ － － －

・特殊法人等整理
合理化計画（平成
13年12月19日閣議
決定)に基づく地方
公務員災害補償基
金の組織形態の見
直し

(参考となる指標)
　地方公務員災害
補償法改正法案の
提出

Ｐ － － －

Ｃ

区分 平成10年 11年 12年 13年 14年

職員数 3,249,494 3,232,158 3,204,297 3,171,532 3,144,323

対前年
増減数 -17,624 -17,336 -27,861 -32,765 -27,209

対前年
増減率 -0.5 -0.5 -0.9 -1 -0.9%

区分 平成12年度 13年度

県 47 47

政令市 12 12

市区町村 2,304 2,362

－ － －ＣＭ
(Ｐ)

※評価書では、平成７年から14年まで記載されているが、紙面の都合上、平成10
年から14年までの５か年のみ記載した。

０ ９

32 426

実施団体数

平成14年３月31日現在 15年３月31日現在

３ 43

・新たな再任用制
度の円滑な運用の
推進

(参考となる指標)
　再任用実施団体
数

ＣＭ
(Ｐ)

区分

　平成14年10月21日、地方公務員災害補償法の一部を改正する法律案を第155回
国会に提出・成立（平成14年12月６日公布）。目標を達成した。

(参考となる指標)
　地方公務員数の
推移（職員数）

ＣＭ
(Ｐ)

－

　「国共済と地共済の長期給付に係る財政単位の一元化について(たたき台)」を
とりまとめた。

オ－２ 　地方公共団
体における定
員管理及び地
方公務員給与
の適正化の推
進

・地方公共団体に
おける定員管理の
適正化の推進
・地方公務員給与
の適正化の推進

・地方公共団体における定
員管理の適正化計画の策定
状況や職員数の把握を調査
・地方公共団体に対するヒ
アリングや適正化のための
助言等
・平成14年４月１日現在の
「地方公共団体定員管理調
査結果」について報告書を
作成・公表
・地方公務員の給与の実態
について、地方公共団体に
対する適正化のための助言
等
・平成14年４月１日現在の
「地方公務員の給与の実
態」について報告書を作成

(参考となる指標)
　定員適正化計画
公表実施状況（団
体数）

－ － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき＜　全　団　体　＞（総　数）



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

増　減

13→14

都道府県 104.0 103.3 101.7 102.2 0.5

指定都市 106.1 104.4 103.7 103.4 △0.3

市 103.6 102.1 101.4 101.2 △0.2

町　村 96.5 96.1 96.1 96.0 △0.1

特別区 106.0 103.2 102.3 102.1 △0.2

全地方公共
団体平均 102.4 101.3 100.5 100.6 0.1

増　減

団体数
ｂ

構成比
（％）

団体数
ａ

構成比
（％） ａ－ｂ

策定済 875 26.6 982 29.9 107

未策定 2,419 73.4 2,305 70.1 △114

合計 3,294 100.0 3,287 100.0 △　７

区分 増減
ａ－ｂ

派遣団体数 ０

(参考となる指標)
　人材育成等アド
バイザーの派遣状
況

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

平成13年度
ａ

14年度
ｂ

11 11

※評価書では、昭和49年から平成14年まで8回の調査年の推移が記載されている
が、紙面の都合上、平成５年から14年までの４回の調査年と13年から14年の増減
についてのみ記載した。

オ－３ 　地方行政を
担う人材の育
成・確保

(参考となる指標)
　人材育成基本方
針の策定状況

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

区分

平成14年１月１日現在

(参考となる指標)
　団体区分別ラス
パイレス指数の推
移について（一般
行政職）

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

区　分 平成5.4.1 10.4.1 13.4.1 14.4.1

・地方公共団体に
おける総合的・効
果的な人材育成の
推進
・地方行政におけ
る男女共同参画の
推進を図るための
女性公務員の採
用、登用、職域拡
大等

・人材育成等アドバイザー
の派遣
・平成14年度から15年度に
かけて地方公務員の評価シ
ステムの在り方に関する調
査研究を実施
・人材育成基本方針の策定
を継続的に要請
・地方公共団体の女性職員
等からの採用・登用等の状
況について調査を行い、そ
の調査結果及び今後の取組
例について情報提供
・女性公務員の採用・登用
の拡大に努めるよう要請

Ｃ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

15年１月１日現在



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

平成11年 42,974

12年 46,636

－ － －

平成12年 124,596

13年 124,946

平成12年 512,813

13年 514,886

72,424 14.1

74,382 14.4

【係長級以上】
（単位：人、％）

区分 総　　数

うち女性の数 女性の割合

4,298 3.4

4,541 3.6

【課長級以上】
（単位：人、％）

区分 総　　数

うち女性の数 女性の割合

－
（単位：人、％）

区分 総　　数
うち女性の数 女性の割合

18,265 42.5

19,218 41.2

(参考となる指標)
　競争試験におけ
る女性の合格者数
の推移

ＣＭ － －

(参考となる指標)
　地方公務員（一
般行政職）の女性
管理職等の登用状
況

ＣＭ
(Ｐ)



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

平成12年 991,676

13年 983,849

（参考となる指
標）
　一般財源比率

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　地方債依存度

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　平成14年度末借
入金残高

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　財源不足額の発
生状況とその補て
ん内容

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　地方交付税の算
定簡素化の取組状
況

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　地方債計画の規
模

Ｐ － －

・地方財源の確保のため、
毎年度、地方財政計画及び
地方債計画を策定
・地方交付税については、
税収確保努力へのインセン
ティブ強化のための留保財
源率の引上げ等を行うた
め、平成15年３月に地方交
付税法の一部を改正

87兆5,666億円 86兆2,107億円

63.2％ 60.2％

18兆4,845億円
（予算要求等への反映）
《機構定員》
　「改革と展望」の期間における地
方財源の確保に関する重要課題に的
確に取り組むため、検討体制を強化
する必要があることから、機構定員
要求を検討中

平成15年度
・通常収支の補てん　：　13.4兆円程度
・恒久的な減税に伴う減収の補てん　：　3.2兆円程度
・平成15年度税制改正における先行減税に伴う減収の補てん　：　0.7兆円程度

平成15年度
引き続き補正係数の廃止、縮減、統合等の見直しを行っている。
・商工行政費（県分）において、密度補正（経営指導員にかかるもの）を廃止
・人口急増補正（県分）について、適用団体、増加需要額が僅少であることから
廃止

－

平成14年度 15年度

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題もあ
り、取組の改善・新たな対策の検討
が必要
（課題等）
・平成16年度以降について、新たな
財源措置スキームの下で地方財政計
画及び地方債計画を策定し、所要の
地方財源の確保を図るとともに、税
源移譲を含む国と地方の税源配分の
見直し等による地方税財源の充実確
保等の地方行財政基盤の拡充を図
る。
・地方公共団体の自主的・自立的な
財政運営を促す方向で地方交付税の
算定方法の見直しを進める。

14.4％ 17.5％

195兆円 199兆円

－

16兆5,239億円

（参考となる指
標）
　地方財政計画の
規模

Ｐ － －カ－１ 　地方財源の
確保等

　地方公共団体の
財政運営に支障が
生じないように所
要の地方財源の確
保を行うとともに
地方交付税の算定
を簡素化するこ
と。

Ｃ

239,798 24.2

237,084 24.1

【職員全体】
（単位：人、％）

区分 総　　数

うち女性の数 女性の割合



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

Ｃ

（参考となる指
標）
　平成15年度地方
税制改正について

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　国・地方の財源
配分

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　道府県税及び市
町村税の税収の構
成比

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　地方税収（地方
財政計画ベース）
の推移

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　歳入総額に占め
る地方税の割合の
推移

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　地方税収入の推
移

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　国民負担率の内
訳の国際比較

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　地方公共団体の
社会福祉系統経費
とその財源内訳の
推移

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

略

略

－

略

（予算要求等への反映）
《機構定員》
　法人事業税への外形標準課税の導
入や、金融・証券税制、納税者番号
制度に係る諸課題の検討等に伴う事
務処理体制の充実・強化が必要なこ
とから、機構定員要求を検討中

略

略

略

（参考となる指
標）
　平成15年度税制
改正による事項別
増減収見込額

Ｐ － －

　個人所得課税、法人税、消費税、相続税・贈与税、法人事業税（外形標準課
税）、固定資産税、土地税制、金融･証券税制の８つに大別して、配偶者特別控
除の廃止、特定扶養控除の廃止・縮減や法人事業税への外形標準課税の導入など
の税制改正のポイントを指摘

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題もあ
り、取組の改善・新たな対策の検討
が必要
（課題等）
・税源移譲を含む税源配分の見直し
・地方税における応益性の空洞化へ
の対応
・課税自主権の発揮等

・地方分権と地方税の充実
確保
・個別税目（法人事業税、
固定資産税、土地税制等）
の課題に対する施策・措置
（平成１５年度地方税制改
正）

  政府税制調査会や経済財政諮問会議、与党税制調査会等、各方面の様々な議論
を背景に、社会経済情勢の変化等の適切に対処すべく、法人事業税への外形標準
課税の導入、土地流通課税等の大幅な軽減、土地に係る固定資産税負担の調整措
置の維持等、所要の税制改正を行った。

略

略

Ｐ － － －キ－１ 　地方分権に
資する地方税
制の構築

・税源移譲を含め
た地方税源の充実
確保
・社会経済情勢の
変化等に適切に対
処した所要の税制
改正

（参考となる指
標）
　平成15年度にお
ける税制改革につ
いての答申



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

（参考となる指
標）
　所得・消費・資
産等の税収構成比
の推移

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　平成14年度分個
人市町村民税の納
税義務者の状況

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　個人住民税所得
割の納税義務者数

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　個人住民税所得
割の推移

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　人的控除の概要

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　所得税・個人住
民税の実効税率の
国際比較

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　給与収入階級別
の所得税・個人住
民税負担額の国際
比較

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　配偶者特別控除
（上乗せ部分）の
廃止による世帯別
の税負担額の変化

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　個人住民税均等
割の税率改正と収
入額等の推移

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　法人住民税法人
税割の税率の推移

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　法人事業税の外
形標準課税につい
て

Ｐ － － －

略

略

略

略

略

略

略

略

略

略

略



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

（参考となる指
標）
　法人所得課税の
実効税率の国際比
較

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　法人事業税の税
率改正の推移

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　非課税等特別措
置による減収額の
状況

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　付加価値税率
（標準税率）の国
際比較

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　固定資産税収等
と市町村歳出の推
移

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　固定資産税（宅
地）の税額算定の
流れ（イメージ）

Ｐ － － －

（参考となる指
標）
　商業地等の宅地
に係る負担水準の
状況

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

（参考となる指
標）
　地方分権一括法
による課税自主権
の尊重

Ｐ － － －

平成13年
４月１日

14年
４月１日

15年
４月１日

15年
５月26日

3,226市町村 3,218市町村 3,190市町村 3,186市町村

略

－ク－１ 　市町村合併
の推進

　平成12年12月閣
議決定の行政改革
大綱による自主的
な市町村合併を積
極的に推進

Ｃ 　合併後の市町村
数

Ｐ － －

略

略

略

略

略

略

略

・市町村合併支援シンポジ
ウムの開催（平成14年度予
算額：2.97億円）
・市町村合併アドバイザー
制度等を活用した啓発事業
を実施
・「市町村合併支援プラ
ン」の改定を行い、対象事
業を57項目から80項目に拡
充し、支援策を充実

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題もあ
り、取組の改善・新たな対策の検討
が必要
（課題等）
　現行の合併特例法が平成17年３月
31日で失効するため、さらなる市町
村合併推進のための新たな法律の整
備が必要



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

平成13年
４月１日

14年
４月１日

15年
４月１日

15年
５月26日

23
（　 85）

65
（　249）

296
（1,218）

315
（1,300）

ク－２

平成13年３
月 14年３月 13年３月 14年３月 13年３月 14年３月

47団体
（100％）

47団体
（100％）

12団体
（100％）

12団体
（100％）

3,226団体
（99.6％）

3,227団体
（99.8％）

　地方行革指針通
知後の行革大綱の
見直し及び住民へ
の公表状況

Ｐ － － －

　数値目標設定に
よる行政改革の取
組状況

Ｐ － － －

ク－３

平成13年３
月 14年３月 13年３月 14年３月 13年３月 14年３月

47団体
（100％）

47団体
（100％）

12団体
（100％）

12団体
（100％）

3,194団体
（98.6％）

3,205団体
（99.1％）

ＣＭ
(Ｐ)

未策定市
町村の条
例制定 都道府県 政令指定都市 市区町村

※未制定団体は平成14年３月現在で29団体（平成13年３月現在で44団体）

－ －　地方公共団
体の行政運営
における公正
の確保と透明
性の向上

　公正な行政手続
や情報公開に係る
住民の権利を制度
上確保

Ｃ 　行政手続条例の
制定状況

－ － － 　平成14年度の件数（71千件）と平成13年度の件数（77千件）を比較Ｐ

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　地方公共団体の行政改革
の自主的な取組みを促すた
め、事務次官通知や各種会
議等において行政改革大綱
の策定及び見直し、簡素で
効率的な行政体制の整備・
確立等地方行革の一層の推
進を要請するとともに、行
政評価システム等の新たな
行政手法の導入検討を促し
た。また、各地方公共団体
における行政改革大綱の見
直し状況を調査し、その結
果を総務省ホームページ等
において国民に幅広く公表
した。

都道府県 政令指定都市 市区町村

※未制定団体は平成14年３月現在で７市町村（平成13年３月現在で13市町村）

　平成14年３月と平成13年３月においての、都道府県、政令指定都市、市区町村
の取り組みについて、見直し公表済み、未公表、当年度中予定、その他、の項目
について比較

　平成14年３月と平成13年３月においての、都道府県、政令指定都市、市区町村
での、定員管理、組織機構、補助金等、の項目の数値目標の設定状況について比
較

Ｐ 各地方公
共団体に
おいて行
政改革大
綱を策定

－ －　地方行革の
推進

　各地方公共団体
において行政改革
大綱を作成し、そ
の内容の実現

Ｃ 　行政改革大綱の
策定状況

（予算要求等への反映）
《継続》
　今後合併の動きはさらに加速して
いくため、現行の合併特例法に基づ
き、市町村合併推進体制整備費補助
金を確保するとともに、合併推進に
必要な調査・分析等を行う必要があ
る。
《機構定員》
・市町村合併協議にあたっての幅広
い分野の相談の急増に対処するため
の人員配置
・市町村合併特例法の運用について
の照会及び協議件数並びに市町村合
併特例法の施行に関する事務取扱件
数の急増への対処するための人員配
置

　人口規模別の市
町村数

ＣＭ
(Ｐ)

－ － － 　人口規模別の市町村数について、平成14年４月１日現在と平成15年４月１日現
在とで、1千人未満から100万人以上までの13段階に分類のうえ比較した。

　合併協議会等の
設置数

Ｐ － － －

法定協議会設置数（構成市町村数）

　地方行革関係
ホームページへの
アクセス件数

・合併重点支援地域におけ
る「合併特例事業」とし
て、特例地方債を充当し
（90％）、元利償還金の
50％を普通交付税措置
・都道府県が行う体制の整
備、住民の啓発等に対して
都道府県体制整備費補助金
を交付
・法定協議会を構成する市
町村が実施する市町村の合
併の準備に係る事業に対し
ては合併準備補助金を交付
・合併市町村が市町村建設
計画に基づいて行う事業に
要する経費に対しては合併
市町村補助金を交付（平成
14年度予算額：49.95億
円）

　地方公共団体の行政手続
条例及び情報公開条例の制
定状況を調査し、事務次官
通知や各種会議等において
必要な助言及び情報提供を
行うことにより、未だ条例
を制定していない地方公共
団体に対して制定を促して
いる。

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

－ －

平成13年４
月 14年４月 13年４月 14年４月 13年４月 14年４月

47団体
（100％）

47団体
（100％）

12団体
（100％）

12団体
（100％）

2,131団体
（65.6％）

2,622団体
（80.9％）

区分

循環型社会
形成事業

地域資源活
用促進事業

ケ－２ Ｃ 　補助事業により
整備した定住促進
団地の整備戸数

Ｐ － － － ・過疎地域の自立促進、活
性化を図るため、補助事業
を実施（平成14年度予算
額：8.1億円）
・過疎地域における集落の
強化に関する調査を実施
し、参考となる各地の取組
事例を紹介するとともに、
集落の現状や課題の把握・
分析を行うためのガイド
ブックを取りまとめ、各都
道府県及び過疎地域に配布
するなど、
・過疎地域の自立促進・活
性化に資するための調査研
究業務を実施（予算額：
1.2億円）
・過疎対策の現況の公表
・各種会議の開催により、
各市町村及び各都道府県の
過疎地域自立促進計画に基
づく施策の円滑な推進を
図った。
（予算額：７百万円）

　補助事業により
整備した交流施設
の利用者数

ＣＭ
(Ｐ)

－ － － 　平成14年度において、補助事業により整備した交流施設が11か所完成（供用開
始は平成15年４月以降）。既に整備されている６施設について、総務省過疎対策
室が平成11年度から13年度おける利用状況等について現地調査を実施。したとこ
ろ、当該市町村の人口を大きく上回る利用実績も見られる。

（予算要求等への反映）
《継続》
　過疎団体において自主的な過疎対
策の取組みを実施することができる
よう、過疎地域の活性化、自立促進
に向けた支援をしていくため、補助
金等所要の予算の確保を検討中

　過疎地域の
自立促進

　過疎地域自立促
進特別措置法の目
的である過疎地域
の自立促進・活性
化を図ること。

　定住促進団地の整備が「過疎地域自立促進計画」に基づいて着実に進められて
いる。（補助事業により整備した定住促進団地の完成戸数と予算額の平成12年度
から14年度の３か年度の推移について比較により把握）

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性等が
認められ、これまでの取組を継続す
べき

　政府の重点７分野にそっ
た事業について、「地方が
自ら考え、地方が自ら行
う」場合に、当該地方公共
団体から「地域活性化事
業」の申請があったものに
対し、総務省として財政的
な支援を実施

105団体 120事業

少子高齢化
対策事業

95団体 107事業

30団体 27事業

－
団体数 事業数

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　地方活性化事業
を行った地方公共
団体数

Ｐ － －ケ－１ 　地方公共団
体の地域づく
りの支援

　地方公共団体に
おいて、地域の活
性化に向けた自主
的・主体的な地域
づくりにつながる
基盤整備事業の展
開

Ｃ

政令指定都市 市区町村

　情報公開条例の
制定状況

ＣＭ
(Ｐ)

未策定市
町村の条
例制定 都道府県

※未制定団体は平成14年４月現在で619団体（平成13年３月現在で1,118団体）



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

ケ－３ 　地方公共団
体の国際化施
策の推進

　地方公共団体に
おける国際交流・
国際協力の積極的
な展開

　外国青年の招致
人数、招致国数、
招致団体数、参加
者数累計

Ｐ 延べ
47,000人
程度

－ 平成18年
度末

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　自治体職員協力
交流事業の受入研
修員数累計

Ｐ 延べ
800人
程度

－ 平成18年
度末

　自治体国際協力
専門家派遣事業の
専門家派遣数累計

Ｐ 延べ
45人
程度

－ 平成18年
度末

ケ－４ 　地方自治分
野における国
際交流・国際
協力

　相手国との地方
自治分野における
交流・協力関係の
強化

Ｃ 　各種セミナーの
実施件数、参加者
数

Ｐ － － － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

ケ－５
平成12年度

末 13年度末 14年度末

15 45 72

　ＰＦＩ事業実施
地方公共団体数
（累計）

Ｐ － － －

15 46 61

コ－１

年度 平成13年度 14年度

完了割合 0.82 0.81

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　公債費負担の重い市町村
が、真に必要かつ効果的な
事業については実施しなが
ら計画的に公債費負担を軽
減できるよう、自主的に公
債費負担適正化計画を策定
し、公債費負担の適正化に
取り組む市町村に対して財
政上の支援措置を実施

（当該年度に実際に完了した団体数／当該年度の完了予定団体数）

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・地方自治法改正
・地方公共団体に対し、ＰFIの積極
的な活用への協力を依頼
・地方公共団体に対し、ＰＦＩに関
する専門的な知識の普及啓発を行
う。

・「地方公共団体における
ＰＦＩ事業について」の改
正について（平成14年４月
１日付け総務事務次官通
知）を発出
・ＰＦＩ事業に係る地方財
政措置を実施
・財団法人地域総合整備財
団と連携し、ＰＦＩ普及・
啓発事業を実施

　地方公共団
体の公債費負
担の適正化

　公債費負担適正
化計画策定団体が
当該計画に基づき
起債制限比率を一
定水準以下に下げ
ること。

Ｃ 　公債負担適正化
計画の完了割合

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

　韓国・中国をはじめとする内政関係幹部の多数参加による各種セミナーを４回
（日韓内政関係者セミナー１回（約30人）、日中地方行政セミナー１回（約15
人）、トップマネージャーセミナー２回（招へい人数14人））実施

　地方公共団
体におけるＰ
ＦＩ事業の推
進

　地方公共団体に
おけるＰＦＩ事業
の円滑な実施

Ｃ 　地方公共団体に
おけるＰＦＩ事業
の実施件数（累
計）

Ｐ － － －

Ｃ 　招致人数6,273人（前年比83名増）、招致対象国38か国（前年比１か国減、新
規招致対象国１か国を含む）、招致団体数47都道府県及び2,243市町村（前年比
71団体増）、参加者数累計35,248人（平成14年度末）

・ＪＥＴプログラムの推進
（語学指導等を行う外国青
年招致事業）（平成14年度
地方財政計画：390億円程
度）
・自治体職員協力交流事業
の推進
・自治体国際協力専門家派
遣事業の推進

　アジア諸国を中心とした各国から80名の研修員を受入れ（受入研修員数延べ
540人（平成14年度末））

　自治体国際協力専門家派遣事業は、東南アジア諸国の要請に対して４名の自治
体職員（退職者を含む。）を派遣（専門家派遣数延べ28人（平成14年度末））

・日韓内政関係者セミナー
の開催（平成14年度予算
額：１百万円）
・日中地方行政関係者セミ
ナーへの参加（平成14年度
予算額：２百万円）
・トップマネージャーセミ
ナーの開催



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

平成11年３
月
31日現在

12年３月
31日現在

13年３月
31日現在

14年３月
31日現在

15年３月
31日現在

7,852 7,703 7,534 7,391 7,241

平成10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

98.5％ 98.0％ 98.0％ 97.5％ 97.5％

コ－３

区分 増減

全土地開発
公社 △0.1％

全経営
健全化公社 △6.0％

コ－４ Ｃ

区分 Ｈ13．４．１ Ｈ14．４．１ Ｈ15．４．１

都道府県 34.3％ 37.3％ 48.1％

政令市 31.8％ 32.9％ 35.0％

市町村 6.4％ 7.5％ 11.2％

Ｐ － － －　地方公営企
業の経営改善

　地方公営企業の
経営健全化・透明
性の向上の進展

　中長期的な経営
計画の策定状況率

５年以上保有土地

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　土地開発公社経営健全化
対策に基づき土地開発公社
の経営の健全化に取り組む
団体に対し、再取得を促進
するための公共用地先行取
得等事業債の弾力運用や特
別交付税措置等の支援措置
を実施

平成13年度末 12年度末

４兆1,136億円 ４兆1,180億円

8,461億円 8,998億円

ＣＭ
(Ｐ)

約6,500
億円の
減少

平成11年
度末

平成17年
度

　土地開発公
社の健全化の
推進

　土地開発公社の
長期保有土地の解
消

Ｃ 　全経営健全化公
社が５年以上保有
する土地簿価総額

－ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　辺地地域における公共施
設の整備のため、辺地対策
事業債の起債及び当該元利
償還金の地方交付税の基準
財政需要額への算入を認
め、地方債計画に沿って起
債許可に同意

　年度前半におけ
る辺地対策事業債
配分率の推移

ＣＭ
(Ｐ)

各年度上
半期中の
辺地対策
事業債の
配分率
（地方債
計画額の
97％以
上、毎年
度）

－ 毎年度

　辺地地域数の推
移

ＣＭ
(Ｐ)

－ －コ－２ 　辺地に係る
財政上の特別
措置の実施

　平成11年度末に
おいて、7,703か所
ある辺地地域数の
減少

Ｃ

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・中長期的な計画策定、積極的な情
報提供の推進
・事業統合による広域化、法適化の
必要性の周知徹底
・地方独立行政法人制度等の新たな
公共サービス提供手段の整備・活用

○中長期的な経営計画策定
率及び情報提供実施率
・実態把握調査を行い、調
査結果について情報を提供
・各種会議において、取組
の進捗状況について情報を
提供し、更なる取組につい
て要請

○地方公営企業法を適用す
る事業数の増加（簡水・下
水）
・「簡易水道事業法適化マ
ニュアル」の作成及び「簡
易水道事業・下水道事業に
おける法適化事例集」（H
１３作成）について、改め
て周知
・各種会議において、法適
用の推進について要請



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

区分 Ｈ13．４．１ Ｈ14．４．１ Ｈ15．４．１

都道府県 31.5％ 38.0％ 46.5％

政令市 36.4％ 37.1％ 37.9％

市町村 9.8％ 11.3％ 14.7％

平成12年度
（Ｈ13.3.31）

13年度
（Ｈ14.3.31）

14年度
（Ｈ15.3.31）

法適用
事業数 34 53 59

法非適用
事業数 1,636 1,616 1,611

総事業数
1,670 1,669 1,670

法適用
事業率 2.0％ 3.2％ 3.5％

対12年度
との比較 1.0 1.6 1.7

法適用
事業数

130 150 168

法非適用
事業数

4,539 4,647 4,749

総事業数

4,669 4,797 4,917

法適用
事業率

2.8％ 3.1％ 3.4％

対12年度
との比較

1.0 1.2 1.3

区　　分

簡易水道事
業数の推移

下水道事業
数の推移

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －　積極的な情報提
供の実施状況率

　法適用事業数
（簡水、下水）

（予算要求等への反映）
《継続》
　地方公営企業の計画的な運営等の
促進や資本費負担軽減のための取組
の支援等を通じ、地方公営企業の経
営健全化の更なる促進を図るため、
所要の予算措置を検討中



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

コ－５ 　地方団体の条
例・要綱等によ
り、情報公開が規
定されている法人
の割合

ＣＭ
(Ｐ)

－ － － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　点検評価体制整
備率

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

サ－１ Ｃ 　電気通信事業者
の設備投資見込
額、認定事業者の
投資実績額

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

区　分 年  度 平成12年度 13年度 　14年度

融資件数 12 13 12

融資額
(億円) 294.85 775.96 1,126.18

融資件数 ０ １ ０

融資額
(億円) ０ 0.15 0

認定事業者
実績 事業者数 30（２） 37(37) 41（４）

平成12年度末 13年度末 14年度末

全エリア 61％ 77％ 89％

主要エリア 94％ 95％ 97％

全エリア 40％ 54％ 73％

主要エリア 72％ 77％ 85％

22％ 38％ 49％

43％ 59％ 72％

・「第三セクター等の状況
に関する調査」を実施
・「地方公営企業経営アド
バイザー派遣事業」に、平
成15年度より対象に第三セ
クターを追加

　平成12年度 　5.9％　　　　13年度　11.6％　　　　14年度　14.8％

　高速・超高
速ネットワー
クインフラ整
備

　国民が高速・超
高速ネットワーク
インフラを利用で
き、低廉かつ多様
なサービスの享受

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善･新たな対策の検討が必要
（課題等）
・更に活用されるように一層の周
知・啓発を行う。
・民間でリスクの大きい高速・超高
速インターネットの普及に向けた技
術開発に積極的に取り組む

　融資金額、融資
件数、認定事業者
数

Ｐ

　地方公共団
体が行う第三
セクターの経
営改善

　第三セクターの
情報公開、点検評
価体制整備等の進
展

Ｃ

　平成12年度　21.9％　　　　13年度　38.7％　　　　14年度　45.8％

第一種電気通
信事業用通信
システム整備
事業の実績

－ － －

第二種電気通
信事業用通信
システム整備
事業の実績

　都市規模別光
ファイバ網の集線
点光化率

ＣＭ －
カバー率

政令指定都市及び
県庁所在地級都市

人口10万人
以上の都市等

そ　　の　　他

－ －

区　　　分

・平成１４年度における電気通信事業者の設備投資見込額：２兆８，８２３億円
（対前年度実績額比４％減）
・平成１４年度における認定事業者の投資実績額：５，０２３億円（対前年度実
績額比１１％増）

全　　　 　 国

（予算要求等への反映）
《拡大》
・超高速ネットワークインフラの整備に
当たっては、光ファイバとのベストミック
スを図るべき。特に、光無線は、光ファ
イバとの同等の超高速通信のポテン
シャルを有しており、その実現のための
技術開発が求められているところであ
り、所要の予算措置を検討中(※1)
《継続》
・過疎地域等の条件不利地域の地方公
共団体による加入者系光ファイバ網の
整備に対する支援措置について、所要
の予算措置を検討中

(  )内は新たに認定を受けた事業者数

・第一種電気通信事業用通
信システム整備事業
・第二種電気通信事業用通
信システム整備事業
・認定事業者が光ファイバ
等の施設整備を行う際、超
低利融資制度、法人税の特
別償却及び固定資産税の課
税標準の圧縮による税制優
遇により支援
・加入者系光ファイバ網整
備事業(平成14年度予算
額：10億円)



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

（単位：万人）

平成12年度 13年度 14年度

ＦＴＴＨ 0.02（１） 2.6（６） 30.5（11）

ＤＳＬ 7.1（30） 237.9（47） 702.3（44）

ケーブルイ
ンターネッ
ト

78.4
（201）

145.6
（252）

206.9
（282）

ＩＳＰ （5,612） （6,741） （7,527）

サ－２
区　　分 平成13年度末 14年度末 備　　考

ＩＰｖ６対
応サービス
提供事業者
数

３社 ５社

この他に試
験サービス
を実施して
いる事業者
等もある
が、商用
サービスを
提供してい
るもののみ
を掲載

区　　分 2000年３月 2001年３月 2002年３月 2003年３月

日　　本 ５ 14 31 53

【国税分】

事業者数

３

【地方税分】

事業者数

５

　国際会議等への
出席状況

Ｐ － － －

－

対象設備数

高速・超高
速インター
ネット加入
者数等実績

( )内はサービス提供事業者数(社)

－

区　　分

ＣＭ － －

－ －ＣＭ

　事業者数（ＦＴ
ＴＨ、ＤＳＬ、
ケーブルインター
ネット、ＩＳＰ）

ＣＭ

　高速・超高速イ
ンターネット加入
者数

－ －

－　ＩＰｖ６ネット
ワークへの速やか
な移行を促進する
ことにより、国民
の多くが次世代イ
ンターネットプロ
トコルによるサー
ビスの享受

Ｃ 　ＩＰｖ６対応
サービス提供事業
者数

　ＩＰｖ６アドレ
ス国内割当組織数

　ＩＰｖ６支援税
制認定事業者数、
対象設備数等

－

64 4,269

13 99.3

対象設備数 取得額（百万円）

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性等に課題があり、取組の改善・
新たな対策の検討が必要
（課題等）
　移行期におけるＩＰｖ４とＩＰｖ
６の混在環境に対応するための移行
技術の検証、セキュリティ仕様の確
立など

・インターネット基盤全体
のＩＰｖ６への円滑な移行
を実現するための技術的課
題を克服し、移行モデルを
策定するための実証実験等
を実施する予定（平成15年
度予算額：20億円）
・平成14年度には、教育、
地方行政等の分野にＩＰｖ
６を活用したシステムの構
築等を行い、各分野におけ
るＩＰｖ６の有効性を検証
するための実証実験に必要
な環境を整備したところで
あり、平成15年度には、引
き続き実証実験等を実施す
る予定（平成14年度予算
額：24.6億円、平成15年度
予算額：7.5億円）
・電気通信事業者がＩＰｖ
６対応ルーターを導入する
際に、税制優遇措置、無利
子・低利融資制度による支
援（平成１５年度からは、
国税について、ＩＰｖ６対
応機器を含むＩＴ投資促進
税制が創設され、従来の事
業者支援税制から広く一般
企業にも税制特例が拡充適
用）

ＣＭ

　ＩＰｖ６の
普及促進

－

Ｐ

－ －

－ －

平成14年度のＩＣＡＮＮ等への出席状況等
・平成14年６月　　　　 ＩＣＡＮＮブカレスト会合
・平成14年10月　　　　 ＩＣＡＮＮ上海会合
・平成15年２月　　　　 ＩＰｖ６サミットｉｎＡＰ（台湾）
・平成15年３月　　　　 ＩＥＴＦｉｎサンフランシスコ
・平成15年３月　　　　 ＩＣＡＮＮリオ・デ・ジャネイロ会合

（予算要求等への反映）
《廃止》
　教育･地方行政等分野におけるＩＰ
ｖ６の有効性の検証のための実証実
験等に係る業務については、平成15
年度までに一定の成果が得られる見
込みであり、主な役割を終えること
から、廃止を含めた抜本的な見直し
が必要
《継続》
　インターネット基盤全体のＩＰｖ
６への円滑な移行を実現するための
実証実験等に係る業務について、引
き続き所要の予算措置を検討中

（平成14年度分）

取得額（百万円）



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

サ－３

区　分 平成10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

交付決定額 776,434 2,486,808 20,472,100 25,409,952 20,838,145

実施事業数 ７ 19 252 252 200

うち
連携主体の
事業数

－ － 15 28 39

接続施設数 42 188 6,634 8,847 8,228

　アクセス数 Ｐ － － －

　地域公共ネット
ワークの全国の整
備率

ＣＭ
(Ｐ)

100％ － 平成17年
度

区　分 平成10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

交付決定額 437,242 781,511 462,214 272,206 94,363

実施事業数 ２ ２ ６ ３ ２

　展示・研修・交
流施設の利用者数

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

区　分 平成10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

地域指定数 180 182 189 203 211

システム
稼動数※ 557 637 715 787 845

平成11年度 12年度 13年度 14年度

事業認定数 17 17 17 17

　利用状況
（テナント入
居率）

－ 78.3％ 81.3％ －

　平成14年度の施設の利用者数は、１事業あたり１日あたり486人

　民間による情報
通信基盤整備の支
援（指定地域数、
システム稼働数、
事業認定数）

Ｐ － － －
　　テレトピアの指定地域数、システム稼動数の年度別推移（累計数）

　民間による情報
通信基盤整備の支
援（利用状況）

ＣＭ
(Ｐ)

　地域におけ
る情報化の推
進

　教育、福祉等の
住民サービスの向
上、行政の効率
化、情報格差の是
正、地域の活性化

Ｃ 　地域イントラ
ネット基盤施設整
備事業実施数、連
携する地方公共団
体数、接続施設数

－
　　交付決定事業数等予算年度別推移　　　（単位：千円、事業、施設）

・地域イントラネット基盤
施設整備事業等
（平成14年度当初予算額：
6,215百万円）
・マルチメディア街中にぎ
わい創出事業
（平成14年度予算額：150
百万円）
・テレトピア
・民活

※　交付決定額には、貸付決定額を含む。

　本事業実施前のホームページアクセス件数は人口１人あたり年間0.44件となっ
ているのに対し、平成13年度までに事業を完了し運用している団体の平成14年度
ホームページアクセス件数は人口１人あたり年間2.96件に増加

・平成14年７月　34.8％　　　　・平成15年４月１日現在で52.3％

※　テレトピア計画に掲げられた情報通信システムのうち既に稼動した数

　　　交付決定事業数等予算年度別推移　　　　（単位：千円、事業）

－

　マルチメディア
街中にぎわい創出
事業

Ｐ － －

民活

　　　事業認定数、利用状況の年度別推移（累計数）

区　　分

Ｐ

－－ －

－

－

（予算要求等への反映）
《拡大》
　地上デジタル放送を活用した行政
サービス提供の実現のため、個人認
証を含めた技術の実証等の取組を図
るため、所要の予算措置を検討中
《継続》
・２００５年度を目標とする地域公
共ネットワークの全国整備等の達成
に向け、引き続き所要の予算措置を
検討
・民間による情報通信基盤整備の支
援は、引き続き国が政策的に誘導す
ることが必要であり、財投、無利
子・低利融資の制度継続に向け検討
中
《機構定員》
　地域情報化の推進を図るため、必
要に応じ、各地域の実情に応じた推
進体制の整備について検討を進める
ため、機構定員要求を検討中

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題等も
あり、新たな対策の検討が必要
（課題等）
・インターネット未加入世帯やパソ
コン操作に馴染めない高齢者などに
対する行政サービスの提供
・地上デジタル放送のデータ放送や
双方向サービスの活用による行政
サービスの提供



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

サ－４ 区　分 平成11年度 12年度 13年度 14年度

沖縄に進出
した情報通
信関連企業
数（社）

26 44 62 81

沖縄に進出
した情報通
信関連企業
等による雇
用者数
（人）

2,942 3,811 4,246 4,440

区　分 平成12年度末 13年度末 14年度末

情報伝送容
量の総和

70
Ｇｂｐｓ

140
Ｇｂｐｓ

132
Ｇｂｐｓ

区　分 平成13年度末 14年度末

ＶＩＣＳ
サービス提
供済み都道
府県

37 47

－ － －

・「沖縄国際情報特区構
想」の推進に関する調査研
究
（平成14年度予算額：
8,441千円）
・ＩＴ産業等集積基盤整備
事業
（平成14年度予算額（内閣
府予算移替）：296,348千
円）
・ロバスト情報配信プラッ
トホームに関する研究開発
（平成14年度予算額：
23,000千円）（予算要求等への反映）

《廃止》
　「ロバスト情報配信プラットホー
ムに関する研究開発」及び「ＩＴビ
ジネスモデルの開発に資する共同利
用型研究開発施設の整備」の業務に
ついては、所期の成果が上がってお
り、これらニ業務に係る予算は廃止
する
《継続》
　沖縄の内発的な起業・産業振興を
促進するための環境整備について引
き続き所要の予算措置を検討中

・ＩＴビジネスモデルの開
発に資する共同利用型研究
開発施設の整備
（平成14年度予算額：
70,000千円）
・ＩＴ高度人材育成事業
（平成14年度予算額（内閣
府予算移替）：63,609千
円）
・とぅもーるネット整備事
業
（平成14年度予算額（内閣
府予算移替）：14,696千
円）
・北部広域ネットワーク整
備計画策定事業
（平成14年度予算額（内閣
府予算移替）：14,246千
円）

サ－５ 　新たな電波
利用システム
の導入

　国民が電波を利
用した低廉かつ多
様なサービスを享
受

Ｃ 　ＦＷＡによる情
報伝送容量の総和

ＣＭ －

　情報通信に
よる沖縄振興
を通じた沖縄
経済の自立化

　情報通信による
沖縄振興を通じた
沖縄経済の自立化

Ｃ 　沖縄に進出した
情報通信関連企業
数、沖縄に進出し
た情報通信関連企
業等による雇用者
数（人）

Ｐ － －

ＣＭ

－ＣＭ
(Ｐ)

－ －

－ － －

－ －

（予算要求等への反映）
《拡大》
・ＩＴＳ
　道路交通問題等の解決に資するＩＴＳ
の更なる利活用を推進することが必要
であることから、所要の予算措置を検討
中
・その他
　国民が電波を利用した低廉かつ多様
なサービスを享受できるようにするた
め、超高速無線ＬＡＮ等の実現に向けた
施策を推進することが必要であり、所要
の予算措置を検討中(※1)

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性等に課題があり、取組の改善・
新たな対策の検討が必要
（課題等）
　沖縄の内発的な起業・産業振興を
促進するための環境整備についての
分析が不十分

　ＶＩＣＳサービ
ス提供済み都道府
県数

・ＦＷＡ
・ＶＨＦデジタルリンク
・モバイルＩＴ
・ＩＴＳ
・ＡＩＳ（平成15年度予算
額：121.9万円）
・ＶＩＣＳ
・防災行政無線（平成13年
度予算額：１千万円、平成
14年度予算額：１千万円）

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題等が
あり、取組の改善・新たな対策の検
討が必要
（課題等）
・超高速無線ＬＡＮ等の実現に向け
た施策の推進について検討が必要
・各施策は、概ね実現可能な状況と
なり、目標達成に向けて成果は上
がっているが、今後は国民がこれら
の施策を利用することが重要なポイ
ント

　制度整備完了時
期

－ ・ＶＨＦデジタルリンクについては、平成13年度には制度整備終了（平成14年度
無線局数はなし。）
・モバイルＩＴについては、「第４世代移動通信システム実現のための研究開
発」（平成１４年度から１７年度）を推進中
・ＩＴＳについては、「ＩＴＳ実現のための情報通信技術の研究開発」（平成13
年度から16年度）、「ＩＴＳ情報通信技術の国際展開に関する調査研究」（平成
13年度から15年度）、「ＩＴＳ情報通信モデルシステムの調査開発」（平成13年
度から15年度）を推進中
・ＡＩＳについては、平成１４年６月に制度整備完了



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

区　分 平成12年度
末 13年度末 14年度末

市町村の防
災行政無線
の情報伝送
容量の総和

30.7
Ｍｂｐｓ

31.1
Ｍｂｐｓ

31.6
Ｍｂｐｓ

　新たなサービス
が提供できている
自治体数

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －
新たなサー
ビスが提供
できている
自治体数

－ ２ 13

　ＡＩＳ導入率 ＣＭ － － －

サ－６

　区　分 平成13年度 14年度 15年5月末

認定
事業者数 ４ 61 78

税制支援利
用社数 １ 30 30

金融支援利
用（予定）
社数

０ 21 31

　デジタル放送に
係る免許制度の整
備状況

Ｐ － － －

　受信対策進捗率
（三大広域圏関
連）

ＣＭ － 平成18年
度

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
　「高度法」等に基づく税制・金融
支援、アナログ周波数変更対策を着
実に実施するとともに、周知広報活
動の強化を図るなど、より一層の取
組が必要。

・地上放送施設デジタル化
促進税制
・財政投融資
・無利子・低利融資
・債務保証
・デジタル放送に係る免許
制度の整備
・地上放送のデジタル化に
伴うアナログ周波数変更対
策（平成14年度予算：約
122億円、平成15年度予
算：約195億円）

※金融支援利用社数については、高度テレビジョン放送施設整備促進臨時措置
　法に基づく認定計画に基づき、金融支援を利用する予定の社も含めて計上 （予算要求等への反映）

《拡大》
　デジタル化の円滑な推進のため、
すべての国民の理解と協力が不可欠
であり、アナログ周波数変更対策が
進ちょくし、三大広域圏においては
本年末にデジタル放送の開始を控え
ているなど、デジタル化が身近とな
る中、周知広報活動等を入念に行っ
ていくことが必要なことから、所要
の予算措置を検討中
《継続》
　地上デジタル放送の円滑な導入と
普及を図るため、的確に対策を実施
していくことが必要であり、所要の
予算措置を検討中
《機構定員》
　地上放送のデジタル化の推進を一
層確実なものとするため、必要に応
じ、各地域の実情に応じた推進体制
の整備について検討を行うことか
ら、機構定員要求を検討中

　電波法令及び「地上デジタルテレビジョン放送局の免許方針」に基づき、申請
のあった22放送局について審査した結果、15年4月にこれら22放送局に対し予備
免許を交付した。

15年２月
　　　　～

※進捗率は15年５月時点のもの

「高度法」に基づく認定事業者数、税制支援及び金融支援利用社数（累計）

進捗率

平成14年8月
　　　　～

　地上放送の
デジタル化の
推進

　地上放送のデジ
タル化への円滑な
移行を推進し、デ
ジタルテレビジョ
ン放送の早期の普
及を図ることによ
り、国民が高精細
度放送を中心とす
るデジタル技術の
特性を生かした
サービスの享受

Ｃ 　地上デジタル放
送施設の整備に係
る支援制度の運用
（認定事業者数、
税制支援及び金融
支援利用者数

　送信対策進捗率
（三大広域圏関
連）

Ｐ － － －

ＣＭ 100％

　ＡＩＳの搭載対象船舶は、船舶の種別・規模により６つの段階の時期（各年の
７月１日）に分けて順次導入することとされており、評価書作成時点での指標の
算出は適当でない。
　なお、平成１５年３月３１日現在、ＡＩＳを搭載した船舶局数は38局である.

平成18年
度

81.3％
（174／214）

39地域において、
受信対策完了

－ 時　　期

《継続》
・ＦＷＡ
　ネットワークの大容量化、耐障害性及
び柔軟性の向上等の高度化を図ること
を目的に、所期の成果を達成できるよう
研究開発を効率的に実施するため、所
要の予算措置を検討中
・モバイルＩＴ
　いつでも、どこでも、誰とでも、自由で
快適に情報のやりとりができる社会を実
現するための研究開発について　引き
続き所要の予算措置を検討中
・ＩＴＳ
　研究開発等の施策について、より一
層の効率化を図り、所要の予算措置を
検討中
《機構定員》
　重要無線通信の確保に係る事務の一
層の円滑化を図るため、機構定員要求

　市町村の防災行
政無線の情報伝送
容量の総和

ＣＭ
(Ｐ)



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

　衛星デジタル放
送の実施状況（番
組数）

ＣＭ － － －

　衛星デジタル放
送の実施状況
（サービスの態
様）

ＣＩ － － －

平成13年度
末 14年度末

２ 24

区　分 平成11年度
末 12年度末 13年度末 14年度末

ＢＳデジタ
ル放送受信
世帯※

－ 162 266 392

東経110度
ＣＳデジタ
ル
放送

－ － － ７

ＣＳデジタ
ル放送加入
件数

225 262 304 338

　検討会等におけ
る検討状況

Ｐ － － －

サ－８

区　分 平成12年度 13年度 14年度 15年度
（予定）

提供本数
（本） 361 428 471 －

提供国
（国） 20 16 17 －

　放送番組の外国
語改編への支援
（番組改編本数、
番組提供本数、提
供国）

ＣＭ － －

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・その聴取状況等を踏まえた国際放
送の充実と普及が必要
・需要者である開発途上国の番組に
対する需要の的確な把握とその分
析、提供する放送番組の充実が必要

・国際放送の実施（平成15
年度予算額：1,973百万
円）
・放送番組の外国語改編へ
の支援（平成15年度補助金
額（予定）：57百万円）

－

教育番組改
編数（本） 42 39 31 31

－ ・放送時間は、1日延べ65時間
・使用言語は、22言語
・放送区域は、一般向け（全世界）、地域向け（欧州・北米等17地域）
・反響は、43,008通
・受信状況は、地域全体では概ね放送の聴取に支障のない受信状況を確保できて
いる。

（予算要求等への反映）
《拡大》
　本政策の実施にあたり、課題と
なっている国際放送の充実と普及に
ついて改善を図るため、所要の予算
措置を検討中

※ケーブルテレビによる再送信を含む

・衛星放送のあり方に関する検討会（平成14年12月25日最終取りまとめ）
・ＣＳデジタル放送に関係する事業のあり方に関する検討会（平成15年２月か
ら）
・放送政策研究会（平成15年２月27日最終報告）

　国際放送の
推進

　我が国に対する
正しい認識を培い
及び普及すること
等によって国際親
善の増進及び外国
との経済交流の発
展に資するととも
に、在外邦人が国
際放送の効用を享
受

Ｃ 　放送時間、使用
言語数、放送区
域、送信施設、反
響、受信状況

ＣＭ － －

－ － － （予算要求等への反映）
《拡大》
　ＢＳデジタル放送の一層の普及を
推進するため、アナログ放送の終了
時期を明確にするとともに、デジタ
ルへの円滑な移行を広く周知を行う
ため、所要の予算措置を検討中

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
　達成目標は、放送事業者の自主的
な取組等にも左右され、また、着実
な普及やサービス多様化が長期的に
進展していくものであることから、
サービスの提供環境の整備を進めて
いくことが必要。特に、アナログ放
送終了時期については、一層の周知
のための取組を進めていくことが必
要

・ＢＳアナログ放送の終了
時期の明確化
・ＢＳデジタル放送の委託
放送業務の認定に係る指定
事項に関する制度整備
・ＢＳデジタル放送に係る
マスメディア集中排除原則
の緩和
・衛星放送におけるプラッ
トフォーム事業者の業務に
係るガイドラインに関する
指針

　電気通信役務利
用放送法の登録件
数

Ｐ － － －

サ－７ 　衛星デジタ
ル放送の普及

　衛星デジタル放
送の普及のための
環境整備等を図る
ことにより、国民
がデジタル放送の
特性を生かした多
彩なサービスの享
受

Ｃ

　衛星デジタル放
送の加入件数

ＣＭ

　ＢＳデジタル放送、東経110度ＣＳデジタル放送、ＣＳデジタル放送の各放送
のサービスの態様別に、平成11年度末から14年度末までの番組数について比較



基準年次 達成年次
政策
番号

目標
分類

達成すべき目標
（「達成目標」） 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 測定結果等 評価の結果 政策手段政策名

サ－９ 　ケーブルテ
レビの普及・
高度化

　ケーブルテレビ
の加入世帯数

ＣＭ － － －

　幹線の光ファイ
バ化率

ＣＭ ほぼ
100％

－ 平成17年
度

　デジタル放送の
視聴可能世帯数

ＣＭ ほぼすべ
てのケー
ブルテレ
ビのフル
デジタル
化

－ 平成22年
度

　ケーブルイン
ターネット接続
サービス利用者数

ＣＭ － － － （予算要求等への反映）
《継続》
　ケーブルテレビの普及・高度化に
向け成果が上がっており、引き続き
予算の確保が必要であり、所要の予
算措置を検討中
《機構定員》
　地上波放送のデジタル化の開始に
伴い予想されるケーブルテレビに係
る受信相談対応業務の増加への対応
が必要なため、機構定員要求を検討
中

　ケーブルテレビ
の普及・高度化を
図ることにより、
国民が多チャンネ
ル放送サービスや
双方向機能を活用
した多様なサービ
スを享受

Ｃ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の効
率性等に課題があり、取組の改善・
新たな対策の検討が必要
（課題等）
　ケーブルテレビ事業者間のネット
ワーク化やヘットエンド共用化等に
よる事業者間の連携促進等の観点か
らの施策の検討が必要

・高度有線テレビジョン放
送施設整備促進税制
・放送型ＣＡＴＶシステム
整備事業
・高度有線テレビジョン放
送施設を整備する事業者に
対する無利子・低利融資及
び特別融資制度
・新世代地域ケーブルテレ
ビ施設整備事業費補助金
（平成14年度予算額：121
億円）

　自主放送を行うケーブルテレビの加入世帯数は、1,514万世帯で、前年度比
16.5％増（平成14年度末）

　光化率28％であり、前年度比1.8％ポイント増（平成14年度末）

　ＢＳデジタル放送のデジタル方式による視聴可能世帯数は、1,092万世帯で、
前年度比29.5％増（平成14年度末）

　利用者数は、206.9万件で、前年度比42.1％増（平成14年度末）



基準年次 達成年次

平成13年度 14年度

約251万件 約283万件

約348万件 約414万件

約27万件 約32万件

約33万件 約13万件

約109万
ﾍﾟｰｼﾞ

約147万
ﾍﾟｰｼﾞ

約8,600手続 約9,800手続

約3,580万
ファイル

約4,310万
ファイル

～平成13年度 14年度 15年度

601件 7,335件 13,299件

601件 5,949件 －

区分 平成12年度 13年度 14年度

達成率 71.8% 81.0% 94.6%

－ ・各府省の内部部局において、平成13年度に行った情報システム関係業務に係る
外注契約件数は1,773件、契約額は約3,295億円
・平成13年度から新たに外注化した事例は27件
（外注化の効果）
・仕様書策定に際してのコンサルタントの活用により、仕様書の要求要件がより
明確化され､適正なシステムの導入につながった。
・本省や地方支分部局におけるヘルプデスク業務等の外注化により､職員の業務
負担が軽減した。
・本省と地方支分部局をネットワークで接続したシステムの監査の外注化によ
り、第三者の専門家による調査の客観性が確保できた。

　各府省における
情報システム関係
業務のアウトソー
シングの実施状況

Ｐ － －

実施件数
（15年５月現在）

　各府省における
行政事務のペー
パーレス化（電子
化）の実施状況

Ｐ 57事務
（文書）
のすべて
(100%)

平成12年
度

平成14年
度

　総合行政文書ファイル
管理システム

（予算要求等への反映）
《拡大》
・電子政府の総合窓口システムにお
いて、利用件数や蓄積情報量の増大
に適切に対処するとともに、情報提
供機能の充実及び各府省の電子申請
システムへの一元的な案内機能の整
備等に対応する必要があり、また、
利用者ニーズの把握に努め、利用者
の視点に立ったシステム機能やコン
テンツの見直し・拡充を図るため、
所要の予算措置を検討中
・電子政府の総合窓口システムを活
用したワンストップサービスを実現
し、利便性の向上を図る必要がある
ため、所要の予算措置を検討中
《機構定員》
　電子政府の総合窓口システムによ
る情報提供の案内機能の整備やワン
ストップサービスの実現にかかわる
企画・立案・関係機関との連携調整
を的確に実施する必要があるため、
機構定員要求を検討中

　各府省における
行政手続のオンラ
イン化実施件数

Ｐ 実質的に
すべての
行政手続
のオンラ
イン化
(国の行
政機関が
扱う手
続:98％
）

平成12年
度

平成15年
度 区分

年度別オンライン化件数（累計）

計画件数
（14年7月現在）

－
区分

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
(課題等）
　今後は、電子政府構築計画（仮
称）を策定し、これに基づき､オンラ
イン化した手続について電子政府の
総合窓口システムを活用したワンス
トップサービスの実現に向けて検討
を進めるなど平成17年度までにオン
ラインによる手続の利用件数を向上
させ、オンライン利用がインター
ネット普及率と同程度となるように
目指すことなどが必要

・各府省における行政情報
の電子的提供の推進
・各府省における行政手続
のオンライン化の推進（ア
クション・プランの見直
し､法令の整備等）
・各府省における行政事務
のペーパーレス化の推進
・各府省における情報シス
テム関係業務のアウトソー
シングの推進

　トップページへのアク
セス件数

　ホ－ムペ－ジ等検索

　行政手続情報検索

　行政文書ファイル管理
簿検索

　ホ－ムペ－ジ等検索シ
ステム

　総合行政サービスシス
テム

　電子政府の総合
窓口システムの利
用件数及び提供す
る情報量

Ｐ － －シ－１ 　各府省にお
ける行政情報
化の推進

　行政情報の電子
的提供、行政手続
のオンライン化、
ペーパーレス化等
を推進し、電子情
報を紙情報と同等
に扱う行政を実現
することにより、
国民の利便性の向
上を図るととも
に、行政運営の簡
素化、効率化及び
透明性の向上に資
すること

Ｃ

政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値
目標期間指標

区分
　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

Ｃ

事項数 進ちょく率 事項数 進ちょく率

実施対象計
画事項 358 － － －

平成13年度
までに実施 306 85.5% 293 81.8%

14年度まで
に実施 343 95.8% 325 90.8%

15年度まで
に実施予定 358 100.0% 358 100.0%

平成13年度 　　14年度
対前年度増
加率

150,644ＭＢ 625,497ＭＢ 315.2%

241,512千件 379,506千件 57.1%

手続数 率 手続数 率

所管手続合
計 831 － 852 －

平成13年度
までにオン
ライン化実
施

11 1% 11 1%

14年度まで
にオンライ
ン化実施

568 68% 535 63%

15年度まで
にオンライ
ン化実施予
定

815 98% 838 98%

平成13年度 14年度 対前年度増
加率

1,156件 1,380件 19.4%

平成13年度 14年度

185,940 206,436

2,153 4,992

－ 1,210

－
区　　分

行政文書ファイル数

うち電子媒体で管理する
行政文書ファイル数

うち文書管理システムで
管理する行政文書ファイ
ル数
　　　　　決済処理の電子化の状況（平成14年度）
総決済数：51,264件、電子決済数：14,663件、紙決済数：37,346
件、電子決済率：28.6％

　行政事務のペー
パーレス化（電子
化）の実施状況

Ｐ － －

平成15年
度 区分

　計画 実績・見込み

区　　分

申請・届出等手続のオン
ライン利用件数

　行政手続のオン
ライン化実施手続
数及びオンライン
利用件数

Ｐ 98％ 平成12年
度

ア　行政情報の電子的提供
イ　行政手続のオンライン
化
（ア）アクション・プラン
の見直し
（イ）制度的環境の整備
（ウ）共通的基盤システム
の整備
（エ）行政手続のオンライ
ン化の実現
ウ　行政事務の電子化
エ　情報システム関係業務
のアウトソーシング

区　分

総務省のWEBサイトでの提
供データ量
総務省のWEBサイトへのア
クセス件数

区分
　計画 実績・見込み ○目標達成に向けて成果が上がって

いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
(課題等）
　引き続き､目標達成に向けて所管行
政の情報化を着実に推進するととも
に、利用者視点に立ったシステムの
機能やコンテンツの見直し・拡充を
行いつつ、国民・企業等における利
用促進、行政事務への利用範囲の拡
大などを図り、利用面の成果を充実
させることが必要

（予算要求等への反映）
《拡大》
　「電子政府構築計画（仮称）の策
定に向けて」（平成15年３月各府省
情報化総括責任者（ＣＩＯ）連絡会
議決定）に基づき、新たに、行政手
続のオンライン利用の促進、ワンス
トップサービスの拡大、マルチアク
セス環境の整備、業務・システムの
最適化、ＣＩＯ補佐官の設置等に取
り組むことが必要であるため、所要
の予算措置を検討中
《継続》
　総務省LANを始めとする各種情報シ
ステムの整備・運用等に必要な予算
要求を行う予定

シ－２ 　総務省所管
行政の情報化
の推進

　総務省所管行政
に関し、行政情報
の電子的提供、行
政手続のオンライ
ン化、ペーパーレ
ス化等を推進し、
電子情報を紙情報
と同等に扱う行政
を実現することに
より、国民の利便
性の向上を図ると
ともに、行政運営
の簡素化、効率化
及び透明性の向上
に資すること

　行政情報の電子
的提供の実施状況

Ｐ 358事項 平成13年
度

平成15年
度



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

件数

350件

10件

９件

15件

21件

295件

　地方公共団
体の情報化の
推進

　総合行政ネット
ワ－クの接続団体
数

Ｐ 全市町村
平成15年
度末

－ 平成15年
度

　組織認証基盤構
築団体数

Ｐ － － －

　個人情報保護条
例制定団体数

Ｐ － － －

　地域公共ネット
ワークの整備計画
の策定率

Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《継続》
　電子自治体の構築に係るアプリ
ケーションの整備の予算要求を予定

　メタデータ・
フォーマットの開
発状況

Ｐ － － －

　実証におけるブ
ロードバンド・コ
ンテンツ・サービ
スの多様化の状況

Ｐ － － －

　実証における著
作権等の円滑な取
引の確保の状況

Ｐ － － －

64億円

うち各種業務一括実施委
託型の外注（運用段階の
業務）

17億円

うち各段階の業務を個別
に発注する形態の外注 1,820億円

(平成14年度予算額26億円)
ア　著作権クリアランスの
仕組みの開発・実証
イ　ブロードバンド・コン
テンツ流通技術の開発・実
証
ウ　教育用コンテンツ流通
促進プラットフォームの開
発・実証

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
　教育用コンテンツの利用形態の高
度化・多様化への対応、美術館・博
物館や図書館等の所蔵品、Ｗｅｂ情
報、地域における特色のある文化等
価値あるブロードバンド・コンテン
ツのデジタルアーカイブ化やその
ネットワーク利活用を促進するため
の環境整備の推進、個人と個人とが
ブロードバンド・コンテンツを安
全・円滑に交換し合うことができる
環境整備を推進といった課題への取
組が必要

　平成14年度末時点において、メタデータやコンテンツＩＤを活用した効率的なコンテン
ツ検索やコンテンツを取得するためのＥＣＧ（Electronic Contents Guide)の提供、シー
ンごとのハイライト視聴・ダイジェスト視聴やリアルタイム視聴とダウンロード視聴との
連携といった多様なコンテンツ視聴をＳＴＢにおいて実現するサービスや、光波長多重
技術を用いて大容量映像デジタルコンテンツを安定した品質でかつセキュアに配信す
るサービス、また、教育用コンテンツ流通促進プラットフォームの実現性について、本
格的な実証フェーズに入る前段階の基礎的な実証を行った。

　平成14年度において、コンテンツ権利処理に係る主要な業務フローであるメタ
データやコンテンツＩＤの管理、利用許諾申請処理、コンテンツ配信実績情報管
理等について、本格的な実証のフェーズに入る前段階の基礎的な実証を行った。

ス－１ 　ブロードバ
ンド・コンテ
ンツの制作・
流通の促進

　ブロードバン
ド・ネットワーク
時代に対応した新
たなコンテンツ流
通市場の形成に向
けた環境整備

Ｃ

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき
（課題等）
・地方公共団体においては、条例等
のオンライ化のための条例整備
・個人情報保護法等と地方公共団体
が定めている個人情報保護条例との
整合性の検討中

ア　電子自治体の推進
・接続説明会の開催
・総合行政ネットワ－ク接
続に対する財政支援措置
・総合行政ネットワークの
コンテンツ充実
・共同システムの実証実験
・オンライン３法の整備
・地域公共ネットワーク整
備に対する財政支援
イ　個人情報保護対策の確
立
・会議での条例制定要請
・都道府県へのヒアリング

　地方公共団体における個人情報保護条例の制定状況について、都道府県におい
ては全団体（平成15年4月１日現在）、市町村においては2,338団体（平成15年3
月１日現在）で制定

　地域公共ネットワークについて、整備計画を策定した団体は、平成15年４月１
日現在、2，643（81.1％）で、そのうち1,703団体が既にネットワークを整備済
み。

シ－３ ・地方公共団体間
や地方公共団体と
国との間で迅速で
確実な文書交換や
情報の共有化が実
現
・行政文書の申請
手続き等に係る住
民の利便性の向上

Ｃ 　総合行政ネットワ－クの接続団体数の推移（平成13年度から16年3月まで）を
折れ線グラフで記載、平成15年4月１日現在の市町村の接続団体数は473

－ 区　分 契約額

平成13年度外注総数 1,907億円

うち一括役務調達型の外
注 ３億円

うち運用役務調達型の外
注 ２億円

うち各種業務一括実施委
託型の外注（企画から開
発段階まで）

　情報システム関
係業務のアウト
ソーシングの実施
状況

Ｐ － －

　平成14年度末時点において、映像コンテンツの権利処理の円滑化に向けて、映
像等の多数の素材を組み合わせたコンテンツ制作やコンテンツのブロードバンド
配信の際に必要となる複雑・多様な権利処理をオンライン上で効率的に行えるよ
うにするための汎用的なメタデータ体系を策定



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　実証システム等
の汎用性

Ｐ 連携成功
率
　100％

－ 平成16年
度

　ブロードバン
ド・インフラの利
用状況

ＣＭ － － －

区分 平成13年度 14年度

苦情相談件
数の推移 7,383件 7,484件

モニターア
ンケート ２回 ２回

モニター会
議 全国17会場 全国19会場

ＣＴＩの配
備状況

本省及び地
方局３局に
配備

左記のほ
か、残りの
地方局８局
全てに配備

苦情相談件
数の取りま
とめ、公表
の頻度

１回（１年
分をまとめ
て）

４回（四半
期ごと）

パンフレッ
ト発行部数 38.6万部 50万部

　特定電子メール
法の適正な施行

Ｐ － － －

セ－１ 　情報通信利
用の適正化、
情報セキュリ
ティ対策及び
電気通信機器
の安全・信頼
性の向上

　国民が安心して
情報通信ネット
ワークを利用でき
る環境を整備

Ｃ － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・新たに、紛争処理の強化の観点に
基づいた施策の検討が必要（消費者
が安心して電気通信サービスの契約
を締結することができるようにする
ための立法措置）
・ＩＰネットワークの普及に対応し
た取組が必要
・通信端末機器及び特定無線設備の
基準認証制度に関する調査等に必要
な予算措置を行っていくことが肝要

　「特定電子メール送信の適正化等に関する法律」等の関係法令を施行

　民間企業等との協力体制を構築することにより、実証実験システム等の汎用性
を確保していくための体制を整備するとともに、これら実験参加者が実際に実証
実験システム等を活用して本格的な実証フェーズに入る前段階の基礎的な実証を
行った。
なお、教育用コンテンツ流通促進プラットフォームの開発・実証については、共
通のインターフェースに基づく各システム間の連携成功率は６月下旬に100％達
成

（予算要求等への反映）
《拡大》
・平成15年度から実施することして
いる「アーカイブ・コンテンツの
ネットワーク利活用の促進」につい
ては、施策を本格的に実施するため
の所要の予算措置を検討中
・教育用コンテンツの利用形態の高
度化・多様化への対応・美術館・博
物館や図書館等の所蔵品、Ｗｅｂ情
報、地域における特色のある文化等
価値のあるブロードバンド・コンテ
ンツのデジタルアーカイブ化やその
ネットワーク利活用を促進するため
の環境整備、個人と個人とがブロー
ドバンド・コンテンツを安全に交換
し合うことができる環境整備を行う
ため、所要の予算措置を検討中
《縮小》
　15年度における目的の達成状況に
応じて、施策の重点化を進めること
が必要なことから所要の予算措置を
検討中(※２）
《機構定員》
　実証実験の本格実施とともに新た
な課題にも対応していくため、機構
定員要求について検討中

・ＤＳＬの実利用６１２万件（１７．５％）
・ＣＡＴＶの実利用１９９．２万件（８．７％)
・ＦＴＴＨの実利用２３．３万件（１．５％）

　情報通信利用の
適正化のための苦
情相談等（総務省
への苦情相談件数
の推移、電気通信
サービスモニター
の活用状況、苦情
相談受付データー
ベースシステム
（ＣＴＩ）の配備
状況、苦情相談件
数の取りまとめ、
公表の頻度、パン
フレット発行部
数）

Ｐ － － ア　情報通信利用の適正化
確保のための苦情相談等
（ＣＴＩの整備充実、モニ
ター制度の推進、情報提供
の推進、平成14年度予算額
49,000千円)
イ　特定電子メール法の適
正な施行
ウ　情報セキュリティ対策
エ　通信端末機器及び特定
無線設備の基準認証制度に
関する調査等
オ　電力線搬送設備に使用
する周波数帯の拡大の可否
の検討

（予算要求等への反映）
《継続》
　情報通信利用の適正化、情報セ
キュリティ対策及び電気通信機器の
安全・信頼性の向上に係る政策を推
進し、国民が安心して情報通信ネッ
トワークを利用できる環境を整備す
るため、所要の予算措置を検討中



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　重要通信確保シ
ステム等の検討状
況

Ｐ － － －

　安全・信頼性向
上設備の支援対象
施設の種類

Ｐ － － －

　ファイアー
ウォール設置率

ＣＭ － － －

　ＩＴＵ会合への
参加状況、寄与文
書提出状況等

Ｐ － － －

　認定を受けたプ
ロバイダ数

ＣＭ － － －

　国民のための情
報セキュリィティ
サイトの開設

Ｐ － － －

　ＩＰ電話等の通
信サービスの品質
に関する評価方法
の検討状況

Ｐ － － －

　通信端末機器及
び特定無線設備の
の基準認証制度に
関する調査研究

Ｐ － － －

　電力線搬送設備
に使用する周波数
帯の拡大の可否の
検討

Ｐ － － －

　技術試験事務結
果の技術基準の策
定への反映状況

Ｐ － － －

Ｐ 73.4% 平成14年
度

平成16年
度

平成12年度
末

13年度末 14年度末

71.6% 73.0% 73.3%

　不法無線局の措
置件数、混信申告
の件数

Ｐ － － －
4986件 5632件 5246件

1879件 2017件 1636件

　「電力線搬送通信設備に関する研究会」を５回開催する等して、研究会の結果
の公表（平成14年８月９日）

ア　技術試験事務等
イ　電波監視施設の整備
・平成14年度は第Ⅳ期計画
に基づき、37か所にセンサ
局を整備
ウ　電波の安全性
・電波の人体への安全性に
関する調査及び電波の電子
機器等への影響調査を実施
し、その調査結果をホ－ム
ページ等により周知及び広
報

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき　遠隔操作による

電波監視地域の人
口カバー率

区　分

遠隔操作による電波監視
地域の人口カバー率

　平成13年度に実施した技術試験事務23件、うち、7件が13年度で終了。同年度
で終了した案件については、無線設備の技術基準等の制定等に反映

セ－２ 　電波を有効
に、また、安
心・安全に利
用するための
環境整備（電
波の有効利用
の推進及び電
波利用環境の
整備）

　電波利用の適正
化・効率化を図る
ことにより電波の
有効利用を推進
し、安心で安全な
電波利用環境の一
層の整備の推進

Ｃ

　情報セキュリ
ティに関する緊急
対応体制の活用状
況

Ｐ － － － 平成13年度 平成14年度

緊急対応体制の確立
(平成13年12月)

緊急対応体制の活用状況等（韓国ワー
ム、イラク対応にて活用)

─

不法無線局の措置件数

混信申告の件数

　平成15年3月31日開設

　平成14年5月、情報通信技術委員会(TTC)において、IPネットワークの品質評価
パラメータ等の標準を作成。また、平成15年4月を目途にIP電話の通話品質評価
法の標準の策定を行う等国・関係事業者の協力による標準化作業を実施。

　「端末機器及び特定無線設備の基準認証制度に関する研究会」を８回開催し、
今後の電気通信機器の基準認証制度の在り方についての報告書を平成14年12月に
取りまとめ、通常国会に関係法の改正法案を提出し、平成15年６月６日に公布

税制改正要望の結果、一部の設備を除き
適用期間の2年延長が認められた。

e-Japan2002ベンチマーク平成13年69.1％
※ベンチマークの最新は6月入手予定

─

─

─

11月ＩＴＵ会合参加、11月寄書提出

─ 協議会が4月に設立され、62事業者がマー
クを取得

《機構定員》
・情報通信利用の適正化確保のための
苦情相談等を効果的に実施するために
は、本省において消費者支援のための
施策の実施体制の強化及び地方総合
通信局との役割分担の見直しが必要で
あり、機構定員要求を検討中
・情報セキュリティ対策については、一
層の推進（事務の高度化及び増加への
対応）が必要なことから機構定員要求を
検討中
・通信端末機器及び特定無線設備の基
準認証制度に関する調査研究について
は、その結果を受けた、新制度の一層
の推進（事務量の増加への対応）を図
るため、機構定員要求を検討中

　（予算要求等への反映）
《継続》
　 技術試験事務等の実施の他、電波監
視施設の計画的な整備・更新等を行う
とともに、無線局等の電波が人体や電
子機器等へ与える影響について、引き
続き調査等を実施し、その結果を周知・
広報することにより、電波の安全性に対
する懸念を解消する取組み等が求めら
れているため、所要の予算措置を検討

具体的方向性の確立、公表(平成14年4月
から研究会を実施し、平成15年4月に報告
書(案)を公表パブコメ)



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　電波の安全性に
関するパンフレッ
ト・ホームページ
等による情報提供

Ｐ － － －

平成13年度
末

平成14年度
末

６件 11件

　融資件数・金額 Ｐ － － －

１件（300） １件（12）

　「出会い系サイト」
に対する自主的な
取組の要請につい
ての各者の実施状
況

ＣＭ － － －

平成12年 13年 14年

492 1,079 1,700 （予算要求等への反映）
《拡大》
・ネットワーク側に本人確認機能を
具備することで、ユーザーが簡便に
高度な認証機能を具備することを可
能とする認証基盤技術に関する研究
開発を行うため、所要の予算措置を
検討中
・モバイルフィルタリング機能の実
現に向けた検討等、これらに対応す
るため、所要の予算措置を検討中
《継続》
　今後も電子商取引市場の拡大とと
もにシステム整備等の需要は拡大す
ると考えられるので、継続して財政
投融資制度を運用する必要があり、
財政投融資の継続要求に向けて検討
中

平成13年度 14年度 15年度

100 700 496

25件 152件 －

1,299人 5,065人 －

　研修成果（アン
ケート結果）

ＣＭ － － －

－ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
(課題等)
・情報通信分野の人材育成のための
人材研修事業支援事業について、新
たな対策の検討が必要
・電気主任技術者の監督の範囲や求
められる知識要件等に関し見直しを
行う必要あり

　採択件数

　研修受講者数

・99％の受講者が「仕事に役立つ」と回答（平成14年度）

　採択件数、研修
受講者

Ｐ － －

　モバイルコンテ
ンツ配信サービス
市場規模の推移

ＣＭ － － －

市場規模（億円）
（㈱メディア開発綜研調
べ）

セ－３ 　電子商取引
の普及発展

　ネットワ－ク上
で取引を行う際の
安全性・信頼性を
確保することによ
り、国民が安心し
て電子商取引を行
うことが出来る環
境整備

Ｃ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・電子署名及び認証業務をより利用
しやすいものとするための研究開発
についても取り組む必要あり、さら
に、進展の著しい技術動向等に対応
し、制度の適切な運用を維持するた
めの調査研究を継続して実施するこ
とが必要
・財政投融資に関しては、認知度向
上のための手段を講じることが必要

ア　電子署名法・財投関連
部分
・認証業務用設備や利用者
の真偽確認、業務の実施方
法に関する認定基準を満足
する認証業務について認定
を行う任意的認定制度を運
用し、国民への認証業務の
判断目安を提供
・電子署名及び認証業務に
係る最新の技術動向等に関
する調査研究
・諸外国における認証業務
に関する関係法令の調査
・電子署名についての普及
啓発
・電子商取引関連の設備の
整備に関しては、日本政策
投資銀行と協力して、引き
続き民間事業者の設備投資
を支援
イ　コンテンツ政策部分
・違法・有害情報に関する
国内外の対策状況や利用者
保護の在り方について調査
研究を実施
・出会い系サイト等の違
法・有害情報の増加に対
し、携帯電話事業者やコン
テンツ事業者団体等に対し
ても自主的な対策をとるよ
うに要請

特定認証業務の認定件数

①総務省からの要請に対する携帯電話事業者の対策実施状況：100％
②総務省からの要請に対するコンテンツ事業者団体の対策実施状況：100％

　特定認証業務の
認定件数

Ｐ － －
区　分

・パンフレット配布枚数：約200,000枚
・ホームページへの掲載：２回
・講演会の開催：２回

－

融資件数（百万円）

　予算額（百万円）

区分

区　　分ソ－１ 　情報通信分
野の人材育成

　情報通信分野に
おいて専門的な知
識及び技能を有す
る人材を増加させ
ることにより、Ｉ
Ｔ人的資源大国と
なること

Ｃ ・情報通信分野の人材育成
のための人材研修事業支援
事業(平成14年度予算額7億
円)
・電気通信主任技術者の電
気通信に関わる資格制度の
見直し検討



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　電気通信主任技
術者の電気通信に
関わる資格制度の
見直し検討

Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《継続》
　ＩＴ人材の不足解消に向け、引き
続き所要の予算措置を検討中

平成12年度 13年度 14年度

０件（12件） ０件（12件） ０件（10件）

　テレワーク人口 ＣＭ － － －
246.4万人 － 285.7万人

　ＳＯＨＯ関連公
益法人の正会員数

Ｐ － － －

平成13年度
末現在

14年度末現
在

２件 ７件

（予算要求等への反映）
《継続》
　高齢者・障害者が主体的にＩＴを
利用できる拠点の整備については、
地方公共団体等のニーズ等の把握を
行い、着実な整備に向けて、所要の
予算措置を検討中

ソ－３ 　情報通信利
用の裾野の拡
大

　インターネット
アクセス機能の高
度化等を促進し、
学校における情報
通信技術の利用の
拡大

Ｃ 　特許申請件数等 Ｐ － － － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題等が
あり、取組の改善・新たな対策の検
討が必要
（課題等）
・一般国民における情報通信技術の
利用の裾野の拡大に向けた着実な取
組

・インターネットの教育利
用を推進する情報通信技術
の開発については、研究最
終年で特許出願、学術論文
の発表を行った。
・大規模ネットワーク運用
維持手法の研究は、実証実
験データより予測型運用シ
ステムを設計

・インターネットの教育利用を推進する情報通信技術の開発についての特許出願
件数は15件
・大規模ネットワーク運用維持手法の研究についての特許出願件数は０件

－ 利用者数 793人 903人　IT生きがい・ふ
れあい支援センタ
－の利用者数

ＣＭ
(Ｐ)

－ －

　IT生きがい・ふ
れあい支援センタ
－の施設整備数

Ｐ － －

－
区　分

○目標達成に向けて成果が上がってい
る。
　政策の必要性はあるが、施策の有効
性・効率性等に課題があり、取組の改
善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・テレワーク・ＳＯＨＯを導入する
際の情報通信面での阻害要因の分析
及び情報通信の利用環境の高度化等
情報通信を活用したテレワーク・Ｓ
ＯＨＯの支援対策の検討が必要
・テレワーク・ＳＯＨＯに対する理
解・認知の醸成を図る必要あり
・ＩＴ生きがい・ふれあい支援セン
ター施設の機能や年度ごとの整備箇
所数については、事業主体となる地
方公共団体等のニーズを踏まえたも
のとする必要あり
・高齢者・障害者のＩＴ利用に関し
社会的な意識の醸成を図るための周
知・広報の検討が必要
・テレワーク・ＳＯＨＯを推進し、
高齢者・障害者のＩＴ利用に関し社会的
な意識の醸成を図るための周知・広報
の検討が必要

・テレワーク・ＳＯＨＯ普
及のための制度（財投）運
用
・「テレワーク・ＳＯＨＯ
の推進による地域活性化の
ための総合的支援方策調
査」、「ＳＯＨＯのグロー
バル活動を通じた地域活性
化に関する調査」、「電子
自治体の推進におけるＳＯ
ＨＯの活用に関する調査」
を実施
・ＩＴ生きがい・ふれあい
支援センター施設整備事業
(平成14年度予算額1.5億
円)

融資件数（相談件数）

全国の雇用型テレワーク
人口

　平成15年４月１日時点のＳＯＨＯ関連公益法人の正会員数６６８人（昨年とほ
ぼ横ばい）

－
区　分

施設整備数（交付決定
数）

・次の調査を実施し、電気通信主任技術者の電気通信に関わる資格制度の見直し
検討を行った。
①高度情報通信ネットワークの技術動向調査
②多様化する電気通信サービスを提供するための技術課題調査
③電気通信主任技術者制度と各種セキュリティ認定制度における管理者責務との
関係の調査
④諸外国における電気通信設備管理と技術資格制度の現状調査
⑤国内他法令における事業用設備管理に係る技術的担保措置の調査

ソ－２ 　情報通信利
用による人材
の活性化

　地理的要因、年
齢・身体的条件に
基づくデジタル・
ディバイドを解消
し、情報リテラシ
－を向上させ、就
労機会を創出

Ｃ 　融資件数（相談
件数を含む）

Ｐ － －



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　論文発表回数 Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《廃止》
　大規模ネットワークの運用維持手
法の研究は、平成15年度をもって予
算は廃止
《継続》
　学校などの公共施設における一般
国民の情報通信利用の拡大に資する
地域公共ネットワークの全国整備等
や、高齢者・障害者のＩＴ利用の促
進に向けた高齢者・障害者のための
使いやすい機器の研究開発やサービ
スの提供に対する支援については、
予算の確保が必要であり、所要の予
算措置を検討中

　電気通信事業の
市場規模

ＣＭ － － －

　電気事業者数の
推移

ＣＭ － － －

　ブロードバン
ド・インターネッ
ト加入者数の推移

ＣＭ － － －

　電気通信サービ
スの料金の低廉化
の状況

ＣＭ － － － （予算要求等への反映）
《継続》
　公正競争の促進及び利用者利益の
増進の実現のため、引き続き、調査
研究の実施、学識経験者等からなる
研究会の開催、電気通信情報公開シ
ステムの維持運用等のため、所要の
予算措置を検討中
《機構定員》
　電気通信事業者による業務の実態
や市場の競争状況に関して、情報を
収集・整理し、分析・評価する定期
的モニタリングを行うことが必要不
可欠であり、機構定員要求を検討中

　調査研究会にお
ける各種提言の実
現度（国民の選択
しうる通信手段の
増加状況）

ＣＩ － － － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　ＵＩＭカードの
普及促進及び端末
ポータビリティ実
現のための検討の
実施状況

Ｐ － － －

　電気通信番号に
関する法令改正の
状況

Ｐ － － －

　ＤＳＬ加入者：70,655人（平成13.3月現在）→7,023,739人（15.3月末現在）

・市内電話料金（３分間平日昼間）：東京通信ネットワーク（株）、九州通信
ネットワーク（株）8.4円（13.5.1現在）→平成電電（株）7.5円（14.2.1現在）
・国際電話料金（日米間、３分間平日昼間）：フュージョン・コミュニケ－ショ
ンズ（株）（13.4.1現在）→フュージョン・コミュニケーションズ（株）、平成
電電（株）45円（平成14.2.1現在）

タ－２ 　電気通信利
用に関する施
策の推進

　国民による多様
な通信サービスの
選択を可能とする
とともに、電気通
信ネットワークを
利用する際の利便
性の向上

Ｃ

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題等が
あり、取組の改善・新たな対策の検
討が必要
（課題等）
・電気通信サービスの競争状況を評
価するための手法等についての検討
中
・技術的・制度的環境整備を推進す
るための調査・検討等が不可欠であ
り、調査研究の実施、学識経験者等
からなる研究会の実施、電気通信情
報公開システム維持・運用等を進め
ることが必要

・　電気通信事業法の改正
案を国会に提出
・ネットワークのさらなる
オープン化について、公衆
網再販についてのコストベ
ネフィット、費用負担の在
り方等について整理
・　「ＭＶＮＯに係る電気
通信事業法及び電波法の適
用関係に関するガイドライ
ン」を策定・公表（平成14
年６月11日）
・電気通信サービスの競争
状況等の調査研究を実施

・第一種電気通信事業者：342社（13.4.1現在）→413社（15.4.13現在）
・第二種電気通信事業者：9,006社（13.4.1現在)→10,904社（15.4.1現在)

（予算要求等への反映）
《継続》
　国民による多様な通信サービスの
選択並びに電気通信ネットワークを
利用する際の利便性の向上に向け、
引き続き、所要の予算措置を検討中

　ＵＩＭカードの普及促進及び端末ポータビリティ実現のための会合を平成14年
度に８回開催

・平成14年５月の電気通信番号規則の細目を定める件（告示）の改正により局番
変更を行い、市内局番の逼迫が12地域で解消、

　平成14年６月の電気通信番号規則等関連規程の改正により、ＩＰ電話に対する
電気通信番号を付与

・電気通信番号規則の改正
・電気通信番号規則の細目
を定めた件（告示）の改正
・端末ポータビリティ実現
に必要な課題に関する技術
的検討

・インターネットの教育利用を推進する情報通信技術野開発についての学術論文
発表回数は25回
・大規模ネットワーク運用維持手法の研究についての学術論文発表回数は０件

タ－１ 　電気通信事
業における公
正競争の促進
及び利用者利
益の増進

　市場の変化に柔
軟に対応し、電気
通信事業における
更なる公正競争を
促進するための環
境を整備すること
により、利用者利
益の増進を実現

Ｃ 　第一種電気通信事業の売上高：16.2兆円（平成12年度）→17.2兆円（平成13年
度）



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　ホ－ムペ－ジへ
の情報掲載状況

Ｐ － － －

　「規制改革３か
年計画（再改
定）」等を踏まえ
た制度化及び検討
状況の進捗度

Ｐ － － － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・「電波有効利用政策研究会」第一
次報告書で提言された政策課題につ
いての検討
・電波の利用状況の調査・公表制度
の実施体制についての見直し
・給付金制度の導入についての検討

　電波の実際の利
用状況の調査結果
に基づく評価の実
施状況

Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《拡大》
・電波再配分のための給付金制度の
創設等が必要であり、所要の予算措
置を検討中
・電波の利用状況の調査・公表制度
のより一層の円滑な実施を図るた
め、所要の予算措置を検討中
・新たに中長期における電波利用の
展望を踏まえた政策対応が必要であ
り、所要の予算措置を検討中（※
１）
《機構定員》
　電波の利用状況の調査・公表制度
のより一層の円滑な実施を図るた
め、機構定員要求を検討

Ｐ － － －

区分 平成11年度
当初

12年度当初 13年度当初 14年度当初

　特許等出願数 ＣＭ
(Ｐ)

－ － －
助成件数 ５件 ６件 ４件 ７件

助成額
（億円） 1.1 1.1 1.0 1.0

区分 平成11年度 １２年度 13年度 １４年度

新規助成数
累計 68件 90件 94件 101件

特許等出願
数累計 62件 80件 80件 81件

区分 平成12年度
当初

１３年度当初 13年度補正 14年度当初

助成件数 ９件 28件 16件 26件

助成額（億
円） 0.4 1.3 0.6 1.1

　研究会を開催し、その具体化に向けた検討を実施タ－３ 　迅速な周波
数の再配分の
実現等による
電波の有効利
用の推進（電
波の有効利用
の推進）

　公平性、透明
性、迅速性等を確
保した最適な電波
配分の実現を図る
ことにより、国民
の新たな電波利用
ニーズに対応

Ｃ

　平成14年11月から、電気通信業務用固定局の利用状況について調査を実施し、
その調査結果を取りまとめ、調査結果を取りまとめ、評価結果の概要案について
パブリックコメントを募集（平成15年４月18日から同年５月９日）した。このパ
ブリックコメントの結果を踏まえ、平成15年５月14日、評価結果の概要案を電波
監理審議会に諮問

　助成件数・助成
額等

○先進技術型研究開発助成金

○通信・放送新規事業助成金及び情報通信新事業助成金

・電波利用状況の調査・公
表
・周波数ごとに有効利用度
の評価
・電波の再配分計画の策定
・円滑な再配分の実施方策
の検討

・総務省ホ－ムページ上で公開している「電話番号の利用について」の情報につ
いては、平成14年度において、３回更新

Ｃタ－４ 　情報通信
ニュービジネ
スの振興

　情報通信を利用
したニュ－ビジネ
スを立ち上げるこ
とにより、国民の
多様なニ－ズに対
応

・先進技術型研究開発助成
金による助成(予算額は
「目標の達成度合い」欄の
とおり)
・通信・放送新規事業助成
金等による助成(予算額は
「目標の達成度合い」欄の
とおり)
・テレコム・ベンチャー投
資事業組合を通じた出資
・日本投資銀行等からの新
規事業育成融資制度による
低利融資
・情報通信ベンチャー支援
センターによるベンチャー
企業への情報提供

（予算要求等への反映）
《拡大》
　一層の民間部門との協調の推進、
重点的・戦略的な施策の展開等につ
いて改善を図るための所要の予算措
置を検討中

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・経済の活性化や国民の多様なニー
ズに対応することが必要
・民間部門との協調の推進、重点
的・戦略的な支援展開等の観点の検
討が重要



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

区分 平成11年度 １２年度 13年度 １４年度

新規助成数
累計 － ９件 53件 79件

特許等出願
数累計 － 11件 62件 81件

出資件数 ３件 12件 17件 13件

出資額
（億円） 0.5 4.1 5.8 3

融資件数 ０ ３ １ ２

融資額
（億円） ０ ２ 0.2 0.6

　株式公開社数 ＣＭ － － －

平成13年度末 14年度末

130件 84件

　研究開発費 Ｐ － － － 274億円 120億円

　論文数 Ｐ － － － 1,080件 539件

　被引用論文数 Ｐ － － － ６件 116件

国内 152件 91件

海外 10件 10件

国内 ２件 １件

海外 １件 ０件

国内 ３件 ７件

海外 ０件 ３件

　研究開発成果の
評価結果

Ｐ － － －

　平成14年度において実施した84件の研究開発のうち、研究費の総額が10億円を越
える研究開発(1２件)について、専門家による評価を実施

○テレコム・ベンチャー投資事業組合からの出資件数、出資額

受賞数

　特許申請件数 Ｐ

　受賞数 Ｐ

　特許取得件数 Ｐ

特許申請件数
－

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・限られたリソースの中で最大限の
政策効果を上げるためには、一層の
重点化や取組の改善が必要であり、
情報通信分野における新たな課題に
積極的かつ柔軟に取り組む必要あり
・平成16年４月に通信・放送機構が
独立行政法人通信総合研究所に統合
されることを踏まえ、研究開発体制
のより一層の効率化が必要

－ －

－ －

－
特許取得件数

－ －

－

研究開発費

論文数

被引用論文数

区　　分

　先進技術型研究開発助成金助成企業中、株式公開企業３社

　アプリケー
ション及びコ
ンテンツの高
度化のための
研究開発の推
進

　大容量・高度化
する情報（コンテ
ンツ）を、誰もが
安全、確実、簡単
に利用し流通でき
る社会の実現

Ｃ 　研究開発課題件
数

Ｐ － －

研究開発課題件数

－

○日本政策投資銀行等からの融資件数、融資額

・

（予算要求等への反映）
《拡大》
・セキュア通信基盤技術、ネット
ワークロボット等新たな研究課題に
ついて、所要の予算措置を検討中

チ－１ ・総務省本省のほか、独立
行政法人通信総合研究所及
び通信・放送機構を活用し
て、情報通信技術の研究開
発を実施
  平成14年度においては、
84件の研究開発(平成14年
度予算額合計約120億円)を
実施し、そのうち、平成14
年度までの研究費の総額が
10億円を超える研究開発は
次のものである。
ア　ネットワークセキュリ
ティ基盤技術の推進
イ　情報家電のＩＰｖ６化
に関する総合的な研究開発
ウ　障害者等の自立・社会
参加を支援する情報通信シ
ステムの開発・展開
エ　視聴覚障害者向け放送
ソフト制作技術の研究開発
オ　情報バリアフリー型通



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　達成目標に資す
る主要な研究成果

Ｐ － － － ・高度な遠隔医療等の実現に資する映
像関連技術の研究開発について充実さ
せることとし、所要の予算措置を検討中
・競争的研究開発資金については、戦
略的情報通信研究開発推進制度を拡
充するよう所要の予算措置を検討中(※
３）
《縮小》
・競争的研究開発資金については、戦
略的情報通信研究開発推進制度以外
の公募型の２制度を縮小するよう所要
の予算措置を検討中（※３）
《廃止》
・インテリジェント映像技術の研究開発
等10件については、所要の成果が得ら
れたことから終了
《継続》
・ユビキタスネットワーク社会の実現に
向けて必要となる研究開発課題につい
ては、引き続き、所要の予算措置を検
討中
・障害者等の自立・社会参加を支援す
る情報通信システムの研究開発につい
ては、より効果的なスキームへ移行す
るため、所要の予算措置を検討中
・情報家電のＩＰｖ６化に関する研究開発
等４件については、効率的な研究開発
を行うよう、所要の予算措置を検討中
《機構定員》
・研究成果を社会に還元し、より一層活
用していくため機構定員要求を検討中

信・放送システムの研究開
発（高齢者・障害者のため
の機能代行・支援システム
の研究開発
カ　インテリジェント映像
技術の研究開発
キ　高度三次元画像情報の
通信技術に関する研究開発
ク　高度な遠隔医療等の実
現に資する映像関連技術の
研究開発
ケ　成果展開型研究開発
（マルチメディア・パイ
ロットタウン構想）
コ　インターネットの教育
利用を推進する情報通信技
術の開発
サ　次世代の住宅情報化に
必要な技術の研究開発
シ　ＧＩＳ構築のための情
報通信技術の研究開発

平成13年度末 14年度末

68件 69件

　研究開発費 Ｐ － － － 133億円 192億円

　論文数 Ｐ － － － 669件 789件

　被引用論文数 Ｐ － － － 76件 147件

国内 148件 220件

海外 ２件 26件

国内 27件 ６件

海外 ２件 １件

国内 ２件 29件

海外 １件 ２件

　研究開発成果の
評価結果

Ｐ － － －

　平成14年度において実施した84件の研究開発のうち、研究費の総額が10億円を越
える研究開発(1２件)についての主要な研究成果を記述

－
特許取得件数

－ 　
受賞数

　平成14年度において実施した69件の研究開発のうち、研究費の総額が10億円を越
える研究開発(10件)について、専門家による評価を実施

－ －

　受賞数 Ｐ － －

－
特許申請件数

　特許申請件数 Ｐ － －

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・限られたリソースの中で最大限の
政策効果を上げるためには、一層の
重点化や取組の改善が必要であり、
情報通信分野における新たな課題に
積極的かつ柔軟に取り組む必要あり
・平成16年４月に通信・放送機構が
独立行政法人通信総合研究所に統合
されることを踏まえ、研究開発体制
のより一層の効率化が必要

研究開発課題件数

研究開発費

論文数

被引用論文数

－ － －
区　　分

　いつでも、どこ
でも、誰とでも、
自由で快適に情報
のやりとりができ
る社会の実現

Ｃ 　研究開発課題件
数

Ｐ

　特許取得件数 Ｐ

（予算要求等への反映）
《拡大》
・ユビキタスネットワーク関連の研
究開発について充実を図ることと
し、次世代研究開発用ネットワーク
の構築等新たに必要となる予算の確
保も含め、所要の予算措置を検討中
（※１）
・競争的研究開発資金のうち、戦略
的情報通信研究開発推進制度を拡充
するよう、所要の予算措置を検討中

・総務省本省のほか、独立
行政法人通信総合研究所及
び通信・放送機構を活用し
て、情報通信技術の研究開
発を実施
  平成14年度においては、
69件の研究開発(平成14年
度予算額合計約192億円)を
実施し、そのうち、平成14
年度までの研究費の総額が
10億円を超える研究開発は
次のものである
ア　超高速フォトニック・
ネットワーク技術に関する
研究開発
イ　ＩＴＳ実現のための情
報通信技術の研究開発
ウ　ギガビットネットワー
ク技術の研究開発
エ　グローバルマルチメ
ディア次世代衛星通信技術
の研究開発
オ　トータル・デジタル
ネットワーク構築技術の研
究開発

チ－２ 　ネットワー
クインフラの
高度化のため
の研究開発の
推進



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　達成目標に対す
る主要な研究成果

Ｐ － － － （※３）
《縮小》
・競争的研究開発資金のうち、戦略的
情報通信研究開発推進制度以外の公
募型２制度については縮小するよう所
要の予算措置を検討中（※３）
《廃止》
・公共電気通信システムの研究開発等
８件については、所要の成果が得られ
たことから終了
・所要の成果を見込めないトータル・デ
ジタルネットワーク構築技術の研究開
発ついては、中止を含め所要の予算措
置を検討中
《継続》
・ユビキタスネットワーク社会の実現や
放送のデジタル化に対応した高度な放
送システムの実現に向けて必要となる
研究開発課題について、所要の予算の
確保に向けて検討中
・通信・放送融合サービスの基盤となる
電気通信システムの開発等10件につい
ては、効率的な研究開発を行うよう所要
の予算措置を検討中
《機構定員》
　研究成果を社会に還元し、より一層活
用していくための機構定員要求を検討
中

カ　放送のデジタル化に対
応した高度放送システムの
研究開発
キ　公共電気通信システム
の共同開発
ク　申請手続電子化に資す
る電気通信システムの共同
開発
ケ　通信・放送融合サービ
スの基盤となる電気通信シ
ステム開発の総合的支援
コ　自律分散型無線ネット
ワークの研究開発

平成13年度末 14年度末

43件 55件

　研究開発費 Ｐ － － － 55億円 67億円

　論文数 Ｐ － － － 596件 801件

　被引用論文数 Ｐ － － － １件 153件

国内 27件 94件

海外 ７件 ５件

国内 ３件 ２件

海外 ０件 ０件

国内 １件 １件

海外 ０件 ０件

　研究開発成果の
評価結果

Ｐ － － －

－ － －

受賞数

　特許申請件数 Ｐ

　受賞数 Ｐ

　特許取得件数 Ｐ － －

－ －

区　　分 ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・限られたリソースの中で最大限の
政策効果を上げるためには、一層の
重点化や取組の改善が必要であり、
情報通信分野における新たな課題に
積極的かつ柔軟に取り組む必要あり
・平成16年４月に通信・放送機構が
独立行政法人通信総合研究所に統合
されることを踏まえ、研究開発体制
のより一層の効率化が必要

－
特許申請件数

－

特許取得件数

－ ・総務省本省のほか、独立
行政法人通信総合研究所及
び通信・放送機構を活用し
て、情報通信技術の研究開
発を実施
　平成14年度においては、
55件の研究開発(平成14年
度予算額合計約67億円)を
実施し、そのうち、平成14
年度までの研究費の総額が
10億円を超える研究開発は
次のものである。
ア　成層圏無線プラット
フォームの研究開発
イ　大規模コーパスベース
音声対話翻訳技術の研究開
発
ウ　人間情報コミュニケー
ションの研究開発
エ　超高速知能ネットワー
ク社会に向けた新しいイン
タラクション・メディアの
研究開発

研究開発課題件数

研究開発費

論文数

被引用論文数

　平成14年度において実施した55件の研究開発のうち、研究費の総額が10億円を越
える研究開発(４件)について、専門家による評価を実施

チ－３ 　新技術の
シーズを創出
する基礎的・
先端的研究開
発の推進

　科学技術を向上
させ、将来の情報
通信技術に不可欠
な技術を獲得する
とともに国際競争
における我が国の
地位を向上

Ｃ 　研究開発課題件
数

Ｐ － －

　平成14年度において実施した69件の研究開発のうち、研究費の総額が10億円を越
える研究開発(10件)についての主要な研究成果を記述

（予算要求等への反映）
《拡大》
・ナノ技術やバイオ技術など融合領
域における超機能ネットワークの研
究開発を行うため、所要の予算措置
を検討中（※１）
・競争的研究開発資金のうち、戦略



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　達成目標に対す
る主要な研究成果

Ｐ － － － 的情報通信研究開発推進制度を拡充
するよう所要の予算措置を検討中（※
３）
《縮小》
・競争的研究開発資金のうち、戦略的
情報通信研究開発推進制度以外の公
募型２制度については縮小するよう所
要の予算措置を検討中（※３）
《継続》
・新技術のシーズを創出する基礎的・先
端的研究開発課題について、所要の予
算の確保に向けて検討中
・成層圏プラットフォームの研究開発に
ついては、より一層効率的な研究開発
を行うよう所要の予算措置を検討中
《機構定員》
・研究成果を社会に還元し、より一層活
用していくため、機構定員要求を検討中

区分 平成11年度 12年度 13年度 14年度

海外（人） 25 13 20 17

国内（人） 10 12 10 9

　研究開発支援セ
ンターの利用状況

Ｐ － － －

利用者数（件） － － 18,545 22,183

　情報通信分野に
おける標準の形成
状況

ＣＩ － － －

　国際的な連携に
係る会合の開催状
況

Ｐ － － －

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
　光アクセス網、光伝達網等の情報
通信分野における標準化の推進につ
いては、総合的に標準化を推進して
いくことが必要、また、我が国の標
準化をさらに強化するためには、民
間フォーラムとＩＴＵ等の国際標準
化機関との連携を強化する取組など
戦略的な標準化活動を強化していく
ことが必要

・ＡＩＣについては、平成14年度に２回開催
・ＡＳＴＡＰについては、平成14年度に第６回の総会が開催
・日本、中国及び韓国の標準化機関が定期的（年２回程度）に会合を開催

　ＩＴＵにおける光アクセス網、光伝送網等の情報通信分野の主要な標準（勧
告）（５件）を記載

－ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

・研究者を招へいして国内
各所の情報通信関係の研究
施設において通信・放送機
構の直轄研究等での共同研
究に参画させた。
・ＩＴ研究支援センターを
整備し、運用を開始するな
ど、研究開発環境の整備を
実施

（予算要求等への反映）
《継続》
　国際的に活躍する優秀な研究者を
育成・確保するため、研究者の招へ
い、IT研究支援センターの整備につ
いて、引き続き、所要の予算措置を
検討中

　研究者交流の実
績

Ｐ － －チ－４ 　（戦略的研
究開発を推進
させるため
の）研究人材
育成や研究環
境の整備

　国際的に活躍す
る優秀な研究者を
育成・確保し、情
報通信分野での国
際協力・国際貢献
の実現

Ｃ

　平成14年度において実施した55件の研究開発のうち、研究費の総額が10億円を越
える研究開発(４件)についての主要な研究成果を記述

チ－５ 　情報通信に
関する標準化
の推進

　情報通信に関す
る標準化を推進す
ることにより、国
民の情報通信利用
が円滑化すること
でその利便性を向
上させるととも
に、我が国の技術
水準を維持・向上

Ｃ ①　光アクセス網、光伝送
網等の情報通信分野におけ
る標準化の推進
②　国際的な連携の強化
③　暗号技術の検討会の開
催による暗号技術の評価及
び標準化



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　暗号技術検討会
の開催状況、成果
及び標準化の状況

Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《拡大》
　我が国が得意な技術分野の標準化
の取組の強化や研究機関・民間の標
準化活動の連携強化等に対応するこ
とが必要であり、所要の予算措置を
検討中
《継続》
　光アクセス網、光伝送網等の情報
通信分野における標準化の推進、国
際的な連携の強化及び暗号技術の評
価・標準化について、引き続き、所
要の予算措置を検討中
《機構定員》
　複数の標準案を調整して、我が国
として戦略的な標準化を推進するこ
とが必要であり、機構定員要求を検
討中

Ｐ － － － 平成13年度 14年度 15年度

570,000 295,000 149,000

36 39 －

　難視聴及び受信
障害解消世帯数

ＣＭ － － －

5,530 1,714 －

（予算要求等への反映）
《継続》
　引き続き情報格差の克服に取り組
んでいくため、アナログ放送の難視
聴の解消事業について、所要の予算
措置を検討中

区分 平成12年度
末 13年度末 14年度末

整備率 93.1% 94.2% 95.3%

　利用可能世帯数 ＣＭ － － －

世帯数 5,619 11,379 9,645

（予算要求等への反映）
《継続》
　過疎地等の条件不利地域の市町村
における情報格差是正に向け成果が
上がっており、引き続き所要の予算
措置を検討中

平成15年
度

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題等が
あり、事業の効果的な実施に向けた
取組の改善の検討が必要
（課題等）
　移動通信サービスエリア外地域が
残存しており、デジタル・ディバイ
ドの克服への取組が必要

(平成14年度予算額20.8億
円)
・移動通信用鉄塔施設の整
備
・携帯電話サービスにおけ
るエリア整備促進に関する
調査研究会を開催し、整備
促進に関する検討を実施

　整備率 ＣＭ 市町村役
場及びそ
の支所等
が移動通
信サービ
スエリア
としてカ
バーされ
ている市
町村割
合：95％
以上

－ツ－２ 　電波利用環
境の整備（移
動鉄塔）

　過疎地等におい
て移動通信が利用
できるようにする
ことによる、地域
住民等の利便性の
向上

Ｃ

　民放テレビ・ラ
ジオ放送難視聴等
解消施設整備事業
実施数

区　　分 ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の効
率性等に課題があり、取組の改善の
検討が必要
(課題等）
・アナログ放送の難視聴の解消事業
について、効率性の観点に立って、
事業規模の精査等の改善についての
検討中

・民放テレビ・ラジオ放送
難視聴等解消施設整備事業
(予算額は、「目標の達成
度合い」欄のとおり)

予算額（千円）

実施事業数

難視聴及び受信障害解消
世帯数

ツ－１ 　民放テレ
ビ・ラジオ放
送の難視聴等
の解消

　地域住民の利便
性を向上させると
ともに、情報に関
する地域格差を解
消

Ｃ

　暗号技術検討会を開催し（平成14年度は６回開催）、平成15年２月に電子政府
推奨暗号リストを決定し、公表



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

区分 平成11年度 12年度 13年度 14年度末

交付決定額 6,747百万円 5,254百万円 2,738百万円 796百万円

実施事業数
382 661 805 881

　アクセス件数 Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《継続》
　過疎地等の条件不利地域の市町村
における情報格差是正に向け成果が
上がっており、引き続き所要の予算
措置を検討中

年度 平成12年度 13年度 14年度

助成番組数
（番組） 4,910 5,168 6,435

助成額（億
円） 4.4 4.5 5.3

Ｐ － － － 平成13年度
末現在

14年度末現
在

５件 ７件

　ＩＴ生きがい・
ふれあい支援セン
ターの利用者数

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －
793人 903人

年度 11年度 12年度 13年度 14年度

助成件数 12 12 8 10

　高齢者・障害者
向け通信・放送
サービス充実研究
開発助成の実用化
の状況

ＣＩ － － －

　身体障害者向け
通信・放送役務の
提供、開発等の推
進の助成件数

Ｐ － － －

Ｐ － － － 年度

助成件数(件)

サービス内
容

　身体障害者向け
通信・放送役務の
提供、開発等の推
進のサービスの内
容

平成13年度 14年度

7 9

・電話を用いて、音声に
よる、インターネット上
の情報の検索、入手を可
能とするサービス他6件

・音声読み上げブラウ
ザーに対応したニュース
サイトサービス提供他8件

　高齢者・障害者
向け通信・放送
サービス充実研究
開発助成の助成件
数

Ｐ － －

　ＩＴ生きがい・
ふれあい支援セン
ターの施設整備数

区　分

施設整備数（交付決定
数）

利用者数

平成19年 ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、課題等が
あり、取組の改善・新たな対策の検
討が必要
（課題等）
・高齢者・障害者が容易にＩＴを利
用できる基盤整備については、地方
公共団等のニーズを踏まえたものと
する必要があり、また、高齢者・障
害者のＩＴ利用に関し社会的な意識
の醸成を図るための周知・広報につ
いて検討する必要あり
・高齢者や障害者が容易に利用でき
る情報通信関連機器・システム等の
実用化率の向上のための方策につい
て検討する必要あり

ア　字幕番組・解説番組等
の制作促進事業(平成14年
度助成額5.3億円)
イ　ＩＴ生きがい・ふれあ
い支援センター施設整備事
業（平成14年度予算額1.5
億円）
ウ　高齢者・障害者向け通
信・放送サービス充実研究
開発助成事業
エ　身体障害者向け通信・
放送役務提供・開発推進助
成事業

　字幕付与可能な総放送時間に占める字幕放送時間の割合：民放キー５局におい
て平成12年度8.6％、13年度16.1％

（予算要求等への反映）
《継続》
・高齢者・障害者のＩＴ利用を促進
する民間企業等に対する支援につい
ては、所要の予算措置を検討中
・地域におけるＩＴ利用基盤の整備
については、地方公共団体等のニー
ズ等の把握を行い、着実な整備に向
けて、所要の予算措置を検討中

－

　平成14年度までに、7件の実用化の例があり、引き続き、平成14年度までに研
究開発期間を終了したもの(36件)について、各研究開発事業者において実用化に
向けた開発努力等を行っている。

・平成13年度の助成件数７件
・平成14年度の助成件数９件

　字幕番組・解説
番組等の制作促進
事業における助成
対象の番組の制作
本数及び字幕付与
可能な総放送時間
に占める字幕放送
時間の割合

ＣＭ 100％ －ツ－４ 　情報バリア
フリー環境の
整備

　高齢者・障害者
の情報通信利用の
促進

Ｃ

－ － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

(平成14年度交付決定額796
百万円)
・地域インターネット導入
促進基盤整備事業
・情報通信システム整備促
進事業
・市町村等の広報活動等の
充実、利用状況が把握でき
るシステムの構築等

　地域インターネット導入促進事業実施前のホームページアクセス件数：人口１
人当り年間0,29件
　→　平成13年度までに同事業を完了し運用している団体の14年度のアクセス件
数：人口１人当り年間3.27件

ツ－３ 　地域におけ
る公共サービ
スの情報化の
推進

　過疎地等におい
て公共情報の入手
やインターネット
を誰もが自由に利
用できるようにな
ることによる、地
域住民の利便性を
向上

Ｃ 　事業実施数 Ｐ －



基準年次 達成年次
政策手段評価の結果測定結果等測定指標 目標値

目標期間指標
区分

　達成すべき目標
（「達成目標」）

目標
分類

政策
番号 政策名

　二国間定期協議･
政策対話､国際機関
等の枠組みにおけ
る国際調整に係る
情報通信分野の会
議の状況

Ｐ － － －

　ＩＴ政策・制度
支援ネットワーク
へのアクセス状況 Ｐ － － －

　アジア・ブロー
ドバンド計画の推
進に係る研究会等
の開催

Ｐ － － －

　国際的デジタ
ル・ディバイド解
消のための接続実
験

Ｐ － － －

　ＩＴＵ活動への
支援のための国際
調整

Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《継続》
・国際協調・国際貢献に向けた各施
策について所要の予算措置を検討中
・国際的デジタル・ディバイド解消
のための接続実験については、実験
結果、相手国のニーズ等を踏まえ、
所要の予算措置を検討中
《機構定員》
　国際関係業務の増大による体制の
強化については、「アジア・ブロー
ドバンド計画」の着実な推進、欧州
ではＥＵの拡大に伴う東欧地域の重
要性の増加、国際間の情報流通に伴
う新たな課題等への対応するために
機構定員要求を検討中

　平成14年度は、中国、韓国、ドイツ、英国、ＥＵ，フインランド、スウェーデ
ンとの間で両国の情報通信政策等について意見交換を実施し、米国及びＥＵとの
間で、ＩＣＴ分野に関する規制改革対話を実施し、日中韓情報通信大臣会合等を
開催

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・国際的デジタル・ディバイドの解
消については、政策・制度の策定支
援、技術協力、人材育成、共同実験
などの効果的な施策を実施できるよ
うに検討する必要あり
・二国間あるいは国際機関等他国間
で課題となっている事項について、
継続的な対話等を行い、諸外国の政
策・制度・技術動向の調査・分析を
踏まえて調整を図り、我が国の情報
通信政策・制度、研究開発等に関す
る施策等をアピールすること等が必
要

・二国間定期協議・政策対
話の開催、米国及びＥＵと
の間でのＩＣＴに関する規
制改革対話、国際機関等多
国間の枠組みの活動への参
画、ＩＴ政策・制度支援
ネットワークの構築、アジ
ア・ブロードバンド計画の
推進、国際的デジタル・
ディバイド解消のための接
続実験の実施、世界情報社
会サミットの成功に向けた
ＩＴＵ活動への支援等の取
組を実施

　平成14年度ヒット数４，１７６，国数15か国・地域

　平成14年度に「アジア・ブロードバンド戦略会議」を２回、「アジア・ブロー
ドバンド計画研究会」を６回開催

　国際共同実験を実施し、その結果を報告書に取りまとめ

　世界情報社会サミット（ＷＳＩＳ）に向け、平成15年１月、アジア太平洋地域
会合を主催し、「東京宣言」を採択し、また、ＩＴＵ全権委員会議、ＩＴＵ理事
会、ＷＳＩＳ準備委員会合等に参加

テ－１ 　二国間･他国
間等の枠組み
による国際的
な課題を解決
するための協
調及び貢献

　情報通信に関す
る各国間や国際機
関等での政策協調
を推進することに
より、我が国の情
報通信行政の国際
理解を図るととも
に、国際的なデジ
タル・ディバイド
を解消し、グロー
バルな情報通信
ネットワーク社会
を実現

Ｃ



基準年次 達成年次

Ｃ 区分 平成2年 5年 8年 12年

衆議院議員総
選挙における投
票率(％)

73.31 67.26 59.65 62.49

区分 平成4年 7年 10年 13年

参議院議員通
常選挙における
投票率(％)

50.70 44.50 58.83 56.42

区分 平成3年 7年 11年 15年

都道府県知
事選 54.43 55.12 56.78 52.63

都道府県議
選 60.49 56.23 56.70 52.48

市区町村長
選 65.28 59.84 61.12 56.23

市区町村議
選 63.81 59.61 60.34 55.94

区分 平成2年 5年 8年 12年

衆議院総選挙
における選挙
犯罪件数（検
挙件数）

3834 3021 886 552

衆議院総選挙
における選挙
犯罪件数（検
挙人員）

7623 5835 1713 1375

区分 平成4年 7年 10年 13年

参議院議員通
常選挙におけ
る選挙犯罪件
数（検挙件
数）

443 346 233 473

参議院議員通
常選挙におけ
る選挙犯罪件
数（検挙人
員）

1017 481 526 869

－ － －
第42回衆議
院議員総選
挙(平成12年)

第19回参議
院議員通常
選挙(平成13
年)

58,530人 73,651人

（参考となる指
標）
　在外投票者数

ＣＭ － － －
17,013人 22,054人

（参考となる指
標）
　電子投票実施団
体数

Ｐ － － －

区分

在外選挙人名簿登録者数
(選挙当日有権者数)

－ －

（参考となる指
標）
　在外選挙人名簿
登録者数

ＣＭ

・選挙啓発の推進について
は、テレビ・新聞等の広報
媒体を活用した明るい選挙
の推進及び政治・選挙の倫
理化運動の周知、明るい選
挙の推進及び政治・選挙に
関する啓発のための資料・
資材の作成・配布、明るい
選挙推進運動指導者養成の
ための研修、選挙制度、選
挙啓発及び政治・選挙の倫
理化推進方法等に関する企
画研究並びに有権者の投票
行動の実態把握のための世
論調査を実施した(平成14
年度明るい選挙推進委託費
予算額11億円)。
・国政選挙事務の円滑な管
理執行等は、選挙の円滑な
管理執行について都道府県
や市町村の選挙管理委員会
に対して適切な助言等を行
うとともに、その一環とし
て、電子機器の導入や段差
のある投票所へのスロープ
設置等を推進した。また、
平成14年２月に施行された
電磁記録投票法の周知を図
るとともに、地方選挙にお
ける電子投票の円滑な導入
を支援するため、地方選挙
電磁的記録式投票補助金を
創設し、電子投票による選
挙を行う地方公共団体に対
して財政的な支援を行った
(平成14年度地方選挙電磁
記録式投票補助金予算額
330百万円)。

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
 政策の必要性、施策の有効性・効率
性等が認められ、これまでの取組を
継続すべき

（予算要求等への反映）
《継続》
・明るい選挙運動に取り組むための
所要の予算の確保を検討
・国政選挙が円滑に執行できるよう
所要の予算の確保を検討
・電子投票による選挙を行う地方公
共団体に対して実施事例に係る情報
提供を行うとともに、地方選挙電磁
記録式投票補助金により電子投票の
導入を支援するため、所要の予算の
確保を検討

－

在外投票者数

選挙実施:２団体 岡山県新見市(平成14年６月執行)、広島市(平成15年２月執行)
条例制定済:７団体  ※上記２団体を含む

ト－１ 　選挙制度の
適切な運用

・国民一人一人が
主権者としての強
い自覚と高い政治
意識を持って選挙
に積極的に参加す
ることができるよ
う選挙啓発を推進
・国勢選挙事務の
円滑な管理執行等

（参考となる指
標）
　各種選挙の投票
率

－ －

（参考となる指
標）
　検挙件数・人員

ＣＭ

ＣＭ

政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類

－

測定指標 目標値
目標期間指標

分類 評価の結果 政策手段測定結果等



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

（参考となる指
標）
　投票所へのス
ロープ設置率

Ｐ － － －

（予算要求等への反映）
　政策の役割終えたため、なし。

年度

目標

実績

（予算要求等への反映）
　政策の役割終えたため、なし。

年度

目標

実績

年度

目標

実績

　各種サービスの
取扱数

ＣＭ
(Ｐ)

- - -

販売額

1,863億円

824億円

350億円

1,245億円

4,282億円

個人向け国債(15年３、４月債）

合  計

※平成15年１月14日～15年３月26日までの計数

14年度

簡易生命保険事業…健全
経営の確保（責任準備金
積立率は、100％を維持）

（予算要求等への反映）
　政策の役割終えたため、なし。

２年利付国債（平成15年２～３月債)

５年利付国債（15年１～３月債)

10年利付国債（15年１～３月債)

為替貯金事業…累積黒字
の確保（郵便貯金事業の
単年度黒字は12,282億円
以上）

単年度黒字9,000億円
単年度黒字は12,282億円
以上（平成１４年度決算
見込み）

　サービスの改
善・向上により、
利用者利便の向上

Ｃ

○ペーパーレス国債の取扱い

区分

ＣＭ
(Ｐ)

100％を
維持

簡易生命保険事業…健全
経営の確保（責任準備金
積立率は100％を維持）

責任準備金積立率は、
100％を維持

責任準備金積立率は100％
を維持（平成１４年度決
算見込み）

- - 平成13年度目標

為替貯金事業…累積黒字
の確保（郵便貯金事業の
単年度黒字は4,633億円以
上）

・簡易生命保険事
業…健全経営の確
保（責任準備金積
立率は、100％を維
持）

簡易生命保険事
業の責任準備金積
立率

・郵政事業庁が達成すべき
目標の設定と実績評価
・費用の削減、収益の増大
のための措置
・収益及び費用の管理
・保険料収入及び事業費等
の管理
・独立採算制の下、自律
的・弾力的な経営を可能と
する日本郵政公社を設立す
るための法令の整備

郵便事業…健全な事業財
政の確保（郵便事業の収
支率は101.3％以下）

郵便事業…健全な事業財
政の確保（郵便事業の収
支率は99.9％以下）

郵便事業の収支率99.6%
郵便事業の収支率101.8%
（平成１４年度補正予
算）

平成13年度目標 14年度目標 ○目標は、一部達成されなかったも
のの、これまでの取組による郵政企
画管理局の政策としての役割は終え
る。

平成13年度目標 14年度

郵便事業の収支
率

ＣＭ
(Ｐ)

99.9％以
下

-

郵便貯金事業の
損益

ＣＭ
(Ｐ)

単年度黒
字12,282
億円以上

ナ－２ 　健全な事業
財政の確保

・郵便事業…健全
な事業財政の確保
（郵便事業の収支
率は99.9％以下）

Ｃ

・為替貯金事業…
累 積 黒 字 の 確 保
（郵便貯金事業の
単 年 度 黒 字 は
12,282億円以上）

○目標は達成され、郵政企画管理局
の政策としての役割は終える。平成
15年４月１日に日本郵政公社が設立
され、今後は日本郵政公社がユニ
バーサルサービスの実施主体とな
る。

・郵政事業庁が達成すべき
目標の設定と実績評価
・信書の送達の役務の日本
全国におけるあまねく公平
な提供を確保しつつ、民間
事業者による親書の送達の
事業への参入を可能とする
ための法令の整備

・第18回参議院議員通常選挙(平成10年)21.7％
・第42回衆議院議員総選挙(平成12年)28.3％
・第19回参議院議員通常選挙(平成13年)31.9％

　郵便局配置空白市町村数：平成13年度末、14年度末とも０市町村

-

郵便局空
白市町村
数０市町
村

Ｃ 　郵便局配置空白
市町村数

ＣＭ
(Ｐ)

－ －

- -

ナ－１ 　ユニバーサ
ルサービスの
提供

ナ－３ 　利用者利便
の向上

　全国の市町村に
張り巡らされた郵
便局ネットワーク
を通じて、郵便・
為替貯金及び簡易
生命保険の各サー
ビスを国民利用者
へあまねく公平に
提供

・郵政事業庁が達成すべき
目標の設定と実績評価
・利用者利便向上のための
法令改正等
・独立採算制の下、自律
的・弾力的な経営を可能と
する日本郵政公社を設立す
るための法令の整備
・親書の送達の役務の日本
全国におけるあまねく公平
な提供を確保しつつ、利用
者の選択の機会の拡大を図
るための法令の整備

○大韓民国通貨の両替の取扱い　　販売　3,901件（15,482万円）買取  4,596件
（ 5,019万円）（平成14年５月１日～15年３月31日までの計数)

○目標は達成され、これまでの取組
による郵政企画管理局の政策として
の役割は終える。



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

区分 募集期間 引受額 販売額 販売率

15年３月債 平成15.2.3～
平成15.2.21

500億円 499億円 99.7％

15年４月債 15.3.12～
15.3.26

750億円 746億円 99.5％

　各種サービスの
取扱郵便局数

Ｐ - - -

Ｃ 区分 平成２年 ７年 12年 14年

組合消防本
部数 464 467 472 475

単独消防本
部数 469 464 435 425

消防職員数 13.4万人 14.7万人 15.3万人 15.4万人

消防団員数 100万人 98万人 95万人 94万人

区分 平成11年 12年 13年 14年

消防署所 4,909 4,912 4,912 4,916

消防ポンプ
自動車 7,986 7,938 7,965 7,967

はしご自動
車 1,303 1,310 1,308 1,303

化学自動車 1,057 1,057 1,042 1,038

救助工作車 1,141 1,150 1,173 1,191

消防水利
1,833,089 1,859,289 1,909,142 1,950,331

平成５年 ８年 12年

算定数
（Ａ） 25,861台 25,716台 23,499台

消防ポンプ
車

整備数
（Ｂ） 22,930台 23,165台 22,386台

Ｂ／Ａ 88,7％ 90.1% 95.3%

算定数
（Ａ） 1,427台 1,435台 1,453台

救助工作車 整備数
（Ｂ） 814台 1,033台 1,149台

Ｂ／Ａ 57.0% 72.0% 79.1%

区分 平成11年 12年 13年 14年

出動の推移 2937件 3974件 4336件 4686件

－

　消防・防災ヘリ
コプターによる出
動の推移

Ｐ －

－

－

　常備化の進展と
消防職団員数の推
移

Ｐ ○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
(課題等)
・市町村の常備消防・消防団の強化
を図る
・緊急消防援助隊の充実・強化、国
(消防庁)の対応力の強化を図る
・科学技術の進展やＩＴ化を積極的
に活用し、消防防災分野の高度化を
図る

－ －

（予算要求等への反映）
《拡大》
・国の対応責任を前提とした災害対応
等も含め、常備消防力の強化、消防・防
災ヘリコプターの積極的活用及び消防
団の活性化のため必要となる消防補助
金等の所要の予算措置を検討
・全国的な対応力の強化のため、緊急
消防援助隊の出動経費、消防救急無
線のデジタル化などの施設・資機材の
整備、訓練経費、緊急消防援助隊によ
る無償使用の対象となる消防用国有財
産・物品の充実とともに、国（消防庁）の
対応力の強化を図るよう所要の予算措
置を検討
・消防防災に係る科学技術・ＩＴの振興
のため、各種研究開発の強化、競争的
研究資金の導入、防災情報システムの
整備及び相互接続促進、市町村防災行
政無線の整備を図るよう所要の予算措
置を検討
《機構定員》
・今後の有事に係る国民保護に重要な
役割を果たす都道府県・市町村（消防
本部・消防団を含む）との連絡調整、そ
の他消防防災行政に係る企画立案機
能を強化するため、消防庁の機構定員
要求を検討

－ －
区分

－ －

Ｐ　消防力の基準と
比較した整備状況

－ －

　常備消防の施
設・設備数の推移

Ｐ

ニ－１ 　消防の対応
力（防災力）
の強化

　火災による被害
の軽減及び大規模
災害等による被害
の軽減

ア　地域の消防防災力の充
実・強化
（ア）常備消防力の強化
(平成14年度消防補助金210
億89百万円)
（イ）消防団の充実(平成
14年度消防団拠点施設等整
備事業8億11百万円、消防
団活性化総合整備事業7億
41百万円)
イ　全国的な対応力の充
実・強化
（ア）緊急消防援助体の整
備(平成14年度消防補助金
47億66百万円)
（イ）国（消防庁）の対応
力の強化(平成14年度補正
予算「総務省・消防庁消防
防災・危機管理センター
（仮称）」設置費用（６億
円））

○個人向け国債の取扱い

※平成15年２月３日～平成15年３月26日までの計数

　大韓民国通貨の両替の取扱局数　　１，４２６局

ウ　消防防災に係る科学技
術・ＩＴの振興
（ア）独立行政法人消防研究
所との連携(平成14年度運営
交付金予算12億26百万円)
（イ）新技術の導入と技術基
準の性能規定化(平成14年
度当初予算95百万円、補正
予算3億95百万円)
（ウ）性能規定化に関する消
防法改正
（エ）消防防災に係るＩＴ化の
推進



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

ヘリコプ
ターによる
出動状況

2,937 3,974 4,336 4,686

1機当りの出
動状況 44.5 58.4 63.8 68.9

　緊急消防援助隊
の部隊数の推移

Ｐ － － －
区分

平成７年９月
登録（発足
時）

平成１３年１
月登録

平成１４年４
月登録

平成１５年５
月登録

部隊数 1,267 1,785 2,028 2,210

部隊名（緊急
消防援助隊施
設・設備名）

平成１１年 １２年 １３年 １４年

救助部隊（救
助工作車） ７ 10 ８ 19

救急部隊（災
害対応特殊救
急自動車）

11 41 42 167

消火部隊（災
害対応特殊ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ自動車等）

━ ━ 109 182

　消防庁における
定員増加数

Ｐ － － －

－ 平成17年
度 平成13.4.1 14.4.1 15.4.1

27 39 41

47 47 47

57.4% 83.0% 87.2%
－ 381 438 456

904 900 894

42.1% 48.7% 51.0%

－ 15 18 19

51 51 51

29.4% 35.3% 37.3%

区分 平成11年 12年 13年 14年

整備率
の推移 63.7% 65.3% 66.1% 66.8%

略

（注）評価書では、上記ほか、救助、救急、指揮支援、後方支援、消火、航空、
水上、特殊災害の各部隊別隊数及び人員数記載

（総数）

整備率

航空隊80％ 平成17年
度

　市町村防災行政
無線の整備率の推
移

Ｐ － －

Ｐ

100％ 平成17年
度

消防本部

（総数）

整備率

100％
区分

都道府県

（総数）

整備率

－ － －

（注）評価書では、上記ほか、指揮支援部隊、特殊災害部隊、航空部隊、水上部
隊、後方支援部隊についても記載

－

　緊急消防援助隊
の主な施設・設備
に係る補助実績

－ － －

Ｐ

　消防庁防災情報
システムへの接続
団体数の推移（都
道府県）

Ｐ

Ｐ

　 Ｐ

　消防庁防災情報
システムへの接続
団体数の推移（消防
本部）

　消防庁防災情報
システムへの接続
団体数の推移（航空
隊）



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

ニ－２ 　火災予防対
策の推進

　火災による被害
の軽減及び危険物
事故による被害の
軽減

Ｃ 　出火件数の推移
（全体、建物、住
宅）

ＣＭ － － －

　死者数の推移
（全体、建物、住
宅）

ＣＭ － － －

　住宅用火災警報
器の効果等

ＣＭ － － －

区分 平成9年 10年 11年 12年

住宅火災に
よる死者数
(人)

3360 3220 2895 3420

住宅用火災
警報器等の
普及率(％)

94 ─ ─ ─

－
区分 平成10年 11年 12年 13年

住宅火災に
よる死者数
(人)

865 981 936 923

住宅用火災
警報器等の
普及率(％)

4.1 5.1 6.9 9.1

　小規模雑居ビル
の消防法違反率

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

　危険物施設にお
ける火災・漏えい
事故件数の推移
（昭和37年～平成
14年）

ＣＭ － － －

　危険物施設にお
ける１万施設当り
の火災・漏えい事
故発生率の推移
（昭和42年～平成
14年）

ＣＭ － － －

　危険物施設にお
ける事故による損
害額の推移（最近
５年間）

ＣＭ － － －

　危険物施設にお
ける事故1件あたり
の損害額の推移
（最近５年間）

ＣＭ － － －

　危険物施設における事故による損害額の推移（平成10年から平成14年）を折れ
線グラフで記載

　危険物施設における事故1件あたりの損害額の推移（平成10年から平成14年）
を折れ線グラフで記載

　出火件数の推移（昭和36年から平成13年、全体、建物、住宅別）を折れ線グラ
フで記載

－ －

　日本における住
宅用火災警報器等
の普及率と住宅火
災による死者数

ＣＭ －

ＣＭ

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
(課題等)
○火災対策
　住宅防火対策、放火対策を強化す
るとともに、小規模雑居ビルの防火
安全対策を更に推進する必要があ
る。
○危険物事故の防止対策
・「危険物事故防止アクションプラ
ン」による官民一体となった事故防
止対策の推進
・危険物施設全体に係る腐食・劣化
評価手法の確立等による漏えい事故
防止への対応等の強化

ア　住宅防火対策の充実
（ア）住宅防火基本方針に
基づく対策の推進
（イ）各種住宅防火対策の
状況
（ウ）全国火災予防運動
イ　小規模雑居ビルにおけ
る防火安全対策の推進
（ア）消防法の改正
（イ）防火安全室の設置
（ウ）立入検査・違反処理
マニュアルの作成・周知
（エ）予防要員に対する地
方財政措置の充実
（オ）消防防災支援要員の
確保(平成14年度事業費約
13.4億円)
（カ）関係機関との連携体
制の整備
（キ）広報活動の推進

　死者数の推移（昭和36年から平成13年、全体、建物、住宅別）を折れ線グラフ
で記載

・住宅火災のうち、死者の発生した火災の割合(平成13年中)
  設置無5.23％設置有1.54％
・方式別住宅用火災報知器のコスト
     熱式・煙式　　金額　約5,980円～9,500円
     火災・ガス漏れ複合型  金額  約13,500円～24,000円

－

－

　米国における住
宅用火災警報器等
の普及率と住宅火
災による死者数

（予算要求等への反映）
《拡大》
・住宅火災による死者発生の低減のた
め、「住宅防火基本方針」に基づき、住
宅用火災警報器等の更なる普及促進を
図り、防火意識の一層の向上等を推進
する等のため所要の予算措置を検討
・消防機関による立入検査の重点化・
効率化を推進し、違反処理情報をデー
タベース化する等違反率低減を推進す
るための措置を行うとともに、消防計画
作成マニュアルを作成する等防火管理
体制の充実強化を図るため所要の予算
措置を検討
・ 危険物施設に関する腐食・劣化評価
手法の開発・導入整備や、「危険物事
故防止アクション・プラン」等に基づいた
事故防止の推進、「危険物災害等情報
支援システム」及び「危険物等事故情報
サブシステム」等の拡充を推進するよう
所要の予算措置を検討
・火災予防対策の総合的な推進のた
め、火災種別に応じた調査チームの編
成等の実効性ある体制を整備・充実し、
消防庁長官による主体的な火災原因調
査を的確に実施する等のため所要の予
算措置を検討
・全国火災予防運動の重点目標に掲
げ、「放火火災予防対策マニュアル」に
基づく重点的な放火火災予防対策を呼
びかけるとともに、特に都市部で多い連
続放火への対策を念頭に、放火火災予
防対策を推進するため所要の予算措置
を検討

・小規模雑居ビルの消防法違反率
平成13年10月92％、平成14年1月79％、平成15年1月56％

　危険物施設における火災・漏えい事故件数の推移（昭和37年～平成14年）を折
れ線グラフで記載

　危険物施設における１万施設当りの火災・漏えい事故発生率の推移（昭和42年
～平成14年）を折れ線グラフで記載

ウ　危険物事故の防止対策
の充実・強化
（ア）事故防止対策の推進
（イ）危険物等に関する情
報の共有化推進
（ウ）危険物施設への立入
検査及び違反処理の推進
（エ）地下埋設安全・環境
対策に係る検討(平成14年
度予算約95百万円)
エ　消防庁長官（独立行政
法人消防研究所を含む）に
よる火災原因調査
（ア）消防庁長官による火
災原因調査の要請を行うよ
う地方公共団体に通知
（イ）消防庁長官による主
体的な火災原因調査の検討
オ　放火対策の強化
（ア）全国火災予防運動を
通じた取組
（イ）大都市における放火
対策検討会



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

－ － －
平成12年度 13年度

12,573件 12,302件

61.9% 63.6%

－ － －
128件 71件

64.8% 67.6%

　消防庁長官（独
立行政法人消防研
究所を含む）によ
る火災原因調査

Ｐ － － －

　放火火災発生件
数・割合の推移
（最近10年間）

ＣＭ － － －

二－３ Ｃ 区分 平成10年 11年 12年 １３年

自然災害に
よる死者・
行方不明者
数

109 141 78 90

火災による
死傷者数
（自殺者除
く）

1206 1346 1302 1390

火災による
死者数（自
殺者含む）

2062 2122 2034 2195

区分 平成11年 12年 13年 14年

自主防災組
織 54.3 56.1 57.9 59.7

区分 平成12年 13年 14年 15年

市町村同報
系 63.7% 65.3% 66.1% 66.8%

　市町村防災無線
の整備率の推移
（移動系）

Ｐ

90％
平成17年
度末

　市町村防災無線
の整備率の推移
（地域防災無線） Ｐ

20％

平成17年
度末

・平成15年3月現在
　移動系86.9％（前年度比＋0.1％）

・平成15年3月現在
　地域防災無線8.1％（前年度比＋0.3％）

　消防法第35条の3の2による消防庁長官による火災原因調査は、平成14年に2件
実施

　放火火災発生件数・割合の推移（昭和45年から平成14年）を折れ線グラフで記
載

Ｐ 70％ －

ＣＭ
(Ｐ)

危険物施設等に対する措
置命令件数

危険物施設における措置
命令の年度内是正率

　災害に強い
まちづくりの
推進

　災害による被害
の軽減

－

　自然災害・火災
による死者数の推
移

ＣＭ － －

ＣＭ
(Ｐ)

区分

危険物施設における違反
件数

危険物施設における違反
の年度内是正率

－

　危険物施設に係
る命令是正率（危
険物施設における
違反件数、違反の
年度内是正率）

　危険物施設に係
る命令是正率（危
険物施設等に対す
る措置命令件数、
措置命令の年度内
是正率）

（予算要求等への反映）
《拡大》
・地域の防災力の強化のため、地域
防災力評価の推進、防災基盤整備の
推進、防災・危機管理教育の充実、
市町村防災行政無線の整備等を図る
よう所要の予算措置を検討
・自主防災組織活動の活性化のた
め、活動用施設・資機材等の整備促
進、啓発の充実のほか、災害発生時
にボランティア等が集い意見交換を
行う「プラットホーム(仮称)」等の
環境整備を支援するよう所要の予算
措置を検討
・地方公共団体の対応力の強化のた
め、地域防災計画の見直し、地方公
共団体の防災体制の強化促進等を図
るよう所要の予算措置を検討
・有事に係る国民保護への対応を図

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
災害による人的、物的被害をさらに
軽減するため、
・住民レベル、地方公共団体レベル
での防災対応力の強化を図る
・地震災害等とともに、原子力、石
油コンビナート、ＮＢＣテロ災害な
ど特殊災害への対応強化

平成17年
度末

　自主防災組織の
組織率の推移

ＣＭ － －

　市町村防災無線
の整備率の推移
（市町村同報系）

（イ）公共施設等の耐震化
（ウ）火山災害対策の推進
エ　特殊災害対策の推進
（ア）地域防災計画原子力
災害対策編の修正の推進
（イ）原子力防災資機材の
整備

ア　地域の防災力の強化
（ア）地域防災力評価の推
進
（イ）防災基盤整備の推
進、自主防災組織の活性化
等
（ウ）防災・危機管理教育
の充実
（エ）防災訓練の実施
（オ）市町村防災行政無線
の整備(平成14年度消防補
助金21億70百万円)
イ　地方公共団体の対応力
の強化

（ア）地域防災計画の見直
し
（イ）地方公共団体の防災
体制の強化促進
（ウ）有事に係る国民保護
への対応
ウ　地震対策等の充実
（ア）耐震性貯水槽の整備
(平成14年度消防補助金29
億98百万円)



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

区分 平成11年 平成12 13年 14年

市町村地域
防災計画の
阪神淡路大
震災以降の
修正状況

47.2% 57.3% 63.2% 68.1%

区分 平成10年 14年 15年

部長級以上
をおいてい
る都道府県

５ 16 17

次長級をお
いている都
道府県

６ 18 23

どちらかを
おいている
都道府県

10 28 32

区分 平成11年度 12年度 13年度 14年度

耐震性貯水
槽の整備数 345基 363基 514基 798基

　公共施設等耐震
化事業の状況

ＣＭ
(Ｐ)

　299施
設

平成13年
度

平成17年
度

公共施設等
（庁舎・消
防庁者）耐
震化事業の
実施件数

－ － 　　47件 43件

　都道府県及び市
町村の公共施設等
の耐震化一覧

ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

　地域防災計画原
子力災害対策編の
作成又は修正率

Ｐ － － －

　ＮＢＣテロ災害
用資機材の整備状
況

Ｐ － － －

二－４ 　救急業務の
充実・高度化

　救命率の向上 Ｃ 　救急出場件数の
推移

Ｐ － － －

区分 平成５年 平成10年 平成13年

全出場件数
の推移（千
件）

2,932 3,701 4,398

　救急隊数の推移 Ｐ － － －
区分 平成３年 平成8年 平成13年 平成14年

救急隊数 4,152 4,416 4,563 4,596

・平成13年度末現在の都道府県及び市町村の公共施設等の耐震率
・昭和57年以降建築の耐震化率49.0％（212,882施設）

　平成15年2月現在の地域防災計画原子力災害対策編のの作成又は修正率
　関係都道府県21団体中20団体（95％）、関係市町村65団体中48団体（74％）

　消防隊、救助隊用の化学防護服・防毒衣(陽圧式)3,488、消防隊、救助隊用の
化学防護服・防毒衣(陽圧式以外のもの)5,377他

Ｐ 3,101基 平成13年
度

平成17年
度

－

　市区町村地域防
災計画の修正率

Ｐ － －

　都道府県におけ
る防災・危機管理
専門職の設置状況

Ｐ － －

－

　耐震性貯水槽の
整備数（基数）

るため、①地方公共団体における国
民保護計画と、それに基づくマニュ
アル、シミュレーション等、②地方
公共団体の組織体制の強化、標準化
の在り方等、③地方公共団体の果た
すべき役割に係る教育・訓練等の事
項について、国・地方公共団体にお
いて検討する上で必要な予算を確保
するよう所要の予算措置を検討
・国民保護計画に基づく施設・設備
の整備の推進するよう所要の予算措
置を検討
・地震対策等の充実のため、耐震性
貯水槽の整備、公共施設等の耐震化
等を図るよう所要の予算措置を検討
・火山災害対策の推進については、
避難体制の充実のため、退避舎や退
避壕、ヘリコプター離発着場などの
整備を進めるよう所要の予算措置を
検討
・特殊災害対策の充実のため、原子
力防災資機材の整備、原子力関係の
教育・訓練の実施、石油コンビナー
ト防災対策の推進、消防活動が困難
な空間における活動支援システムの
開発、地下鉄同の火災対策の推進、
ＮＢＣテロ対策の推進等を図るよう
所要の予算措置を検討

（ウ）原子力関係の教育・
訓練の実施
（エ）石油コンビナート防
災対策の推進
（オ）消防活動が困難な空
間における活動支援システ
ムの開発
（カ）地下鉄道の火災対策
の推進
（キ）ＮＢＣテロ対策の推
進

ア　高度な救急救命処置を
行うことができる搬送体制
の確保
（ア）搬送体制の確保
ａ　救急隊数の確保(平成
14年度消防補助金24億35百
万円)
ｂ　消防・防災ヘリコプ
ター救急出動の促進
（イ）高度な救急救命措置
の実施
ａ　救急救命士の処置範囲
の拡大
ｂ　救急救命士の養成・確
保
イ　現場における一般市民

○目標達成に向けて成果が上がって
いる。
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
　更なる救命率の向上を図るために
は、救急救命士の処置範囲の拡大、
救急救命士等の養成・確保,ヘリコプ
ター、高規格救急自動車・除細動器
等の整備などの一層の充実強化が必
要



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

区分 平成10年 11年 12年 13年 14年
における応急手当の実施

消防・防災ヘ
リコプターに
よる出動の推
移

2,413件 2,937件 3,974件 4,336件 4,686件

（予算要求等への反映）
《拡大》

　救急救命士制度
の導入による救命
率の向上

ＣＭ － － －

救命率の推移 5.2% 5.3% 5.6% 5.6% 5.8%

Ｐ 全救急隊
の75％の
隊に救急
救命士を
１以上配
置

－ 平成17年
度末

区分 平成10年 11年 12年 13年

搬送を行った
心肺停止傷病
者数

80,970 83,353 84,899 88,058

ラリンゲアル
マスク等によ
る気道確保の
実施状況

19,513 23,111 25,101 26,715

除細動実施状
況 2,995 3,557 4,134 4,860

静脈路確保実
施状況 6,146 7,568 7,542 7,882

計 28,654 34,236 36,777 39,457

区分 平成11年 12年 13年 14年

救急救命士
の配置され
た救急隊の
割合

44.8% 51.2% 56.8% 62.8%

救急自動車
に占める高
規格救急自
動者の割合

40.4% 45.0% 50.3% 55.5%

58.4 63.8 68.944.5

都道府県・
消防本部ヘ
リコプター
による１機
当りの出動
数の推移

37.1

－ 平成17年
度末

　高度な救急救命
処置の実施状況の
推移

　救急救命士の配
置された救急隊の
割合及び救急自動
車に占める高規格
救急自動車の割合

Ｐ 全救急隊
の75％の
隊（救急
救命士が
配置され
た隊）に
高規格救
急自動車
を配置

－

　都道府県・消防
本部ヘリコプター
による出動状況
（１機当りの出動
状況を含む）

Ｐ － － －

Ｐ － －　消防・防災ヘリ
コプターによる出
動の推移

・救命率の向上を目指し、高規格救急
自動車、除細動器等の整備を促進する
ため、所要の予算措置を検討。
・消防・防災ヘリコプターの活用を促進
するため、未配備県域の解消、「緊急消
防援助隊の編成及び施設の整備等に
係る基本的な事項に関する計画」にお
ける航空部隊の必要数の確保等を図る
ため、所要の予算措置を検討。



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

区分 平成11年 12年 13年 14年

救急救命士
（人） 7,201 8,517 9,909 11,304

救急標準課
程又は救急
Ⅱ課程
（人）

35,696 37,434 38,547 39,508

救急救命士
又は救急標
課程若しく
は救急Ⅱ課
程を受講し
た救急隊員
の割合

77.0 81.9 85.7 88.3

救急Ⅰ課程
（人） 12,820 10,177 8,101 6,703

平成13.10.1 14.10.1

778 821

149 204

165 501

　メディカルコン
トロール協議会の
設置状況

Ｐ － － －

　心肺停止傷病者
に対する応急手当
の実施有無別救命
率

ＣＭ － － －

平成10年 11年 12年 13年 14年

19.7% 23.0% 24.9% 26.6% 27.8%

区分 平成11年 12年 13年 14年

救急講習回
数 30,232 35,847 39,513 45,135

救命講習受
講者数 690,507 839,114 910,092 954,834

－　救命講習回数・
救命講習受講者数

ＣＭ － －

　応急手当実施率 ＣＭ
(Ｐ)

－ － －

－
区分

救急救命士に対する常時
指示体制の構築済本部数

救急活動の医学的観点か
らの事後検証体制の構築
済本部数

消防本部における再教育
病院実習時間の確保済本
部数

　平成15年５月現在の都道府県ＭＣ協議会設置数47、地域ＭＣ協議会設置数204
（区域割の85％に設置）

・平成12年から14年の平均による応急手当が実施された傷病者の１か月生存率：
4.2％
・応急手当が実施されていない傷病者の１か月生存率：3.0％

　常時指示、事後
検証及び再教育の
実施状況

Ｐ － －

　教育訓練を受け
た救急隊員の数

Ｐ 全隊員が
救急救命
士又は救
急標準課
程若しく
は救急Ⅱ
課程を受
講した救
急隊員に
より構成

－ 平成17年
度末



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

Ｐ － － －
平成12年度 13年度 14年度

46 46 57

　承認統計調査の
審査件数

Ｐ － － －
178 171 153

　主な改善事例 Ｐ － － －

　産業連関表の基
本表の作成及び計
数調整において、
調整を図った事例

Ｐ － － －

　改訂された日本
標準産業分類の適
用に関する調整状
況及び周知状況

Ｐ － － －

　職業分類の改訂
に関する取組状況

Ｐ － － －

　国際標準産業分
類の改訂への協力
状況

Ｐ － － － （予算要求等への反映）
《機構定員》
・新たに予定している機械的バラン
ス調整を効果的に計数調整作業へ組
み入れる等、今後の作成作業の効率
化、早期化を図るための検討を行う
必要があり、増員要求を検討中
・各府省を構成メンバーとし、日本
標準産業分類の改訂等について検討
する組織を設置する予定

ヌ－２ Ｃ
平成12年度 13年度 14年度

43 44 44

79 84 79

2,896 3,335 2,919

　地方研修への総
務省からの講師派
遣実績

Ｐ － － －

19人 17人 16人

　統計専任職員配
置費についての監
査件数

Ｐ － － －

－ ５県 ７県

57 70 61

－ 91.2% 91.7%

　受講者からの要
望に基づく研修内
容の改善事項

Ｐ － － －

　２事例を記載

　国連標準産業分類の改訂について検討している国連の技術サブグループに２回
参加（平成14年度）。

区分

　改善内容…指導者研修の開催時期の変更

　分類項目名、説明及び内容例示のキーワード検索システムを開発し、霞が関Ｗ
ＡＮで利用できるようにしたほか、「日本標準産業分類」の刊行等を行った。

　主な改善事例（統計調査の中止、統合、計画の大幅な変更等）を７事例記載

指定統計調査の審査件数

承認統計調査の審査件数

区分

－　地方統計職員業
務研修の開催状況

－

－

　社会・経済の変
化に対応した統計
調査等の実施に向
けた的確な実施

Ｃ 　指定統計調査の
審査件数

Ｐ －

ＣＭ －　指導者研修

監査件数

アンケートに基づく満足
度（「非常に参考になっ
た」又は「参考になっ
た」との回答の割合）

講師派遣実績（人）

ヌ－１ 　社会・経済
の実態を的確
に把握した統
計調査の実施

－

　「職業分類に関する調査研究」（平成14年度、15年度）を委託により実施して
いる。

受講者数（人）

開催都道府県数

開催延べ回数

受講者数（人）

　国・地方が
共同で行う統
計調査の円滑
かつ効率的な
実施

　国・地方が共同
で行う統計調査の
効果的・効率的な
実施体制の確保

（予算要求等への反映）
《拡大》
・統計調査員確保対策事業について
は、限られた経費の中で、事業遂行
に必要な経費を維持し、より効果的
に事業を遂行することが必要なた
め、所要の予算の確保に向け検討中

・地方統計主管組織への支
援
・統計調査員確保対策事業
関係等（登録調査員中央研
修、登録調査員実務研修、
指導者研修等の実施、統計
調査員の表彰制度の改善）
・「統計行政の新たな展開
方向」についての検討を実
施

・統計法及び統計報告調整
法に基づく指定統計調査及
び承認統計調査の計画につ
いて、統計調査相互の重複
がないか、時宜に応じた調
査計画となっているか等に
ついて審査を実施した。
・産業連関表について、
「平成12年(2000年)作成基
本方針」に基づき、同表作
成の一環として、これまで
に収集したデータに基づ
き、基本表作成に向けて、
国内生産額、投入額、産出
額の推計作業を行った。ま
た、投入額及び産出額の誤
差を調整し、一致させるた
めの計数調整を開始した。
・標準統計分類のうち、改
訂された日本標準産業分類
の適用が円滑に行われるよ
うに各府省との調整を図っ
た。

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・統計行政の新たな展開方向の各府
省申合せを受けて、各業務における
改善・整備を計画的に行っていく必
要がある。
・産業関連表について、平成15年度
の公表に向けて、社会・経済の実態
を反映したものになるよう引き続き
調整を図っていく必要がある。
・日本標準産業分類の円滑な活用及
び将来の改訂に向けた情報収集等に
留意する。

○目標達成に向けて成果が上がってい
る
　政策の必要性はあるが、施策の有効
性・効率性等に課題があり、取組の改
善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・統計専任職員制度及び地方公共団
体の統計職員に対する研修について
は、地方公共団体から改善要請もあ
ることから、これについて検討が必
要
・統計調査員に対する研修について
は、経費削減に伴う事業運営の再検
討が必要



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

　登録基準数 Ｐ － － －
区分 平成11年度 12年度 13年度 14年度

登録基準数
（人） 84,406 84,436 84,474 －

　登録調査員数 Ｐ － － －
登録調査員
数（人） 89,434 90,780 92,929 －

　登録者率 Ｐ － － －
登録者率
（％） 106.0 107.5 110.0 －

　調査従事率 Ｐ － － －
調査従事率
（％） 82.3 86.1 77.1 －

　登録調査員中央
研修の受講者数

Ｐ － － － 登録調査員
中央研修の
受講者数

－ 94 99 94

　登録調査員実務
研修の受講者数

Ｐ － － －
登録調査員
実務研修の
受講者数

－ 37 39 46

　指導者研修の受
講者数

Ｐ － － －
指導者研修
の受講者数 － 58 60 48

　アンケートに基
づく満足度

ＣＭ － － －

区分 平成11年度 12年度 13年度 14年度

全国での研
修実施回数 493 409 427 －

全国での研
修受講者数
（延べ） 21,679 18,726 19,388 －

受講者数の
登録者数に
対する割合
（％）

24.2 20.5 20.9 －

　「統計調査員表
彰制度」により表
彰された統計調査
員数

Ｐ － － －

87名 94名

－－Ｐ －　地方公共団体に
おける研修の実施
状況

《機構定員》
　統計行政の新たな展開方向の各府省
申合せの後は、その申合せに基づき、
各業務における改善・整備を行っていく
必要があり、増員要求を検討中

　平成14年度に行った研修についての「非常に参考となった」又は「参考になっ
た」との回答割合
　中央研修72.4％、実務研修100％、指導者研修97.7％

「統計調査員表彰制度」により表彰さ
れた統計調査員数



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

　負担軽減の観点
からの改善事例

ＣＩ － － －

（予算要求等への反映）
《継続》
  報告者の負担軽減対策を図るため、
効果的な施策を講ずるため、所要の予
算の確保に向け検討中
《機構定員》
　統計行政の新たな展開方向の各府省
申合せに基づき、各業務における改善・
整備を行っていく必要があり、増員要求
を検討中

ヌ－４ Ｃ Ｐ － － －
平成12年度 13年度 14年度

330 292 310

　国際機関等向け
の統計刊行物の件
数及びページ数

Ｐ － － －
２件

559ページ
１件

143ページ
２件

1,894ページ

12 12 13

15 18 16

　国際統計に関す
る関係府省連絡会
議において情報の
共有を図った国際
会議の数

Ｐ － － －

　各種国際統計事
業への協力

Ｐ － － －

区分

－－

・国際比較プログラムへの参加
・ＩＭＦ特別データ公表基準（ＳＤＤＳ）に参加

　統計に関す
る国際協力の
推進

－ －

　国際協力のため
の関係府省の統括
及び国際的な要請
への的確な対応、
情報の提供

　官庁統計に対す
る国民の協力の確
保のための統計普
及事業等の的確な
実施

　各府省横断的な
統計関係国際会議
への対応状況

Ｐ －Ｃ 　「統計の日」の
主要関連行事等の
の実施状況

　官庁統計に
対する国民の
協力の確保

ヌ－３

　国際機関等から
の情報提供及び照
会対応件数

国際機関等向けの統計刊
行物の件数及びページ数

出席件数

出席者数

Ｐ －

・平成14年６月から「事業所・企業データベース」の運用を開始し、14年度末に
合計78調査についての既往調査歴が登録され、同年度中において、35調査の実施
に当たって、重複是正措置が採られた。
・統計調査の審査で負担軽減の観点から改善された事例（３事例）の記載

・「統計の日」を中心とし
た各種行事等統計普及事業
等を各府省、地方公共団体
の協力を得て実施
・事業所・企業統計調査の
履歴情報を整備・構築した
「事業所・企業データベー
ス」の運用を開始し、重複
是正を本格的に行ったほ
か、統計調査計画の審査・
調整の中で、報告者の負担
軽減等を図った。

・国際連合、ＯＥＣＤ、Ｉ
ＭＦ等の各府省横断的な国
際機関等からの情報提供要
請について関係府省の協力
を得つつ対応した。
・我が国の統計活動の最近
の動向を国際機関や諸外国
の統計部局等に紹介する出
版物を刊行した。
・各府省に対し、諸外国の
統計制度とその運営状況等
を紹介する出版物を刊行す
るなど情報提供した。
・統計関係国際会議の出席
に当たって各府省間の調整
を行うとともに、政府代表
として出席した。その他国
際統計事業に対する協力を
行った。

（予算要求等への反映）
《機構定員》
  統計行政の新たな展開方向の各府省
申合せの後は、その申合せに基づき、
各業務における改善・整備を行うため、
増員要求を検討中

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・統計普及活動については、調査環
境の変化や地方公共団体等の要請に
対応した取組の改善や新たな対策の
検討も必要
・負担軽減対策については、今後も
これまでの取組を進めていく必要あ
り

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

国際機関等からの情報提
供及び照会対応件数

　平成11年度42、12年度42、13年度40、14年度27

・「統計の日」のポスター約64,000枚作成し、全国的に掲示
・「統計の日」制定30周年記念統計フェアの実施
・「統計の日」を中心に、各種媒体を通じて広報活動を実施
・第23回理論家と実務家による官庁統計シンポジウムを平成14年10月18日に開催
・第53回全国統計大会を後援
・全国の42都道府県で開催された地方統計大会に職員の派遣等を行い支援



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

Ｃ

　調査事項・項目
の充実の状況

Ｐ － － －

　集計内容・事項
の充実の状況

Ｐ － － －

　国際的基準を踏
まえた統計の整備
状況

Ｐ － － － ａ　科学技術研究調査：国際比較性の
向上の観点から、国際標準に準拠した
ものに調査事項等を見直し

ａ　小売物価統計調査：調査品目・銘
柄の改正、15年１月以降の調査品目・
銘柄数は505品目、773銘柄
ｂ　個人企業経済調査：事業主の高齢
化等の構造変化を把握するための調査
事項の変更
ｃ　科学技術研究調査：研究者の流動
性に関する調査事項の新設
ｄ　14年就業構造基本調査：雇用のミ
スマッチの状況、多様化する雇用形態
の状況、９月末一週間の就業状態の把
握のための調査事項の追加
ｅ　14年全国物価統計調査：インター
ネット通信販売による価格の実態、広
告の実施頻度などの調査事項の充実
ｆ　消費者物価指数：調査品目・銘柄
の改正、14年度時点の品目数は598品目

ａ　13年事業所・企業統計調査：企業
に係る統計表の充実
ｂ　13年社会生活基本調査：生活時間
の配分について、より詳細に把握
ｃ　消費者物価指数：５年ごとの基準
改定の実施

平成13年度

ａ　家計消費状況調査：家計調査を大
サンプルで補完するための高額消費の
実態とＩＴ関連の機器・サービスの利
用状況に関する実態を把握

　新たな統計調査
の実施状況

－－Ｐ －

ａ　13年事業所・企業統計調査：企業
活動の変化に対応した調査事項の充実
ｂ　労働力調査：失業者や非労働力人
口に関する調査事項の充実
ｃ　小売物価統計調査：調査品目・銘
柄の改正、14年１月以降の(調査品
目・)銘柄数は504品目、772銘柄
ｄ　家計調査：家計収支の実態（貯
蓄・負債の保有状況と家計消費動向の
関係）をより的確に把握
ｅ　13年社会生活基本調査：インター
ネットの活用状況や介護サービスの利
用状況などの調査事項の追加

平成14年度

ａ　就業希望状況調査：失業者の詳細
な実態の把握

ア　社会・経済の変化及び
統計需要への的確な対応を
図るため、「就業希望状況
調査」、小売物価統計調査
の調査品目・銘柄の改正、
個人企業経済調査の標本数
の拡充及び調査事項の見直
し等を実施
イ　統計調査の円滑かつ効
率的な実施及び統計の信頼
性の確保として、小売物価
統計調査の調査方法の見直
し、個人企業経済調査の調
査票の見直し等を実施
ウ　統計情報の的確な提供
として、府省との統計情報
の共有、都道府県との統計
情報の共有、ホームペ－ジ
等による統計情報の提供等
を実施

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
・社会情勢の変化に対応した調査事
項や集計内容の充実などの不断の見
直しを行うこと。また、調査方法に
ついても新たな情報通信技術をも活
用しつつ、より効率的で調査客体の
負担が少なく、結果精度に影響を及
ぼさない形での改善を常に検討して
いくこと。
・近年の調査環境の悪化に対応し、
統計の必要性、重要性、秘密の保護
の万全性などについて広報を充実し
て統計の信頼性の確保に努め、統計
知識の普及啓発を図っていくこと。
・結果提供についても、だれでも容
易かつ便利に利用できることを常に
追求していくこと。

（予算要求等への反映）
《拡大》
・国勢調査については、前回調査以降
に市町村合併があった（予定されてい
る）地域については、全面的に見直しを
行い、当該地域の調査区地図を新たに
作成するため、所要の予算の確保に向
け検討中
・事業所・企業統計調査については、３
調査の円滑な同時実施を図るため、所
要の予算の確保に向け検討中
・住宅・土地統計調査については、政策
ニーズに対応した結果を提供していくた
め所要の予算の確保に向け検討中
・小売物価統計調査については、更な
るシステムの改善を図るため、所要の
予算の確保に向け検討中
・家計調査については、記入者手当を

－

ａ　個人企業経済調査：標本数の拡充
ｂ　14年就業構造基本調査：都道府県
別の完全失業率の算出
ｃ　14年全国物価統計調査：13年事業
所・企業統計調査とのデータ・リン
ケージによる属性別価格状況の実態把
握

ヌ－5 　国勢の基本
に関する統計
の作成・提供

・社会・経済の変
化及び統計需要へ
の的確な対応



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

　利用者のニーズ
等の把握のための
研究会等開催状況

Ｐ － － －

・統計調査の円滑
かつ効率的な実施
及び統計の信頼性
の確保

　効率的な調査方
法等の導入の状況

Ｐ － － －

　情報通信技術の
導入状況

Ｐ － － － ａ　小売物価統計調査：携帯機器を使
用した調査を東京都にて試験的に実施

ａ　小売物価統計調査：携帯機器を使
用した調査を全国に拡大して実施する
ために、統計調査員への操作等の研修
実施

ａ　12年国勢調査：第１次基本集計の
全国結果を前回調査より１か月早期に
公表

－ － 平成13年度 平成14年度

ａ　研究会等：国勢調査実務研究会、
住宅・土地統計調査に関する研究会、
雇用失業統計研究会、家計統計検討
会、サービス業基本調査研究会、新た
な個人消費統計調査の調査方法等に関
する研究会、物価指数研究会、17年国
勢調査の検討（試験調査の実施等）、
16年事業所・企業統計調査の検討、15
年住宅・土地統計調査の検討（試験調
査の実施等）

ａ　小売物価統計調査：携帯機器を使
用した調査を全国に拡大して実施する
ために、統計調査員への操作等の研修
実施
ｂ　個人企業経済調査：調査票の変更
等
ｃ　科学技術研究調査：インターネッ
トを活用した統計調査の検討結果を踏
まえたシステム開発等
ｄ　14年全国物価統計調査：郵送調査
と電話調査の導入、13年事業所・企業
統計調査とのデータ・リンケージが行
えるよう調査票の設計の見直し
ｅ　消費者物価指数：月々のカメラ価
格指数作成にＰＯＳ情報を利用

　結果公表の迅速
性確保の状況

Ｐ － 増額するように所要の予算措置を検討
中
・科学技術研究調査については、今後
のインターネットの利用状況等について
分析し、更なる改善・検討を行っていく
ため、所要の予算の確保に向け検討中
・地方自治体との統計情報の共有に関
する基盤整備については、国や地方公
共団体の施策の立案や政策評価に役
立つ機能の強化を図っていくため所要
の予算の確保に向け検討中。また、事
務所・企業データベースについては、調
査客体の重複是正に関する情報提供、
母集団情報の提供とともに、統計調査
の実施支援や統計分析の高度化など、
機能の強化を図っていくために所要の
予算の確保に向け検討中
・統計資料等をデジタル収録するために
所要の予算の確保に向け検討中
《機構定員》
　「統計行政の新たな展開方向に関す
る検討会議」の検討状況や指摘等を踏
まえ、業務の改善・整備に向け、所要の
増員等の要求を検討中

ａ　12年国勢調査：人口移動集計（そ
の１）の結果を前回調査より約６か月
早期に公表
ｂ　13年事業所・企業統計調査：電子
商取引の状況について、速報集計に先
駆けて概数集計により公表
ｃ　14年就業構造基本調査：９月末一
週間の就業状態など一部の調査事項を
先行して集計し早期に公表
ｄ　13年社会生活基本調査：インター
ネットの利用状況等を明らかにした生
活行動に関する結果について早期に公
表
ｅ　就業希望状況調査：失業の詳細な
実態を早急に把握するために14年度に
２回実施したもので、年度内に結果を
公表
ｆ　家計消費状況調査：ＩＴ関連の機
器・サービスの利用状況に関する結果
を初めて公表
ｇ　住民基本台帳人口移動報告：四半
期別結果を前年よりも約１週間、年結
果である14年報を約２週間早期に公表
ｈ　推計人口：毎月の推計人口を前年
よりも数日、より詳細な結果である14
年10月１日現在の推計人口を約２週間
早期に公表

ａ　研究会等：住宅・土地統計調査に
関する研究会、雇用失業統計研究会、
家計統計検討会、物価構造に関する統
計調査の在り方についての研究会、
サービス業基本調査研究会、物価指数
研究会、物価統計検討会、新たな個人
消費統計調査の調査方法等に関する研
究会

ａ　小売物価統計調査：携帯機器を使
用した調査を東京都にて試験的に実施
ｂ　科学技術研究調査：インターネッ
トを活用した統計調査の検討・導入準
備
ｃ　消費者物価指数：月々のパソコン
価格指数作成にＰＯＳ情報を利用



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

　情報開示・広報
に関する施策の実
施状況

Ｐ － － －

・統計情報の的確
な提供

　各府省共同利用
型データベースの
整備・運用状況

Ｐ － － －

　統計局・統計セ
ンターと都道府県
とのネットワーク
システムの整備・
運用状況

Ｐ － － －

　一般利用者向け
インターネットサ
イトの整備・運用
状況

Ｐ － － －

　統計所在源情報
の提供状況

Ｐ － － －

　総合統計書の刊
行状況

Ｐ － － －

　各府省、一般利
用者からの統計情
報の提供及び利用
に係る意見等の反
映状況

Ｐ － － －

平成14年度－ － 平成13年度　統計調査の円滑
化を図るための各
種施策の実施状況

Ｐ －

ａ　統合統計書：年刊７冊、月刊２
冊、その他１冊

ａ　都道府県との統計情報の共有：結
果公表と同時に地方公共団体が利用可
能な広域統計情報ネットワーク（ＳＷ
ＡＮ）の運用

ａ　ホームページ：収録機関数（府
省・民間機関等）　約200機関、収録刊
行物数　約1,100冊

ａ　ホームページ：ホームページの
「統計データＦＡＱ」コーナーにて相
談事例を提供

ａ　ホームページ：収録機関数（府
省・民間機関等）　約200機関、収録刊
行物数　約1,100冊

ａ　統合統計書：年刊７冊、月刊２
冊、その他１冊

ａ　ホームページ：ホームページの
「統計データＦＡＱ」コーナーにて照
会事例・相談事例を更新し提供

ａ　ホームページ：収録ファイル件数
約２万4,000件、アクセス件数約215万
7,000件

ａ　ホームページ：収録ファイル件数
約96万1,000件、アクセス件数約232万
5,000件

ａ　府省との統計情報の共有：総合統
計データーベースの収録状況（データ
収録統計表数　約７万7,000表、
アクセス件数　約８万1,000件）

ａ　都道府県との統計情報の共有：地
方公共団体における調査結果の公表と
同時利用のための広域統計情報ネット
ワーク（ＳＷＡＮ）の運用

ａ　広報：13年事業所・企業統計調
査、13年社会生活基本調査、新たに実
施した家計消費状況調査及び毎年経常
的に実施している調査について、関係
団体への協力依頼を行うとともに、
様々な媒体による広報を実施
ｂ　調査客体からの照会：統計調査の
円滑な実施及び信頼性の確保のため、
13年事業所・企業統計調査及び13年社
会生活基本調査の調査客体からの照会
等に即時に対応できる体制の整備

ａ　家計調査：他の統計調査に比べ記
入者負担の大きい調査であるため、調
査客体に十分に理解してもらうべく広
報を始め様々な工夫により調査への協
力確保
ｂ　統計調査員の安全確保対策
：新たに防犯灯機能付き防犯ブザーを
配布
：統計調査員の事故等を未然に防止す
る等の観点から統計調査員の求めに応
じて同行する統計調査員同行者の仕組
みの利用促進について指導実施
：15年３月末現在の統計調査別の同行
者登録状況（労働力調査34.2％、小売
物価統計調査50.0％、個人企業経済調
査11.9％、家計調査55.6％、14年就業
構造基本調査19.3％、14年全国物価統
計調査21.8％）
ｃ　世帯を対象とする調査の標本調査
区の重複排除：14年度に重複排除を
行った調査区数は57,120調査区

ａ　広報：14年就業構造基本調査、14
年全国物価統計調査及び毎年経常的に
実施している調査について、関係団体
への協力依頼を行うとともに、様々な
媒体による広報を実施
ｂ　調査客体からの照会：統計調査の
円滑な実施及び信頼性の確保のため、
14年就業構造基本調査及び14年全国物
価統計調査の調査客体からの照会等へ
の即応体制の整備

a　13年事業所・企業統計調査：調査票
のプレプリント事項の追加による審査
事務等の効率化
ｂ　家計調査：重量調査期間の短縮と
貯蓄・負債の保有状況調査の調査事項
の簡素化
ｃ　統計調査員の安全確保対策
：反射材付き手提げ・肩掛け両用の調
査員用カバンなどの安全対策用品の配
布
：統計調査員の事故等を未然に防止す
る等の観点から統計調査員同行者の仕
組みの利用促進について指導実施
：14年３月末現在の統計調査別の同行
者登録状況（労働力調査31.2％、小売
物価統計調査59.0％、個人企業経済調
査22.4％、家計調査65.9％、13年事業
所・企業統計調査20.5％、13年社会生
活基本調査33.1％）
ｄ　世帯を対象とする調査の標本調査
区の重複排除：13年度に重複排除を
行った調査区数は34,467調査区

ａ　府省との統計情報の共有：総合統
計データベースの収録状況（データ収
録統計表数　約2万8,000表、
アクセス件数　約6万1,000件）



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

　恩給改定措置予
算案の作成

Ｐ － － － ○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　恩給法改正法の
成立

Ｐ － － －

ネ－２ ①受給者等の恩給
に対する理解の向
上

　相談会等の開催
回数、参加者数

Ｐ － － －

②受給者等の負担
軽減

　恩給相談件数 Ｐ － － －

広報資料の配布
部数

Ｐ － － －

　恩給の申請・届
出等手続の電子化
に係る法令の整備
状況

Ｐ － － －

ノ－１ Ｃ Ｐ － － －
平成13年度 14年度

1,704人 1,660人

　書状贈呈者数 Ｐ － － －
380人 200人

　展示会の開催状況 Ｐ － － －

１回 １回

　戦災に関するビデ
オの作成・配布

Ｐ － － －

555本 約500本

　戦災に関する普及
啓発資料の作成・配
布

Ｐ － － －

10万部 約10万部

　相談会等の開催回数：７回、参加者数165人（平成14年度）

　恩給相談件数：約30万件（平成14年度）

（予算要求等への反映）
《継続》
　引き続き､受給権調査隔年化のため
のシステム開発等に必要な予算要求を
行う予定

　電子化に係る法令の整備状況：行政手続等における情報通信の技術の利用に関
する法律（平成14年法律第151号）の施行に伴い、15年３月24日、総務省関係法
令に係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則（平成
15年総務省令第48号）を公布・施行し、同施行規則においてオンライン化する恩
給の申請・届出等手続について規定することにより整備

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性、施策の有効性・効
率性等が認められ、これまでの取組
を継続すべき

　広報資料の配布部数：約139万4,000部（平成14年度）

　旧日本赤十字
社救護看護婦
等の処遇等に関
する事業の推進

・旧日本赤十字社救
護看護婦等に対し、
慰労給付金の支給
等を行い、その労苦
に報いること。

ネ－１ 　恩給年額の
適正な改定

　受給者等に
対するサービ
スの向上

・一般戦災に係る調
査、普及啓発等によ
り、死没者の慰霊に
資すること。

　物価、公務員給
与等の状況を総合
的に勘案した恩給
年額の適正化

Ｐ

　慰労給付金支給
者数

Ｃ

慰労給付金支給者数

書状贈呈者数

展示会

戦災に関するビデオの作
成・配布

戦災に関する普及啓発資料
の作成・配布

　平成15年３月28日成立

○目標達成に向けて成果が上がってい
る
　政策の必要性はあるが、施策の有効
性等に課題があり、取組の改善・新たな
対策の検討が必要
（課題等）
　一般戦災死没者の慰霊に資するため
の事業については、効果的な啓発を更
に促進するため、取組の工夫を検討す
る必要がある。

（予算要求等への反映）
《継続》
 現在の業務を継続し、充実するための
予算の確保を図るべく、平成16年度概
算要求内容について検討中

・慰労給付金の支給(平成
14年度支給額279,984千円)
・書状の贈呈
・一般戦災に係る啓発資料
等の作成・配布
・展示会の開催等
(平成14年度予算額50,160
千円)

・相談会等の実施
・恩給相談室における面
談・電話相談等の実施
・広報資料の作成
・恩給の申請・届出等手続
の電子化に係る法令の整備

ア　恩給改定措置案の企画
立案
（ア）恩給制度等に関する
調査
（イ）社会経済動向の把握
及び改定措置の企画立案
イ　恩給関係法令の制定、
改廃

　平成15年３月28日成立

区分



基準年次 達成年次
政策
番号 政策名 　達成すべき目標

（「達成目標」）
目標
分類 測定指標 目標値

目標期間指標
分類 評価の結果 政策手段測定結果等

平成13年度 　14年度

３回 ２回

　地域振興フォーラ
ム開催数

Ｐ － － －
－ ２回

　ホ－ムペ－ジ（お
もしろ情報館）アクセ
ス件数

Ｐ － － －

約2,300件 約2,500件

　国際学術団体へ
の加盟数

Ｐ － － －
49団体 47団体

　二国間学術交流 Ｐ － － －
８か国の科
学アカデミ
－等を訪問

９か国の科
学アカデミ
－等を訪問

　代表派遣 Ｐ － － －
79会議に85
名派遣

86会議に90
名派遣

　国際会議主催 Ｐ － － － １件主催、
８件共催

１件主催、
８件共催

　アジア学術会議 Ｐ － － －

13年５月バン
コック（タイ）
で第１回会議
開催

14年５月クア
ラルンプール
（マレーシア）
で第２回会議
開催

(注)

ハ－１ 　日本学術会議
活動計画に示さ
れた課題の円滑
かつ重点的な推
進

　「日本学術会議
第１８期活動計
画」に示された課
題を円滑かつ重点
的に推進すること
により、我が国の
科学の向上発達を
図り、行政、産業
及び国民生活に科
学を反映浸透させ
ること。

　日本学術会議主
催公開講演会開催
数

Ｃ

アジア学術会議

-

二国間学術交流

日本学術会議主催公開講
演会開催数

地域振興フォーラム開催
数

ホ－ムペ－ジ（おもしろ
情報館）アクセス数

国際学術団体への加盟数

代表派遣

国際会議主催

- 区分
Ｐ -

（予算要求等への反映）
《継続》
　本政策を引き続き実施するため、所要
の予算の確保に向け検討中
《機構定員》
　「日本学術会議改革推進委員会」の
検討を踏まえ、日本学術会議の機構定
員要求に向け検討中

・人類的課題解決のための
日本の計画の提案
・学術の状況並びに学術と
社会との関係に依拠する新
しい学術体系の提案
・日本学術会議の在り方に
ついて検討を実施
・広報活動の推進
・国際活動の推進

（※１）については、平成16年度に開始することを総務省として予定する新たな事務事業等(政策手段)に係る事項であることから、別添１－②「政策手段についての審査結果整理表」から除いている。
（※２）については、平成15年度の目的の達成状況に応じて予算措置を検討する事項であることから、別添１－②「政策手段についての審査結果整理表」から除いている。
（※３）については、研究開発資金の配分の在り方に関する事項であることから、別添１－②「政策手段についての審査結果整理表」から除いている。

○目標達成に向けて成果が上がって
いる
　政策の必要性はあるが、施策の有
効性・効率性等に課題があり、取組
の改善・新たな対策の検討が必要
（課題等）
　日本学術会議の在り方について
は、総合科学技術会議の意見具申を
踏まえて、改革の具体化を図ってい
く。



 

 

別添１－② 

【政策手段についての審査結果整理表】 

本表については、総務省の「平成15 年度実績評価書」中、日本郵政公社の設立に伴い役割を終えて
いる３政策を除く計76 件の政策のうち、予算要求における「拡大」又は「廃止」といった現状からの
変更を伴う反映方針が示されている24政策50政策手段(「拡大」(20 政策43政策手段)、「廃止」(５
政策７政策手段))を政策手段別に整理したものである。本表の記載に当たっての考え方については、以
下のとおりである。 
 
 
１．有効性等の検証 
予算要求における反映方針が、「拡大」又は「廃止」と具体的に示されているものについては、
そのような現状からの変更の必要性を裏付ける事実、データ、情報等が検証の過程で示されること
が必要となる。このため、下記(1)及び(2)のとおり、得ようとする効果の明確性と把握した効果の
客観性について点検を行っている。 
このうち、例えば、「拡大」の反映方針を示しているものについては、 
① 得ようとする効果について、どのような効果の発現状況に至れば所期の政策目的を達成したこ
ととなるのかが明確にされていない場合には、現行の予算措置を継続するのでは足りずに拡大を
しなければならないことについて、その必要性が説明されていないこととなる。 
② 実際にどの程度の効果が得られたかが把握されていない場合には、所期の政策目的を達成する
ため、現行の予算措置を継続するのでは足りずに拡大をしなければならないことについて、その
必要性が説明されていないこととなる。 

 
（1） 得ようとする効果の明確性 
「○」 得ようとする効果について、「何を」「どの程度」達成しようとするのかが明確に記載さ
れている（達成した状態が特定し得るもの）。 

       例：○○の△△率を15％から25％に向上させる。 
   「△」 得ようとする効果について、「何を」達成しようとするのかは記載されているが、「どの

程度」達成しようとするのかが記載されていない（達成した状態が特定できないもの）。 
       例：○○の△△率を低下させる。 
   「－」 得ようとする効果が記載されていない。 
 
（2） 把握した効果の客観性 
「○」 実際に得られた効果が具体的に把握されている（「何が」「どの程度」「どうされた」）。 
     例：○○の△△率が15％から22％に向上した。 
     事業実施80地区中73地区において事業実施前と比較して実施後の○○生産量が平均

15％増加した。 
「△」①「何が」「どうされた」は把握されているが、「どの程度」が把握されていない。 
     例：○○の消費量が増加した。 
      ２事業者の生産量が２倍になった（事例が効果の全体を代表する典型例でない場合）。 
    ②複数ある「得ようとする効果」のうち主要な効果が把握されていない。 
「－」 実際に得られた効果についての記載がない。又は、活動実績のみが記載されている。 

 
２．費用等に関する情報 
  「○」 前年度までの予算執行額等の費用等に関する情報が記載されている。 
  「－」 上記情報が記載されていない。 
 
 



政策評価に関する統一研修の実施、研修内容の充実等 △ ○ ○

国民に対する政策評価制度に関する周知・広報活動等の
実施 △ ○ ○

サ－２
教育、地方行政等の分野にＩＰｖ６を活用したシステム
の構築等、各分野におけるＩＰｖ６の有効性を検証する
ための実証実験

○ ○ ○ ※

サ－３ 地域イントラネット基盤施設整備事業等 ○ ○ ○

ロバスト情報配信プラットホームに関する研究開発 ○ ○ ○ 事業終了  ※

ＩＴビジネスモデルの開発に資する共同利用型研究開発
施設の整備 ○ ○ ○ 事業終了  ※

サ－５ ＩＴＳ ○ ○ －

サ－６ 地上放送のデジタル化に伴うアナログ周波数変更対策 ○ ○ ○

サ－７ ＢＳアナログ放送の終了時期の明確化 △ ○ －

サ－８ 国際放送の実施 △ ○ ○

各府省における行政情報の電子的提供の推進 △ ○ －

各府省における行政手続のオンライン化の推進 △ ○ －

行政情報の電子的提供 △ ○ －

行政手続のオンライン化 △ ○ －

行政事務の電子化 △ ○ －

著作権クリアランスの仕組みの開発・実証 ○ ○ －

ブロードバンド・コンテンツ流通技術の開発・実証 ○ ○ －
教育用コンテンツ流通促進プラットフォームの開発・実
証 ○ ○ －

電子署名及び認証業務に係る最新の技術動向等に関する
調査研究の実施 △ ○ －

出会い系サイト等の違法・有害情報の増加に対応した携
帯電話事業者等団体に対する自主的対策の要請 △ ○ －

ソ－３ 大規模ネットワーク運用維持手法の研究 ○ ○ － 事業終了 ※

電波利用状況の調査・公表 △ ○ －

円滑な再配分の実施方針の検討 △ ○ －

先進技術型研究開発助成金による助成 △ ○ ○

通信・放送新規事業助成金等による助成 △ ○ ○

テレコム・ベンチャー投資事業組合を通じた出資 △ ○ ○
日本政策投資銀行等からの新規事業育成融資制度による
低利融資 △ ○ ○

ネットワークセキュリティ基盤技術の推進 ○ ○ ○

インテリジェント映像技術の研究開発 ○ ○ ○ ※
高度な遠隔医療等の実現に資する映像関連技術の研究開
発 ○ ○ ○

トータル・デジタルネットワーク構築技術の研究開発 ○ ○ ○ ※

公共電気通信システムの共同開発 ○ ○ ○ ※

チ－５ 光アクセス網、光伝送網等の情報通信分野における標準
化の推進 ○ ○ －

地域の消防防災力の充実・強化 △ ○ ○

全国的な対応力の充実・強化 ○ ○ ○

消防防災に係る科学技術・ＩＴの振興 ○ ○ ○

政策手段についての審査結果整理表
有効性等の検証

得ようと
する効果
の明確性

把握した
効果の
客観性

政策手段 備考

費用等に
関する
情  報No.

セ－３

タ－３

タ－４

ニ－１

イ－１

サ－４

シ－１

シ－２

ス－１

チ－１

チ－２



有効性等の検証

得ようと
する効果
の明確性

把握した
効果の
客観性

政策手段 備考

費用等に
関する
情  報No.

住宅防火対策の充実 △ ○ －

小規模雑居ビルにおける防火安全対策の推進 △ ○ ○

危険物事故の防止対策の充実・強化 △ ○ ○
消防庁長官（独立行政法人消防研究所を含む）による火
災原因調査 △ ○ －

放火対策の強化 △ ○ －

地域の防災力の強化 ○ ○ ○

地方公共団体の対応力の強化 △ ○ －

地震対策等の充実 ○ ○ ○

特殊災害対策の推進 △ ○ ○

ニ－４ 高度な救急救命処置を行うことができる搬送体制の確保 ○ ○ ○

ヌ－２

統計調査員確保対策事業
・統計調査員登録事業
・登録調査員の研修事業 △ ○ －

社会・経済の変化及び統計需要への的確な対応を図るた
め、「就業希望状況調査」、小売物価統計調査の調査品
目・銘柄の改正、個人企業経済調査の標本数の拡充及び
調査事項の見直し等を実施

△ △ －

統計調査の円滑かつ効率的な実施及び統計の信頼性の確
保として、小売物価統計調査の調査方法の見直し、個人
企業経済調査の調査票の見直し等を実施

△ △ －

統計情報の的確な提供として、府省との統計情報の共
有、都道府県との統計情報の共有、ホームペ－ジ等によ
る統計情報の提供等を実施

△ ○ －

計　 50政策手段 ○21
△29

○48
△２

○26
－24

廃止を除いた数（43政策手段） ○14
△29

○41
△２

○20
－23

ヌ－５

ニ－２

ニ－３

(注) ※印は、廃止の方針が示されているものである。



  

 

【「政策手段についての審査結果」各欄の説明】                                             

 

 

欄   名 記          載          事          項 

「実績評価対象となった政

策」欄 
本表の対象となる政策の「政策名」及び「達成すべき目標(「達成目標」)」を記入した。 

「政策手段」欄 
「実績評価対象となった政策」の政策手段のうち、該当するものを記入した。また、当該政策手段の実施に要した費用等に関する情報につい

ての記載がある場合は、その費用等の額を記入した。 

「得ようとする効果」欄  「政策手段」の得ようとする効果について記入した。 

「方法」欄 「得ようとする効果」をどのような方法で把握したかについて記入した。 

「得られた効果」欄 どのような効果が得られたのかについて把握した結果を記入した。 

「必要性、効率性その他特

記事項」欄 
 当該政策手段を実施しなければならない根拠等（法律、閣議決定等）が評価書に記載してある場合は、その根拠等を記入した。 

「評価の結果（「今後の課題

と評価結果の政策手段への

反映方針」）」欄 

・当該政策手段に係る今後の課題を、本欄上段に記入した。 

・<予算要求への反映方針>欄には、総務省の評価書の記載項目５「今後の課題及びその対応策と評価結果の政策への反映方針」欄において、平

成 16 年度予算要求への反映方針（拡大又は廃止）が記載されている場合に、その内容を簡潔に記入した。≪拡大≫は、予算の新規要求又は拡大

措置を検討しているもの、≪廃止≫は、予算の廃止措置を検討しているものである。 

・当該政策において機構定員要求を検討している場合には、（参考）として「この政策に関して、機構定員要求を検討」と記載した。 

 



方法 得られた効果
イ－１ ①政策評価に関する統一研修の実施、研

修内容の充実等
②国民に対する政策評価制度に関する周
知・広報活動等の実施

【平成14年度予算額：（政策全体で）68
百万円】

①職員の政策評価に関する
理解、認識等を深めること
②政策評価に対する国民の
理解を得ること

①受講者に対するアン
ケート調査において、
研修全体の参考度、講
義全体の理解度を把握
②広報誌への掲載状
況、広報用パンフレッ
トの作成部数を把握

①職員の理解等を深めるとともに、その意識
の改革にも貢献（受講者の約９割が「とても
参考になった」又は「参考になった」、約８
割が「よく理解できた」又は「理解できた」
と回答）
②広く国民に対する周知・広報活動を実施
（政府広報等への掲載、広報用パンフレット
４万部作成・配布）

行政機関が行う政
策の評価に関する
法律（平成13年法
律第86号）
「政策評価に関す
る基本方針」（平
成13年12月28日閣
議決定）

①統一研修の高度化のための新たな研
修体系・研修カリキュラムの構築が必
要
②政策評価に関する周知・広報の推進
が必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①、②について所要の予算措置を検討

（参考)
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

サ－２ ①教育、地方行政等の分野にＩＰｖ６を
活用したシステムの構築等、各分野にお
けるＩＰｖ６の有効性を検証するための
実証実験（平成14年度予算額：24.6億
円、平成15年度予算額：7.5億円）

①教育・地方行政等の分野
におけるＩＰｖ６の有効性
の検証

①Ipｖ６対応サービス
提供事業者数
①Ipｖ６アドレス国内
割当組織数

①14年度にIpｖ６の有効性を検証するための
実証実験するための環境を整備（Ipｖ６対応
サービス提供事業者数：13年度末３社→14年
度末５社、Ipｖ６アドレス割振組織数：12年
３月末５件→15年３月末53件）

「e-Ｊapan戦略」
（平成13年１月Ｉ
Ｔ戦略本部）
「e-Japan重点計
画」（平成13年３
月同）
「e-Japan重点計画
-2002」（平成14年
６月同）
「電気通信基盤充
実臨時措置法」
（平成３年法律第
27号）

①については、平成15年度までに一定
の成果が得られる見込みであり、主な
役割を終えることから、廃止を含めた
抜本的な見直しが必要

<予算要求への反映方針>
≪廃止≫①について、廃止に向けて検
討

サ－３ ①地域イントラネット基盤施設整備事業
等（平成14年度当初予算額：6,215百万
円）

①地域公共ネットワークの
全国整備の実現及び市町村
合併の推進

①ホームページへのア
クセス件数、地域公共
ネットワークの整備割
合

①住民は家庭にいながら情報の入手、公共施
設の予約等の公共サービスを受けることがで
きるようになると説明。本事業実施前のホー
ムページアクセス件数は人口１人当たり年間
0.44件となっているのに対し、平成13年度ま
でに事業完了し、運用している団体の平成14
年度のホームページへのアクセス件数は人口
１人当たり年間2.96件と増加し、地域公共
ネットワークを整備している地方公共団体の
割合は、14年７月に34.8％であったものが15
年４月に52.3％と増加している。

「e-Japan重点計画
-2002」（平成14年
６月IT戦略本部）

①地上デジタル放送を活用した行政
サービス提供の実現のため、個人認証
を含めた技術の実証等の取組を図るこ
とが必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①について、所要の予算措置を検討

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

サ－４ ①ロバスト情報配信プラットホームに関
する研究開発（平成14年度予算額：
23,000千円）
②ＩＴビジネスモデルの開発に資する共
同利用型研究開発施設の整備（平成14年
度予算額：70,000千円）

①高効率な情報配信や必要
最小限のデータ転送に必要
なネットワーク基盤技術の
開発の促進
②デジタルコンテンツの
データフォーマットのネッ
トワーク上での流通に必要
な基盤技術の研究開発に資
する設備の整備

①研究開発の進ちょく
状況
②共同利用型研究開発
施設の整備状況

①②ロバスト情報配信プラットホームに関す
る研究開発については、通信・放送機構沖縄
リサーチセンターが実施し、ＩＴビジネスモ
デルの開発に資する共同利用型研究開発施設
の整備については、施設整備を行い、それぞ
れ所期の成果が上がっていると説明。

沖縄振興特別措置
法（平成14年法律
第14号）
沖縄振興計画（平
成14年７月内閣総
理大臣決定）
情報通信産業振興
計画（平成14年９
月沖縄県作成、内
閣総理大臣・総務
大臣・経済産業大
臣同意）

①②「ロバスト情報配信プラットホー
ムに関する研究開発」及び「ＩＴビジ
ネスモデルの開発に資する共同利用型
研究開発施設の整備」の業務について
は、所期の成果が上がっており役割を
終了

<予算要求への反映方針>
≪廃止≫①、②について、予算の廃止
を検討

政策評価制度の推進

（達成目標）
　政策評価制度の円滑かつ効
果的・効率的な実施を図ると
ともに政策評価の取組を促進
し、政策評価の質の向上を図
ること

政策手段についての審査結果

得ようとする効果 必要性、効率性
その他特記事項

評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

ＩＰｖ６の普及促進

（達成目標）
　ＩＰｖ６ネットワークへの
速やかな移行を促進すること
により、国民の多くが次世代
インターネットプロトコルに
よるサービスの享受

地域における情報化の推進

（達成目標）
　教育、福祉等の住民サービ
スの向上、行政の効率化、情
報格差の是正、地域の活性化

情報通信による沖縄振興を通
じた沖縄経済の自立化

（達成目標）
　情報通信による沖縄振興を
通じた沖縄経済の自立化



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

サ－５ ①ＩＴＳ（高度道路交通システム） ①ＩＴＳにおける高速イン
ターネットを実現するため
の技術を17年度までに確立
（14年度は、ＩＴＳ高速
ルーティング技術及びＩＰ
対応マルチモード端末技術
の設計・試作を実施）

①制度整備完了時期か
らみた研究開発の実施
状況

①予定どおりに研究開発を推進 ①「e-Japan重点計
画-2002」（平成14
年６月IT戦略本
部）

①道路交通問題等の解決に資するＩＴ
Ｓの更なる利活用を推進することが必
要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①について、新に所要の予算を検討

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

サ－６ ①地上放送のデジタル化に伴うアナログ
周波数変更対策（平成14年度予算：約122
億円、平成15年度予算：約195億円）

①地上デジタル放送の円滑
な開始に向けての環境整備

①アナログ周波数変更
対策の送信対策及び受
信対策進ちょく率

①概ね順調に推移
・送信対策進ちょく率（三大広域圏）：
81.3％（174／214局所）
・受信対策進ちょく率（三大広域圏）：53地
域で実施し39地域において受信対策完了
・14年度において、地上デジタル化に関する
リーフレット、ポスターの頒布、ＤＶＤによ
る周知活動、主要各紙への企画広告の掲載を
実施
・14年７月に総務大臣の懇談会（「ブロード
バンド時代における放送の将来像に関する懇
談会」）において、「デジタル放送推進のた
めの行動計画」を策定し、15年１月にそれを
改訂し「地上デジタル放送の周知・広報アク
ションプラン」をまとめた。

電波法（昭和25年
法律第131号）
高度テレビジョン
放送施設整備促進
臨時措置法（平成
１１年法律第６３
号）
「e-Japan重点計画
-2002」（平成14年
６月IT戦略本部）

①デジタル化の円滑な推進のため、す
べての国民の理解と協力が不可欠であ
り、アナログ周波数変更対策が進ちょ
くし、三大広域圏においては本年末に
デジタル放送の開始を控えているな
ど、デジタル化が身近となる中、周知
広報活動等を入念に行っていくことが
必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①に関連して、地上デジタル放送の情
報提供活動の推進に係る予算について
拡充することを検討

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

サ－７ ①ＢＳアナログ放送の終了時期の明確化 ①アナログ放送からデジタ
ル放送への円滑な移行及び
衛星デジタル放送の一層の
普及

①衛星デジタル放送の
実施状況及び加入件数

①ＢＳデジタル放送及び東経110度ＣＳデジ
タル放送の実施状況については、ここ数年大
きな動きなし
　ＣＳデジタル放送の実施状況については、
標準テレビジョン放送が減少（11年度末312
件→14年度末178件）し、超短波放送が増加
（11年度末265件→14年度末507件）
①衛星デジタル放送の加入件数は着実に増加
している。
・ＢＳデジタル放送の受信世帯数：12年度末
162万世帯→14年度末392万世帯
・東経110度ＣＳデジタル放送加入件数：11
年度末225万件→14年度末338万世帯

e-Japan重点計画
（平成13年３月IT
戦略本部）
e-Japan重点計画-
2002（平成14年６
月IT戦略本部）
経済財政運営と構
造改革に関する基
本方針2002（平成
14年６月閣議決
定）

①ＢＳデジタル放送の一層の普及を推
進するため、アナログ放送の終了時期
を明確にするとともに、デジタルへの
円滑な移行を広く周知を行う必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①に関連して、デジタルへの円滑な移
行を広く周知するため、所要の予算措
置を検討

サ－８ ①国際放送の実施（平成15年度予算額：
1,973百万円）

①対日理解や国際的な相互
理解の促進、在外邦人に必
要な情報の提供及び国際社
会における我が国立場の積
極的な主張

①放送時間、使用言語
数、放送区域、送信施
設、反響、受信状況

①対日理解や国際的な相互理解の促進、在外
邦人に必要な情報の提供、国際社会における
我が国の立場の積極的な主張というその機能
を果たしている。
①・放送時間は、１日延べ65時間
　 ・使用言語は、22言語
　 ・放送区域は、一般向け（全世界）、地
域向け（欧州・北米等17地域）
　 ・反響は、43,008通
　 ・受信状況は、地域全体では概ね放送の
聴取に支障のない受信状況
・短波命令国際放送交付金：平成12年度
1,972百万円→15年度予算額1,973百万円

放送法（昭和25年
法律第132号)第33
条第１項（国際放
送の実施）

①国際放送は、これまでにおいてもそ
の機能を十分に果たしているものの、
さらに聴取状況等を踏まえた国際放送
の充実と普及が必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①について、ＮＨＫに対する短波命令
国際放送実施のための交付金の拡充を
検討

国際放送の推進

（達成目標）
　我が国に対する正しい認識
を培い及び普及すること等に
よって国際親善の増進及び外
国との経済交流の発展に資す
るとともに、在外邦人が国際
放送の効用を享受

新たな電波利用システムの導
入

（達成目標）
　国民が電波を利用した低廉
かつ多様なサービスを享受

地上放送のデジタル化の推進

（達成目標）
　地上放送のデジタル化への
円滑な移行を推進し、デジタ
ルテレビジョン放送の早期の
普及を図ることにより、国民
が高精細度放送を中心とする
デジタル技術の特性を生かし
たサービスの享受

衛星デジタル放送の普及

（達成目標）
　衛星デジタル放送の普及の
ための環境整備等を図ること
により、国民がデジタル放送
の特性を生かした多彩なサー
ビスの享受



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

シ－１ ①各府省における行政情報の電子的提供
の推進

②各府省における行政手続のオンライン
化の推進

①情報提供機能の充実、利
用者の利便性の向上

②利用者の利便性の向上、
各府省における受付・審査
等事務の省力化、時間の短
縮

①電子政府の総合窓口
システムの利用状況、
提供情報量をシステム
の管理情報により把握

②各府省におけるオン
ライン化の実施状況に
ついてフォローアップ
を行い、手続のオンラ
イン化実施件数を把握

①平成14年度における総合窓口システムの利
用件数及び提供情報量は、行政文書ファイル
管理簿の利用件数を除き、平成13年度に比べ
大幅に増加した（トップページへのアクセス
件数が約32万件増の約283万件に、ホーム
ページ等の検索件数が約66万件増の約414万
件にそれぞれ増加）。
②各府省は、アクション・プランに基づき、
平成15年５月までに5,949件の手続をオンラ
イン化しており、計画件数7,335件に対する
達成率は81％となっている。

e－Ｊapan重点計画
-2002

①電子政府の総合窓口システムにおい
て、利用件数や蓄積情報量の増大に適
切に対処するとともに、情報提供機能
の充実及び各府省の電子申請システム
への一元的な案内機能の整備等に対応
する必要
　また、利用者ニーズの把握に努め、
利用者の視点に立ったシステム機能や
コンテンツの見直し・拡充を図る必要
②電子政府の総合窓口システムを活用
したワンストップサービスを実現し、
利便性の向上を図る必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①について、利用者ニーズの把握に努
め、利用者の視点に立ったシステム機
能やコンテンツの見直し及びこれに基
づく機能拡充に係る予算措置を検討
②について、システム設計経費に係る
予算措置を検討

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

　各府省における行政情報化
の推進

（達成目標）
　行政情報の電子的提供、行
政手続のオンライン化、ペー
パーレス化等を推進し、電子
情報を紙情報と同等に扱う行
政を実現することにより、国
民の利便性の向上を図るとと
もに、行政運営の簡素化、効
率化及び透明性の向上に資す
ること



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

シ－２ ①行政情報の電子的提供

②行政手続のオンライン化

③行政事務の電子化

①国民、企業等が行政情報
を入手することを容易にす
ること、行政機関における
情報提供業務に係る事務負
担の軽減

②国民、企業等の利便性の
飛躍的向上、行政機関の事
務の効率化、簡素化

③行政機関内部又は行政機
関間で行われている情報の
収集、伝達、共有、処理、
意思決定などの迅速かつ効
率的な処理

①「総務省における行
政情報の電子的提供の
推進に関する実施方
針」（平成14年８月改
定）のフォローアップ
を行い、実施計画対象
事項の実施状況並びに
総務省のWEBサイトで
の提供データ量及びア
クセス件数により把握

②「総務省行政手続の
電子化推進アクショ
ン・プラン」（平成14
年７月）のフォロー
アップを行い、国民・
企業と総務省の間でや
り取りされる申請・届
出等手続のオンライン
化実施件数により把握

③省内のＬＡＮの運営
状況に関するフォロー
アップを行い、電子
メールの発信件数及び
電子掲示板による情報
提供量により把握。
また、総合文書管理シ
ステムにおける行政文
書に関する登録状況及
び決裁の処理状況を計
測し、把握

①左記実施方針における実施対象事項358件
について、平成14年度までに325件
（90.1％）が最終目標を達成し、18件
（５％）が計画から遅延しており、未実施又
は一部実施となっている。また、総務省が運
営するＷＥＢサイト全体におけるインター
ネットによる提供実績は、平成14年度末現在
で約625ＧＢ（対前年度比315.2％増)､平成14
年度のアクセス件数は約３億8,000万件（対
前年度比57.1％増）となっており、インター
ネットを通じた行政情報の電子的提供は、情
報の種類及び量とも大きく増加しており、ま
た国民・企業等における利用も着実に増加し
ている。

②申請・届出等手続については、平成15年３
月に524手続のオンライン化を開始し、平成
14年度までに計535手続（総務省所管手続全
体の63％）について、オンラインによる受付
が可能となった。

③内部事務処理については、電子メールや電
子掲示板等を利用した情報伝達・情報共有が
定着しており、平成14年度における電子メー
ル発信件数は約１億件、電子掲示板掲示件数
は約16万件となっている。
　平成14年度末現在における総務省が保有す
る行政文書ファイルのうち、媒体の種別が電
子媒体であるものは4,992件（全行政文書
ファイルの2.4％）で平成13年度に比べ
131.9％増加。また、平成14年度における省
全体の電子決裁処理件数は14,663件で総決裁
数51,264件の28.6％を占めた。

e-Japan重点計画-
2002

①、②、③「電子政府構築計画（仮
称）の策定に向けて」（平成15年３月
各府省情報化統括責任者(CIO)連絡会議
決定）に基づき、新たに、行政手続の
オンライン利用の促進、ワンストップ
サービスの拡大、マルチアクセス環境
の整備、業務・システムの最適化、Ｃ
ＩＯ補佐官の設置等に取り組むことが
必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①～③について、所要の予算措置を検
討

　総務省所管行政の情報化の
推進

（達成目標）
　総務省所管行政に関し、行
政情報の電子的提供、行政手
続のオンライン化、ペーパー
レス化等を推進し、電子情報
を紙情報と同等に扱う行政を
実現することにより、国民の
利便性の向上を図るととも
に、行政運営の簡素化、効率
化及び透明性の向上に資する
こと



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

ス－１ ①著作権クリアランスの仕組みの開発・
実証

②ブロードバンド・コンテンツ流通技術
の開発・実証

③学校向けブロードバンド・ネットワー
クを活用した教育用コンテンツ流通促進
プラットフォームの開発・実証

①著作権等の諸権利の円滑
な処理。放送コンテンツを
はじめとする魅力的なブ
ロードバンド・コンテンツ
の権利者と利用者との間で
の安全・確実な取引をする
ことができる市場環境の整
備

②放送コンテンツをはじめ
とする魅力的な大容量映像
デジタルコンテンツが高速
ネットワーク上で流通され
る環境を提示

③良質な教育用コンテンツ
の流通

①メタデータ・フォー
マットの開発状況

②実証におけるブロー
ドバンド・コンテン
ツ・サービスの多様化
の状況

③実証システム等の汎
用性の状況

①平成14年度末時点においては、放送コンテ
ンツをはじめとする映像コンテンツの権利処
理の円滑化に向けて、映像等の多数の素材を
組み合わせたコンテンツ制作やコンテンツの
ブロードバンド配信の際に必要となる複雑・
多様な権利処理をオンライン上で効率的に行
えるようにするための汎用的なメタデータ体
系を策定した。このメタデータ体系は、放
送、インターネット等での流通やアーカイブ
での蓄積等、コンテンツの多様な利用形態に
対して権利情報に関する項目を多く含んだ世
界初のメタデータ体系である。

②平成14年度末時点においては、メタデータ
やコンテンツIDを活用した効率的なコンテン
ツ検索やコンテンツを取得するためのECG
（Electronic　Contents　Guide）の提供、
シーンごとのハイライト視聴・ダイジェスト
視聴やリアルタイム視聴とダウンロード視聴
との連携といった多様なコンテンツ視聴を
STBにおいて実現するサービスや、光波長多
重技術を用いて大容量映像デジタルコンテン
ツを安定した品質でかつセキュアに配信する
サービス、また、教育用コンテンツ流通促進
プラットフォームの実現性について、本格的
な実証のフェーズに入る前段階の基礎的な実
証を行った。

③教育用コンテンツ流通促進プラットフォー
ムの開発・実証については、共通のインター
フェースに基づく各システム間の連携成功率
は６月下旬に１００％達成

ｅ-Japan重点計画
2002（平成14年６
月18日IT戦略本部
決定）
経済財政運営と構
造改革に関する基
本方針2002（平成
14年６月21日経済
財政諮問会議決
定）
知的財産戦略大綱
（平成14年７月３
日知的財産戦略会
議決定）

①美術館・博物館や図書館等において
アーカイブ化されている所蔵品のネッ
トワーク利活用を促進するために平成
15年度から実施することとしている
「アーカイブ・コンテンツのネット
ワーク利活用の促進」についての本格
的実施が必要
②、③新たに教育用コンテンツの利用
形態の高度化・多様化、Ｗｅｂ情報、
地域における特色のある文化等のデジ
タルアーカイブ化やそのネットワーク
利活用を促進するための環境整備、個
人と個人とがブロードバンド・コンテ
ンツを安全・円滑に交換し合うことが
できる環境整備の課題に対応すること
が必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①～③について、所要の予算措置を検
討

（参考）この政策に関して、機構定員
要求を検討

セ－３ ①電子署名及び認証業務に係る最新の技
術動向等に関する調査研究の実施

②出会い系サイト等の違法・有害情報の
増加に対応した携帯電話事業者等団体に
対する自主的対策の要請

①電子署名・認証業務に関
する適切な認定制度の維持

②モバイルコンテンツ市場
における利用者に対する安
全な利用環境の整備

①特定認証業務の認定
件数

②「出会い系サイト」
に対する自主的な取組
みの要請への対応状況

①平成13年度末は６件だったものが平成14年
度末には11件となり、着実に増加

②携帯電話事業者及びコンテンツ事業者団体
は非常に高い確率（総務省からの要請に対す
る携帯電話事業者及びコンテンツ事業者団体
の対策実施状況100％)で要請に応え、モバイ
ルコンテンツ配信サービス市場規模も堅調に
推移

電子署名及び認証
業務に関する法律
（平成12年法律第
102号）
ｅ－Jａｐａｎ重点
計画－2002（平成
14年６月18日IT戦
略本部決定）

①署名及び認証業務をより利用しやす
いものとするための技術開発が必要で
あり、ネットワーク側に本人確認機能
を具備することで、ユーザーが簡便に
高度な認証システムを利用することを
可能とする認証基盤技術に関する研究
開発が必要
②「出会い系サイト」をはじめとする
違法・有害情報の増加にかんがみ、モ
バイルフィルタリング機能の実現等へ
の対応が必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①、②について所要の予算措置を検討

ソ－３ ①大規模ネットワーク運用維持手法の研
究

①ネットワークへのハッ
カーによる攻撃等、内的・
外的要因によるネットワー
クの安定的運用への障害が
問題となっている中、大規
模ネットワークを運用維持
するする手法の確立(14年度
は、実証実験データより予
測型運用システムを設計)

①特許権申請件数及び
学会論文発表数等によ
り把握

①平成１４年度は実証実験データより予測型
運用システムを設計し、平成１５年度までの
目標達成に向かって順調に進行（平成14年度
は研究開発中であることから特許申請、学会
論文発表はなし。）

e-Japan重点計画
2002（平成14年６
月18日ＩＴ戦略本
部決定）

①平成15年度中に成果を取りまとめ終
了する。
<予算要求への反映方針>
≪廃止≫
平成15年度をもって予算は廃止

電子商取引の普及発展

（達成目標）
　ネットワーク上で取引を行
う際の安全性・信頼性を確保
することにより、国民が安心
して電子商取引を行うことが
できる環境整備

情報通信利用の裾野の拡大

（達成目標）
　インターネットアクセス機
能の高度化等を促進し、学校
における情報通信技術の利用
の拡大

ブロードバンド・コンテンツ
の制作・流通の促進

（達成目標）
　ブロードバンド・ネット
ワーク時代に対応した新たな
コンテンツ流通市場の形成に
向けた環境整備

【平成14年度予算額26億円】



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

タ－３ ①電波利用状況の調査・公表
②円滑な再配分の実施方策の検討

①新たな電波ニーズに的確
に対応し、民間における電
波利用の一層の円滑化を図
る
②電波の有効利用促進のた
めの再配分ルールの具体化

「規制改革推進３か年
計画（再改定）」等を
踏まえた電波の有効利
用促進のための再配分
ルールの制度化及び検
討状況の進捗度

①無線アクセス等の新たな電波ニーズに的確
に対応し、民間における電波利用の一層の円
滑化を図った。また、平成14年11月から電波
通信業務用固定局の利用状況に係る調査を実
施し、その評価結果の概要案を電波監理審議
会に諮問したほか、無線局に関する情報提供
制度の拡充に関しては、平成15年３月17日か
らインターネットによる無線局免許情報の公
表を開始している。
②給付金制度の導入については、「電波再配
分のための給付金制度の具体化に関する研究
会」において検討を実施している。

電波法（昭和25年
法律第138号）
規制改革推進３か
年計画（改定）、
同（再改定）
e-Japan重点計画
2002（平成14年６
月18日ＩＴ戦略本
部決定）

①電波の利用状況の調査・公表制度の
より一層の円滑な実施を図ることが必
要
②電波再配分のための給付金制度の創
設等が必要
<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①、②について、所要の予算措置を検
討

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

タ－４ ①先進技術型研究開発助成金による助成
(平成14年度当初予算１億円）

②通信・放送新規事業助成金等による助
成(平成14年度当初予算1.1億円）

③テレコム・ベンチャー投資事業組合を
通じた出資（平成14年度出資額３億円）
　
④日本政策投資銀行等からの新規事業育
成融資制度による低利融資（平成14年度
融資額６千万円）

○成長産業である情報通信
分野の新規事業の更なる振
興

①助成件数、特許や商
標等の出願件数の把握

②助成件数、特許や商
標等の出願件数の把握

③出資件数、出資を受
けた企業の状況

④融資件数、融資額

①平成７年度から14年度まで、累計で101件
の新規研究開発に助成を行ってきており、81
件の特許や商標等の出願があり、助成件数に
対して８割以上の成果があった。また、助成
企業の内、３社の株式公開企業が出ている。
②平成12年度から14年度まで、累計で79件の
助成を行ってきており、81件の特許や商標等
の出願があり、助成件数以上の成果があっ
た。
③平成12年度から14年度まで、累計で42件の
助成を行っており、出資企業の中には、株式
公開を検討する企業が出ている。
④平成12年度は３件、平成13年度は１件、平
成14年度は２件の融資を行っている。

特定通信・放送開
発事業実施円滑化
法（平成２年法律
第35号）
通信・放送機構法
（昭和54年法律第
46号）
新事業創出促進
（平成10年法律第
152号）
e-Japan重点計画
2002（平成14年６
月）等

①～④について、一層の民間部門との
協調の推進、重点的・戦略的な施策の
展開等について改善が必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①～④について、所要の予算措置を検
討

迅速な周波数の再配分の実現
等による電波の有効利用の推
進（電波の有効利用の促進）

（達成目標）
　公平性、透明性、迅速性等
を確保した最適な電波配分の
実現を図ることにより、国民
の新たな電波利用ニーズに対
応

情報通信ニュービジネスの振
興

（達成目標）
　情報通信を利用したニュー
ビジネスを立ち上げることに
より、国民の多様なニーズに
対応



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

チ－１ ①ネットワークセキュリティ基盤技術の
推進

②インテリジェント映像技術の研究開発

③高度な遠隔医療等の実現に資する映像
関連技術の研究開発

①情報セキュリティの確
保、安心してインターネッ
ト等を利活用できる環境の
構築

②電子新聞や遠隔医療など
の映像情報を使用したアプ
リケーションの実現

③実物の色・質感・立体
感・光沢を忠実に再現する
映像システム（ナチュラル
ビジョン）の実現

○ピアレビューの評価
による。

①ネットワークを制御、運用、管理する上で
必要なセキュリティ技術、ユーザ側において
検知及び防御を行うセキュリティ技術、ネッ
トワーク上での情報の認証及び保存を確実に
行う技術、情報の秘匿・認証機能強化等の研
究開発等により、技術の向上が図られた。
②・ＭＰＥＧで符号化された動画像データを
ビットレートの削減率が大きい場合でも大き
な品質劣化を起こさずに、高速・高品質に
ビットレート変換する技術を開発
・ＸＭＬベースのコンテンツ表現言語を用い
てメタデータを効果的に提示することが可能
となった。
③マルチスペクトルカメラの開発、色情報の
劣化を押さえる画像圧縮／伸縮方式等の開
発、高精彩表示技術のための張り合わせ技術
の開発等が成功し、実証実験も進められてい
る。

科学技術基本計画
（第２期)（平成９
年４月)
e-Japan戦略（平成
13年１月　ＩＴ戦
略本部決定)
情報通信研究開発
基本計画（第３版)
（平成12年２月電
技審答申)等

○研究開発を重点化するとともに、重
要な研究開発を新たに実施することが
必要であることから、所要の成果を上
げた研究開発を終了するとともに、継
続課題についてもさらに効率的に研究
開発を実施するための検討を行う。

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①セキュア通信基盤技術、ネットワー
クロボット等新たな研究課題につい
て、所要の予算措置を検討
③高度な遠隔医療等の実現に資する映
像関連技術の研究開発について充実さ
せることとし、所要の予算措置を検討
≪廃止≫
②インテリジェント映像技術の研究開
発等10件については、所要の成果が得
られたことから終了

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

アプリケーション及びコンテ
ンツの高度化のための研究開
発の推進

（達成目標）
　大容量・高度化する情報
（コンテンツ)を、誰もが安
全、確実、簡単に利用し流通
できる社会の実現

【平成14年度研究開発予算額
約120億円】



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

チ－２ ○ピアレビューの評価
による。

科学技術基本計画
（第２期)（平成９
年４月)
e-Japan戦略（平成
13年１月　ＩＴ戦
略本部決定)
情報通信研究開発
基本計画（第３版)
（平成12年２月電
技審答申)等

○研究開発を重点化するとともに、重
要な研究開発を新たに実施することが
必要であることから、所要の成果を上
げた研究開発を終了するとともに、継
続課題についてもさらに効率的に研究
開発を実施するための検討を行う。

<予算要求への反映方針>
≪廃止≫
①所要の成果を見込めないトータル・
デジタルネットワーク構築技術の研究
開発については、中止を含め所要の予
算措置を検討
②公共電気通信システムの研究開発等
８件については、所要の成果が得られ
たことから終了

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

チ－５ ①光アクセス網、光伝送網等の情報通信
分野における標準化の推進

①国際電気通信連合（ＩＴ
Ｕ）の電気通信標準化部
門、無線通信部門における
新しい技術を反映した多数
の勧告策定

①情報通信分野におけ
る標準の形成状況

①ＩＴＵにおける光アクセス網、光伝送網等
の情報通信分野の標準（勧告）（例：ＡＤＳ
Ｌ送受信機２、シングルモードファイバー
ケーブルの非線形特性試験法等）の策定につ
いて、我が国は積極的に貢献を行っている。
これにより、ＩＴＵにおいて光アクセス網等
の情報通信分野の主要な標準（勧告）が作成
され、標準化が推進されていることから、目
標達成に向けて成果が上がっている。

科学技術基本計画
（平成13年３月)
総合科学技術会議
「分野別推進戦略｣
（平成13年９月)
e-Japan戦略（平成
13年１月ＩＴ戦略
本部)
e-Japan重点計画
（平成13年３月Ｉ
Ｔ戦略本部)
e-Japan重点計画
2002（平成14年６
月ＩＴ戦略本部)

①我が国が得意な技術分野の標準化の
取組の強化や研究機関・民間の標準化
活動の連携強化等に対応することが必
要
<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①について、所要の予算措置を検討

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

①ネットワーク全体の効率的な障害管理を行
う技術を開発
　 ネットワークトラフィックが過負荷状態
に於いても優先トラフィックの転送が保証さ
れる技術を開発
②プロジェクト研究開発課題の目的及び研究
内容の妥当性については、各プロジェクトと
も必要性が高く、研究内容も妥当
   限定された領域での成果ではあるが、農
漁業新興、バリアフリーへのＩＴの関係が整
理されており有用な結果が得られている。

情報通信に関する標準化の推
進

（達成目標）
　情報通信に関する標準化を
推進することにより、国民の
情報通信利用が円滑化するこ
とでその利便性を向上させる
とともに、我が国の技術水準
を維持・向上

ネットワークインフラの高度
化のための研究開発の推進

（達成目標）
　いつでも、どこでも、誰と
でも、自由で快適に情報のや
りとりができる社会の実現

【平成14年度研究開発予算額
約192億円】

①トータル・デジタルネットワーク構築
技術の研究開発

②公共電気通信システムの共同開発

①情報通信の利用者が、い
つでも、どこでも大容量マ
ルチメディアサービスを受
けることができるネット
ワークの構築
②人工衛星を使い広域で効
率よい農業用水の管理、移
動制約者のモビリティ確保
の支援及び短波回線におい
てＦＡＸによる画像提供す
るなど漁業情報の高度利用
に係る電気通信システムの
構築



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

ニ－１ ①地域の消防防災力の充実・強化
・常備消防力の強化（平成14年度消防補
助金210億89百万円）
・消防団の充実（平成14年度消防団拠点
施設等整備事業８億11百万円、消防団活
性化総合整備事業７億41百万円）

①東海大地震等の大規模大
害や国内におけるテロ発生
に対応するため、市町村消
防の原則を基本的に維持し
つつ市町村の常備消防・消
防団の強化

①消防力の整備率
・消防・防災ヘリコプ
ターの活用状況
・消防団の充実

①消防ポンプ自動車95.3％、救助工作車
79.1％（平成12年度の「消防力の基準」に対
する整備率
ヘリコプターは44都道府県に配備、平成14年
度１機当たり68.9件の出動（対前年比5.1件
の増）
平成14年４月１日現在で937,169人（対前年
度比6,965人減）

消防組織法（昭和
22年法律第226号）
消防法（昭和23年
法律第186号）

①国の対応責任を前提とした災害対応
等も含め、常備消防力の強化、消防・
防災ヘリコプターの積極的活用及び消
防団の活性化が必要

②全国的な対応力の充実・強化
・緊急消防援助隊の整備（平成14年度消
防補助金47億66百万円）
・国（消防庁）の対応力の強化（平成14
年度補正予算「総務省・消防庁消防防
災・危機管理センター（仮称）」設置費
用（６億円）

②①を補完するものとし
て、緊急消防援助隊の充
実・強化、国（消防庁）の
対応力の強化
・消防庁防災情報システム
接続率(目標:都道府県
100％、消防本部100％、航
空隊80％、17年度末)

②緊急消防援助隊の整
備

・消防庁防災情報シス
テムの整備状況

・都道府県防災情報シ
ステムの整備状況

②登録部隊数は平成15年５月１日現在2,210
隊（31,000人）であり、平成14年４月１日以
降182隊（2,000人）増加
平成14年度の訓練の実施、６ブロックで670
隊、2,666名の参加

接続団体数は都道府県41団体、消防本部456
団体、航空隊19団体、接続率は都道府県
87.2％（前年度比4.2ポイント増）、消防本
部51.0％（同2.3ポイント増）・航空隊
37.3％（同2.0ポイント増）

接続団体数は33団体、接続率は70.2％

②全国的な対応力の強化のため、緊急
消防援助隊の出動経費、消防救急無線
のデジタル化などの施設・資機材の整
備、訓練経費、緊急消防援助隊による
無償使用の対象となる消防用国有財
産・物品の充実とともに、国(消防庁)
の対応力の強化を図る

③消防防災に係る科学技術・ＩＴの振興
・独立行政法人消防研究所との連携（平
成14年度運営交付金予算12億26百万円）
・新技術の導入と技術基準の性能規定化
（平成14年度当初予算95百万円、補正予
算３億95百万円）
・性能規定化に関する消防法改正
・消防防災に係るＩＴ化の推進

③科学技術の進展やＩＴ化
を積極的に活用し、消防防
災活動の高度化、地域の防
災力の向上、新技術等に対
応しうる防火安全対策の推
進、特殊災害対策の強化、
危険物事故対策の強化、救
急・救助の高度化
・消防庁防災情報システム
接続率(目標:都道府県
100％、消防本部100％、航
空隊80％、17年度末)

③消防研究所における
研究開発等
・消防庁防災情報シス
テムの整備状況

③消防防災に係る科学技術の振興を推進

接続団体数は都道府県41団体、消防本部456
団体、航空隊19団体、接続率は都道府県
87.2％（前年度比4.2ポイント増）、消防本
部51.0％（同2.3ポイント増）・航空隊
37.3％（同2.0ポイント増）

③消防防災に係る科学技術・ITの振興
のため、各種研究開発の強化、競争的
研究資金の導入、防災情報システムの
整備及び相互接続促進、市町村防災行
政無線の整備を図る
<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①～③について所要の予算措置を検討

（参考）
○この政策に関して機構定員要求を検
討

消防の対応力（防災力）の強
化

（達成目標）
　火災による被害の軽減及び
大規模災害等による被害の軽
減



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

ニ－２ ①住宅防火対策の充実
・住宅防火基本方針に基づく対策の推進
・各種住宅防火対策の状況
・全国火災予防運動

①住宅火災による死者数の
更なる減少

①・年間火災発生件数
の推移
・日本とアメリカにお
ける住宅火災警報機器
等の普及率の比較

①・平成13年は17,280件と、平成12年の
17,308件より若干減少しているものの、年間
死者数(放火自殺者を除く。)はなだらかな増
加傾向
・日本における普及率平成13年度で9.1％(前
年度比2.2ポイント増)。アメリカは平成9年
度で94パーセントの普及率

消防法(昭和23年法
律第186号)
石油パイプライン
事業法(昭和47年法
律第105号)

①住宅火災発生件数等が依然として高
い水準にあることから、「住宅防火基
本方針」に基づき、住宅防火対策、放
火対策を強化するとともに、小規模簿
雑居ビルの防火安全対策を更なる推進
が必要

②小規模雑居ビルにおける防火安全対策
の推進
・消防法の改正
・防火安全室の設置
・立入検査・違反処理マニュアルの作
成・周知
・予防要員に対する地方財政措置の充実
・消防防災支援要員の確保（14年度
13.4億円）
・関係機関との連携体制の整備
・広報活動の推進

②法令違反の縮減による小
規模雑居ビル火災の発生及
び火災が発生した場合の被
害の減少

②・小規模雑居ビルの
消防法令違反率
・予防要員に対する地
方財政措置状況

②・何らかの違反のあるビルの割合は、平成
13年10月92％、平成14年１月79％、平成15年
１月56％
・消防機関の予防要員1,077人の増加を措置

②消防機関による立入検査の重点化・
効率化を推進するとともに、違反処理
に関する情報を消防機関が利用しやす
いようにデータベース化する等、違反
率の低減を推進するための措置を講じ
ることが必要

③危険物事故の防止対策の充実・強化
・事故防止対策の推進
・危険物等に関する情報の共有化推進
・危険物施設への立入検査及び違反処理
の推進
・地下埋設安全・環境対策に係る検討
（平成14年度予算約95百万円）

③危険物事故の防止 ③・火災・漏えい事故
件数の推移

・損害額
・命令是正率
・危険物に関する情報
支援状況

③・前年に比べわずかに減少(前年度比△
0.4％)したものの、過去の水準と比較すると
依然として高い状態
・前年に比べわずかに増加
・改善され、一定の成果あり
・登録件数の増加(危険物火災等情報支援シ
ステム平成14年度新規登録約1,300件)
・情報内容の多様化(危険物事故情報サブシ
ステムにおける事故件数の登録数約13,600
件)

③危険物事故件数が依然として高い水
準にあることから、「危険物事故防止
アクションプラン」による官民一体と
なった事故防止対策の推進や、危険物
施設全体に係る腐食・劣化評価手法の
確立等による漏えい事故防止への対応
等を強化することが必要

④消防庁長官（独立行政法人消防研究所
を含む）による火災原因調査
・消防庁長官による火災原因調査の要請
を行うよう地方公共団体に通知
・消防庁長官による主体的な火災原因調
査の検討

④火災予防対策の企画立案
等

④火災原因調査の実施
件数

④平成14年２件実施 ④火災種別に応じた調査チームの編
成、火災原因調査高度支援専門員(仮
称)の登録等、実効性のある体制を整備
し、消防庁長官による主体的な火災原
因調査を実施することが必要

⑤放火対策の強化
・全国火災予防運動を通じた取組
・大都市における放火対策検討会

⑤放火による火災の発生及
び火災が発生した場合の被
害の減少

⑤放火火災による年間
火災発生件数の推移

⑤平成14年14,386件(前年14,408件) ⑤全国火災予防運動の重点目標に掲
げ、「放火火災予防対策マニュアル」
に基づく重点的な放火火災予防対策を
呼びかけるとともに、昨年度実施した
調査・検討を踏まえ、特に都市部で多
い連続放火への対策を念頭に、放火火
災予防対策を推進

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①～⑤について、所要の予算措置を検
討

火災予防対策の推進

（達成目標）
　火災による被害の軽減及び
危険物事故による被害の軽減



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

ニ－３ ①地域の防災力の強化
・地域防災力評価の推進
・防災基盤整備の推進、自主防災組織の
活性化等
・防災・危機管理教育の充実
・防災訓練の実施
・市町村防災行政無線の整備（平成14年
度消防補助金21億70百万円）

①災害の発生の防止及び災
害による人的・物的被害の
軽減や有事に係る国民保護
・市町村防災行政無線の整
備率(目標:市町村同報系
70％、移動系90％、地域防
災無線20％、17年度末)

①・自然災害による死
者数の推移(火災によ
る死者数を含む)
・地域防災力評価の推
進
・自主防災組織の組織
率の推移
・危機管理教育の実施
状況
・防災訓練の実施状況
・市町村防災行政無線
の整備率の推移

①平成13年度90人(平成12年度78人)

平成15年4月5団体によるモデル実施

平成14年度59.7％（前年度57.9％）
平成15年度対象者数トップマネジメントコー
ス100人、上級マネジメントコース48人、防
災実務管理者コース158人
平成14年度2,329回、参加者見込み延べ392万
人
市町村同報系66.8％(前年度比0.7％増)
移動系86.9％(前年度比0.1％増)
地域防災無線8.1％(前年度比0.3％増)
(平成15年３月現在)

①地域防災力評価のための評価指針案
の作成、自主防災組織の組織率向上、
ボランティア活動家が意見交換を行う
場（地域防災プラットフォーム（仮
称））の設置等が必要

②地方公共団体の対応力の強化
・地方防災計画の見直し
・地方公共団体の防災体制の強化促進
・有事に係る国民保護への対応

②災害の発生の防止及び災
害による人的・物的被害の
軽減や有事に係る国民保護

②・市区町村地域防災
計画の修正率
・都道府県における防
災・危機管理専門職の
設置状況

②・平成14年68.1％(前年度63.1％)：各年4
月1日現在、比率は全市区町村数に占める割
合
・部(次)長級以上の防災監、危機管理監等の
専任スタッフを設置している都道府県数は平
成10年4月10→平成14年4月28→平成15年4月
32

②地域防災計画の見直し、地方公共団
体の防災体制の強化促進、国民保護計
画に基づくマニュアルの作成等が必要

③地震対策等の充実
・耐震性貯水槽の整備（平成14年度消防
補助金29億98百万円）
・公共施設等の耐震化状況

③・耐震性貯水槽の整
備数(基数)の推移
・公共施設等耐震化事
業の状況

③・平成14年度798基(前年度514基)→

・平成14年度169施設(前年度171施設）

③耐震性貯水槽の設置及び公共施設等
の耐震化、各地域における既存のハ
ザードマップの作成の支援について
は、取組を促進する必要ある。

・火山災害対策の推進 ・活火山のハザード
マップの作成状況

・国内108火山中、32の活火山でハザード
マップを作成

④特殊災害対策の推進
・地域防災計画原子力災害対策編の修正
の推進
・原子力防災資機材の整備
・原子力関係の教育・訓練の実施
・石油コンビナート防災対策の推進
・消防活動が困難な空間における活動支
援システムの開発（14年度　１億100万
円）
・地下鉄道の火災対策の推進
・ＮＢＣテロ対策の推進

④原子力災害や石油コンビ
ナート災害の防止とその被
害の軽減、大深度地下にお
ける安全確保、ＮＢＣテロ
災害による被害の軽減

④・地域防災計画原子
力災害対策編の作成又
は修正率
・原子力防災資機材の
整備状況

・データベース化数

④平成15年2月現在
・関係道府県21団体中20団体(95％)
・関係市町村65団体中48団体(74％)
・平成14年度　防護服　49,549着　呼吸保護
具　58,362個　個人被ばく線量計　26,999個
放射線測定器　4,758台
・放射性物質災害講習会の受講状況　平成14
年度　39名
・都道府県における原子力防災訓練の実施状
況　平成14年度15県
・国で届出事務を行っているレイアウト事業
所210社の施設配置図等のデータベース化の
実施

④・原子力防災資機材の整備について
は、推進をはかる。
・原子力関係の教育・訓練について、
防災訓練の実効性の向上を図るための
事例集の作成・配布、原子力艦災害発
生時における放射性物質の除染方法等
の検討・マニュアル作成などを進め
る。

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①～④について、所要の予算措置を検
討

③東海地震及び東南海・南
海地震対策等大規模地震へ
の対策、平常時からの防災
意識の高揚
・耐震性貯水槽の整備数(目
標3,101基：平成13～17年
度)
・公共施設等耐震化事業(目
標:299施設：平成13～17年
度)

災害に強いまちづくりの推進

（達成目標）
　災害による被害の軽減

消防組織法(昭和22
年法律第226号)
災害対策基本法(昭
和36年法律第223
号)
災害対策基本法施
行令(昭和37年法律
第228号)
大規模地震対策特
別措置法(昭和53年
法律第73号)



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

ニ－４ ①高度な救急救命処置を行うことができ
る搬送体制の確保
・搬送体制の確保（平成14年度消防補助
金24億35百万円）
・高度な救急救命処置の実施

①　搬送患者の救命率の更
なる向上
・救急隊数の確保(目標：全
救急隊の75％の隊（救急救
命士が配置された救急隊）
に高規格救急自動車を配
置：平成17年度末）
・救急救命士の配備された
救急隊の割合(目標：全救急
隊の75％の隊に救急救命士
を1名以上配置：平成17年度
末）
・教育訓練を受けた救急隊
員数（目標：全隊員が救急
救命士又は救急標準課程若
しくは救急Ⅱ課程を受講し
た救急隊員により構成（概
ね100％）：平成17年度末）

①・救急隊数の確保

・消防・防災ヘリコプ
ターの救急出場件数

・救急救命士制度の効
果

・救急救命士・救急隊
員の養成・確保

・メディカルコント
ロール体制の構築状況

①・平成14年4月1日現在の救急隊数4,596隊
高規格救急自動車の整備台数3,062台である
が、救急自動車に占める高規格救急自動車の
割合は55.5％
・消防・防災ヘリコプターは44都道府県に配
備、救急事案による出動件数は平成14年1機
当たり29.3件
・救急救命士により処置された場合の救命率
6.3％　一般救急隊員により処置された場合
の救命率　3.6％であり、2.7ポイントの差
・救急救命士の数　平成14年度末　12,223人
（推計）、救急救命士の配備された救急隊の
割合62.8％
・救急標準課程の修了者　4,398人増加、救
急隊員のうち救急救命士又は救急標準課程の
修了者の割合　88.3％
・平成14年10月　常時指示95.2％（対前年比
2.8ポイント増）、事後検証23.7％（対前年
度比6.0ポイント増）、再教育58.1％（対前
年度38.5ポイント増）
・都道府県メディカルコントロール協議会
全都道府県、地域メディカルコントロール協
議会　204区域／239区域　で設置

消防組織法(昭和22
年法律第226号)
消防法(昭和23年法
律第186号)
救急救命士法（平
成３年法律第３６
号）

①救命率の向上を目指し、高規格救急
自動車、除細動器等の整備を促進する
ため、所要の予算措置を検討
①消防・防災ヘリコプターの活用を促
進するため、未配備県域の解消、「緊
急消防援助隊の編成及び施設の整備等
に係る基本的な事項に関する計画」に
おける航空部隊の必要数の確保等を図
るため、所要の予算措置を検討

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①について、所要の予算措置を検討

①　     　　平成11年度  　12   　　13

登録基準数：  84,406　 84,436　 84,474

登録調査員数： 89,434 　90,780 　92,929

登録者率：    　106.0  　107.5　　110.0

調査従事率： 　　82.3　 　86.1 　　77.1

　
・総務省における研修について、受講後のア
ンケートに基づく満足度
　平成14年度に行った研修について「非常に
参考になった」又は「参考になった」との回
答の割合は、中央研修72.4％、実務研修１
00％、指導者研修97.7％

①統計調査員確保対策事業について
は、限られた経費の中で、事業遂行に
必要な経費を維持し、より効果的に事
業を遂行することが必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①について、所要の予算措置を検討

（参考）
○この政策に関して、機構定員要求を
検討

ヌ－２ 国・地方が共同で行う統計調
査の円滑かつ効率的な実施

（達成目標）
　国・地方が共同で行う統計
調査の効果的・効率的な実施
体制の確保

①統計調査員確保対策事業
・統計調査員の登録事業
・登録調査員の研修事業

①事前登録による統計調査
員の確実な確保及び各種研
修を通じた統計調査員の資
質向上

①統計調査員の登録実
績により把握
①統計調査員の研修受
講者に対するアンケー
ト調査により満足度を
把握

統計法(昭和22年法
律第18号)

救急業務の充実・高度化

(達成目標）
　救命率の向上



方法 得られた効果
得ようとする効果 必要性、効率性

その他特記事項
評価の結果（「今後の課題と評価結果の政
策手段への反映方針」）

把握した効果政策手段№ 実績評価対象となった政策

ヌ－５ ①社会・経済の変化及び統計需要への的
確な対応を図るため、「就業希望状況調
査」、小売物価統計調査の調査品目・銘
柄の改正、個人企業経済調査の標本数の
拡充及び調査事項の見直し等を実施

①社会・経済の変化及び統
計需要への的確な対応

①利用者のニーズ等の
把握のための研究会等
開催状況

①・17年国勢調査について、国勢調査計画会
議において調査方法等を検討するとともに、
第１次試験調査を実施し、その結果を評価・
分析。さらに、第２次試験調査に向けて、調
査票の設計や調査方法を検討
・16年事業所・企業統計調査について、統計
審議会答申を踏まえ、関係府省及び地方公共
団体間で、その実施の枠組みについて鋭意検
討を重ねた結果､経済産業省所管「商業統計
調査」、総務省所管「16年事業所・企業統計
調査」及び同「サービス業基本調査」を１枚
の調査票で同時実施することとした。
・15年住宅・土地統計調査について、具体的
な調査方法等について検討を行い、さらに試
験調査を実施し、これらを踏まえて本調査の
実施計画の策定等を実施

①国勢調査については、前回調査以降
に市町村合併があった（予定されてい
る）地域について、全面的に見直しを
行い、当該地域の調査区地図を新たに
作成することが必要
①事業所・企業統計調査については、
３調査の円滑な同時実施を図ることが
必要
①住宅・土地統計調査については、政
策ニーズに対応した結果を提供してい
くことが必要

②統計調査の円滑かつ効率的な実施及び
統計の信頼性の確保として、小売物価統
計調査の調査方法の見直し、個人企業経
済調査の調査票の見直し等を実施

②統計調査の円滑かつ効率
的な実施及び統計の信頼性
の確保

②・効率的な調査方法
等の導入の状況
・統計調査の円滑化を
図るための各種施策の
実施状況により把握

②・小売物価統計調査については、携帯機器
を使用した調査を平成13年10月から東京都で
試験的に実施しており、この携帯機器を使用
した調査を全国に拡大して実施するため、統
計調査員への携帯機器の操作等の研修を実施
・科学技術研究調査については、インター
ネットを活用した統計調査の検討結果を踏ま
え、システム開発等を実施
・家計調査については、他の統計調査に比べ
記入者負担の大きい調査であるが、記入者負
担に対する手当の額が少ないことが調査協力
を妨げる要因の一つとなっていたことから、
記入者手当の見直しを実施

②小売物価統計調査については、更な
るシステムの改善を図ることが必要
②家計調査については、記入者手当を
増額することが必要
②科学技術研究調査については、今後
のインターネットの利用状況等につい
て分析し、更なる改善・検討を行って
いくことが必要

③統計情報の的確な提供として、府省と
の統計情報の共有、都道府県との統計情
報の共有、ホームペ－ジ等による統計情
報の提供等を実施

③統計情報の的確な提供 ③・各府省共同利用型
データベースの整備・
運用状況により把握
・一般利用者向けイン
ターネットサイトの整
備・運用状況等により
把握

③・府省との統計情報の共有のための「総合
統計データベース」について、平成14年度は
約４万8,000表の統計表を追加収録。各府省
からのアクセス件数は、14年度は約８万
1,000件と昨年度より約２万件（約32％）増
加
・14年度のホームページのアクセス件数は、
約232万5,000件となり、前年度に引き続き
200万件を超え、収録ファイル数も13年度の
約２万4,000件から約96万1,000件と増大

③地方自治体との統計情報の共有に関
する基盤整備については、国や地方公
共団体の施策の立案や政策評価に役立
つ機能の強化を図っていくことが必
要。また、事務所・企業データベース
については、調査客体の重複是正に関
する情報提供、母集団情報の提供とと
もに、統計調査の実施支援や統計分析
の高度化など、機能の強化を図ってい
くことが必要
③統計資料等をデジタル収録すること
が必要

<予算要求への反映方針>
≪拡大≫
①～③について、所要の予算措置を検
討

（参考）
・この政策に関して、機構定員要求を
検討

国勢の基本に関する統計の作
成・提供

（達成目標）
・社会・経済の変化及び統計
需要への的確な対応
・統計調査の円滑かつ効率的
な実施及び統計の信頼性の確
保
・統計情報の的確な提供

統計法(昭和22年法
律第18号)
統計報告調整法(昭
和27年法律第148
号)
国勢調査令(昭和55
年政令第98号)及び
各種調査規則
「行政情報化推進
基本計画」（平成
６年12月25日閣議
決定）



別添 ２ 

 

 

 

表１         実績評価方式を用いた評価の対象とする政策 

府 省 対象とする政策の範囲 対象とする政策の単位 
（参考） 

政策数 

総務省 

総務省の任務を達成する
ために実現すべき主要な行
政目的を踏まえて前年度当
初に設定された政策 

同一の達成目標ごとのまとまりをもって評価
対象政策の単位とすることを基本とする。 

79 政策 

（83 政策） 

（注）１ 総務省の基本計画及び実施計画を基に当省（行政評価局）が作成した。 
２ 「政策数」欄の 79 政策のうち３政策については、日本郵政公社の設立に伴い政策としての役割を終えてい
る。 
３ 「政策数」欄における（ ）内の 83 政策は、平成 14 年度の評価対象政策数である。 

 

 

表２       「達成すべき目標」及び「測定指標」の設定状況 

府 省 「達成すべき目標」の設定状況 「測定指標」の設定状況 

総務省 

 

 

 

○ 「達成目標」（100）〔102〕 

政策ごとに複数又は一つの 

達成目標が設定されている。 

 

 

 

 ○ 「指標」及び「参考指標」（330）〔218〕 

   「指標」はアウトカムに着目したもの、 

「参考指標」はそれ以外のアウトプットに着目

したものであり、「指標」と「参考指標」の区分

は明確にされていない。 

 ○ 「参考となる指標」（65）〔44〕 

   目標の達成状況を的確に測定できる指標がな

い政策について、当該政策に係る現状や課題等

を明らかにするためのもの 

（注）１ 総務省の「平成 15 年度実績評価書」を基に当省（行政評価局）が作成した。 

２ 〔 〕内は、平成 14 年度における数値である。 

 

 

表３      達成すべき目標のアウトカム、アウトプット別の内訳     （単位：件） 
左の内訳 

府 省 政策数 
「達成すべき目標」がアウトカムに
着目して設定されているもの 

「達成すべき目標」についてアウト
プットに係る目標が設定されている
もの 

総務省 79【76】 
（83） 

77【74】 
（80） 

２【２】 
（３） 

（注）１ 総務省の「平成 15 年度実績評価書」を基に当省（行政評価局）が作成した。 
２ 「達成すべき目標」が複数ある場合には、少なくとも一つの目標がアウトカムに着目して設定されている
場合は、『「達成すべき目標」がアウトカムに着目して設定されているもの』欄へ計上している。 
３ 【 】内は、日本郵政公社の設立に伴い、政策としての役割を終えている３政策を除いた数値である。 
４ （ ）内は、平成 14 年度における数値である。 

 

 

 

 

目標数１００〔１０２〕 指標数 ３９５〔２６２〕 



 

表４     目標に関し達成しようとする水準が数値化等されている政策        (単位:件) 

目標に関し達成しようとする水準 
が数値化等されている政策数 府 省 

評価対象 

政策数 
 アウトカム アウトプット 

 目標に関し達成しようとする

水準が数値化等されていない政

策数 

総務省 
79【76】 
（83） 

24【22】 
（７） 

12【10】 
（３） 

12【12】 
（４） 

55【54】 
（76） 

（注）１ 総務省の「平成 15 年度実績評価書」を基に当省（行政評価局）が作成した。 
２ 「目標に関し達成しようとする水準が数値化等されている政策数」欄は、目標に関し達成すべき水準が数
値化されている政策及び定性的であっても目標が達成される水準が具体的に特定されている政策を計上した。 
３ 評価対象政策に複数の指標が設定されている場合には、少なくとも一つの指標について達成しようとする
水準が数値化等されていれば、達成しようとする水準が数値化等されている政策として計上した。その上で、
数値化等されている指標のうちアウトカム指標を有する政策は「アウトカム」欄へ、それ以外の政策は「アウ
トプット」欄へそれぞれ計上した。 
４ 【 】内は、日本郵政公社の設立に伴い、政策としての役割を終えている３政策を除いた数値である。 
５ （ ）内は、平成 14 年度における数値である。 
 

 

表５    目標に関し達成しようとする水準が数値化等されていない政策に 

設定されている指標の分類                                         (単位:件) 

    当 該 政 策に設定されている指標 数 

府  省 

目標に関し達成しようと

する水準が数値化等され

ていない政策数 
 アウトカムで 

定量的に設定 

アウトカムで

定性的に設定 

アウトプット

で設定 

総務省 
55【54】 
（76） 

277【275】 
（246） 

87【86】 
（75） 

８【８】 
（10） 

182【181】 
（161） 

（注）１ 総務省の「平成 15 年度実績評価書」を基に当省（行政評価局）が作成した。 

２ 「目標に関し達成しようとする水準が数値化等されていない政策数」欄は、目標に関し達成すべき水準が
数値化等されておらず、目標に関し達成しようとする水準が具体的に特定されていないものを計上した。 

３ アウトカム指標とアウトプット指標の区分については、①当省（行政評価局）において一定の考え方で分
類整理したものを総務省に示し、②それに対し、総務省において分類整理について別の考え方がある場合に
はその考え方の提示を受けるとともに、総務省による分類整理の結果を計上した。 
４ 詳細は、政策評価審査表（総務省）を参照。 
５ 【 】内は、日本郵政公社の設立に伴い、政策としての役割を終えている３政策を除いた数値である。 
６ （ ）内は、平成 14 年度における数値である。 

 

 

表６              目  標  期  間  の  設  定  状  況         （単位：件） 

測定指標に目標期間が設定されている政策数 

府 省 評価対象政策数 
基準年次及
び達成年次
が記載され
ているもの 

基準年次の
みが記載さ
れているも
の 

達成年次の
みが記載さ
れているも
の 

小 計 

測定指標に目標期
間が設定されてい
ない政策数 

総務省 
79【76】 
（83） 

７【７】 
（４） 

０【０】 
（０） 

12【12】 
（２） 

19【19】 
（６） 

60【57】 
（77） 

（注）１ 総務省の「平成 15 年度実績評価書」及び同省からの聴取結果を基に作成した。 
２ 「基準年次及び達成年次が記載されているもの」については、一つの政策に複数の測定指標が設定されて
いる場合、少なくとも一つの測定指標に基準年次及び達成年次が設定されている政策数を計上した。 
３ 【 】内は、日本郵政公社の設立に伴い、政策としての役割を終えている３政策を除いた数値である。 
４ （ ）内は、平成 14 年度における数値である。 



表７     評 価 結 果 の 端 的 な 結 論 の パ タ ー ン             (単位:件) 

端 的 な 結 論 該当する政策 

 目標が達成され､政策としての役割を終えた ０（１） 

 目標達成に向けて成果が上がっている 

政策の必要性、施策の有効性・効率性等が認められ、これまでの取組を継続すべ

き 

27（40） 

 目標達成に向けて成果が上がっている 

政策の必要性はあるが、施策の有効性・効率性等に課題があり､取組の改善・新

たな対策の検討が必要 

49（40） 

 目標達成に向けて成果は上がっていない 

政策の必要性、効率性、有効性等について課題があり、政策・業務の見直しが必

要 

０（０） 

合       計 76（81） 

（注）１ 総務省の「平成 15 年度実績評価書」を基に当省（行政評価局）が作成した。 
２ 「該当する政策」欄の 76 政策は、79 政策のうち日本郵政公社の設立に伴い政策としての役割を終えて
いる３政策を除いたものである。 
３ （ ）内は、平成 14 年度における数値である。平成 14 年度においては、83 政策のうち２政策について、
同年度の類型における「目標達成に向けて成果は上がっていないものの当該政策は必要であり、これまで
の取組を進めていくべき」に分類されている。 

  

 

 

表８         学識経験を有する者の知見の活用状況 

府 省 知見の活用状況等 
議事録等の  

ＨＰ掲載 

 
総務省 

 

 評価の取りまとめに際して「総務省政策評価会」から意見を聴取。 
また、平成 15 年度から、各部局等における評価作業においても積極的に外
部の学識経験者の知見を活用することを推進している。総務省政策評価会にお
いても、評価に当たって各政策分野に係る実務経験者等の意見を聴取すること
が重要であるとの指摘があったところであり、今後も積極的に取り組む方針。 

〇 

（注） 総務省の「平成 15 年度実績評価書」及び同省からの聴取結果を基に作成した。 

 


